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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第１期
決算年月 平成23年10月

売上高 （百万円） 46,434

経常利益 （百万円） 5,327

当期純利益 （百万円） 7,664

包括利益 （百万円） 7,652

純資産額 （百万円） 25,860

総資産額 （百万円） 42,999

１株当たり純資産額 （円） 345.25

１株当たり当期純利益金

額
（円） 100.22

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 100.06

自己資本比率 （％） 59.7

自己資本利益率 （％） 29.9

株価収益率 （倍） 4.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 3,661

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △611

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △5,174

現金及び現金同等物の期

末残高
（百万円） 23,808

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

3,168

(303)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成22年11月１日設立のため、前連結会計年度以前については記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第１期
決算年月 平成23年10月

営業収益 （百万円） 4,126

経常利益 （百万円） 3,105

当期純利益 （百万円） 3,028

資本金 （百万円） 3,000

発行済株式総数 （千株） 80,000

純資産額 （百万円） 20,541

総資産額 （百万円） 24,448

１株当たり純資産額 （円） 275.73

１株当たり配当額

（うち１株当たり中間配

当額）

（円）
22.00

(11.00)

１株当たり当期純利益金

額
（円） 39.55

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額
（円） 39.49

自己資本比率 （％） 83.8

自己資本利益率 （％） 14.8

株価収益率 （倍） 10.4

配当性向 （％） 55.6

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

17

　(3)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は平成22年11月１日設立のため、前事業年度以前については記載しておりません。
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２【沿革】

平成22年４月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルは株式移転による共同持株会社設立に関し、「共同

持株移転契約」を締結した。

平成22年６月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルの臨時株主総会において当社設立が承認可決され

た。

平成22年11月 当社設立。

大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場。　

平成23年６月　 株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩマーケティング設立。　
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス）及び子会社

21社により構成されており、仲介事業、仲介関連事業、メディア事業、管理事業、興行事業、旅行事業、その他事業の７つの事

業セグメントに区分しております。

各セグメントにおける主な事業の内容は以下のとおりであります。

なお、次の７事業は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント情報の

区分と同一であります。

　

（１）仲介事業

＜国内事業＞

　株式会社エイブルが、３大都市圏、福岡、広島、仙台、札幌において直営の全452店舗を展開し、賃貸アパート・マンション

等の賃貸仲介業務（新規及び更新仲介業務）を行っております。

＜海外事業＞

　ABLE REAL ESTATE USA,INC. 及びABLE REAL ESTATE (UK)LIMITEDが、各々米国及び英国において賃貸仲介業務を行って

おります。

　

（２）仲介関連事業

　株式会社エイブル、エイブルリフォーム株式会社及び株式会社エーシーサービスが、室内リフォーム、室内消毒、引越取

次、鍵取次、保険代理等の仲介事業に付随する業務を行っております。

　

（３）メディア事業

　株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ、株式会社サンスイ、株式会社システムエムズ及び株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩマーケティ

ングが、賃貸物件情報提供サービスを、情報誌「CHINTAI」、WEBサイト「CHINTAIネット」及び「CHINTAIモバイル」を中心

に行っており、また広告出稿支援システム（CRS; Chintai Realtor support System）の販売及びレストラン・ガイド

ブック「ザガットサーベイ」の出版を行っております。海外では、秦泰广告（上海）有限公司が中国において富裕層向け

の雑誌の出版及び中国人留学生向けの日本の賃貸物件情報の提供を行っております。

　

（４）管理事業

　株式会社エイブルが、賃貸アパート・マンション等の家賃集金及び建物管理業務を行っております。

　

（５）興行事業

　株式会社光藍社が、レニングラード国立バレエをはじめとするバレエ、音楽、舞台芸術等の各種イベント・公演の企画、製

作及び興行を行っております。

　

（６）旅行事業

　株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービスが、海外航空券の販売等を行っております。

　

（７）その他事業

株式会社エイブル及び株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩマーケティングが、賃貸仲介業者に対するネットワーク事業

（フランチャイズ事業）を、また株式会社エイブルパーキングが、時間貸及び月極駐車場の運営・管理事業を行っており

ます。このほか、株式会社エイブルリサーチ・インターナショナルがコンサルティング事業を、エイブルリース株式会社が

車両等のリース事業を、株式会社AMPが人材派遣業を、また株式会社エースソリューションがシェアードサービス業を各々

行っております。
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　上記内容を事業系統図にあらわすと次のようになります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所

資本金

又は出資金

(百万円)

主要な事業内容
議決権の所有割

合（％）
関係内容

（連結子会社）      

㈱エイブル

（注）１、４　
東京都港区 2,622

仲介事業

仲介関連事業

管理事業　

100.0

経営管理

業務受託

役員の兼任あり

㈱エイブルリサーチ・イン

ターナショナル

（注）３

東京都港区 50その他
100.0

(100.0)
役員の兼任あり

㈱ＡＭＰ

（注）３
東京都港区 60その他

100.0

(100.0)
　

KAIGAI CONSULTING

 Co.,Ltd.

（注）３

香港
1,500千

香港＄
その他

99.0

(99.0)
 

㈱エイブルパーキング

（注）３
東京都港区 80その他

100.0

(100.0)役員の兼任あり

エイブルリフォーム㈱

（注）３
東京都港区 10仲介関連事業

75.0

(75.0)
　

エイブルリース㈱

（注）３
東京都港区 10その他

75.0

(75.0)　

ABLE REAL ESTATE

 USA,INC.

（注）３

米国
1,100千

米国＄
仲介事業

100.0

(100.0)
 

ABLE REAL ESTATE(UK)LIMI

TED

（注）３

英国
33,980

英国£
仲介事業

100.0

(100.0)
 

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ　

（注）１、４
東京都港区 2,070メディア事業 100.0

経営管理

業務受託

資金借入　

役員の兼任あり

㈱サンスイ

（注）３
東京都港区 70メディア事業

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

㈱ＣＨＩＮＴＡＩトラベ

ルサービス 

（注）１、３

東京都港区 330旅行事業
100.0

(100.0)
役員の兼任あり

㈱エーシーサービス 

（注）３
東京都港区 220仲介関連事業

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

㈱光藍社　

（注）３
東京都文京区 10興行事業

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

秦泰广告（上海）有限公司

　

（注）３

中国上海市
1,265千

米国＄　
メディア事業

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

㈱エースソリューション　 東京都港区 16その他 100.0役員の兼任あり
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名称 住所

資本金

又は出資金　

(百万円)

主要な事業内容
議決権の所有割

合（％）
関係内容

㈱エイブルＣＨＩＮＴ

ＡＩマーケティング
東京都港区 10　

メディア事業

その他　
100.0役員の兼任あり　

㈱システムエムズ　

（注）３
東京都港区 10メディア事業

100.0

(100.0)
役員の兼任あり

（注）１．特定子会社に該当しております。 

２．主要な事業内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

３．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

４．上記以外に小規模な連結子会社が３社あり、連結子会社の数は合計21社であります。　

５．連結財務諸表の売上高に占める連結子会社の売上高の割合が100分の10を超える連結子会社である㈱エ

イブル及び㈱ＣＨＩＮＴＡＩは、セグメント情報の「仲介事業」、「仲介関連事業」、「管理事業」及び

「メディア事業」の売上高に占める売上高（内部売上高又は振替を含む）の割合が100分の90を超えて

おりますので、「主要な損益情報等」の記載は省略しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年10月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

仲介事業 2,811（213） 

仲介関連事業 43（ 19） 

メディア事業 131（ 21） 

管理事業 42（ 39） 

興行事業 18（  4） 

旅行事業 25（  2） 

報告セグメント計 3,070（  298） 

その他 81（  2） 

共通　 17（  3） 

合計 3,168（303） 

（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

２．共通として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない提出会社の管理部門に所属してい

るものであります。

　

(2)提出会社の状況

 平成23年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

 17（3） 46.3 6.1 9,187

　

 平成23年10月31日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

共通　 17（  3） 

合計 17（　3） 

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用

者数（常用アルバイト、人材会社からの派遣社員を含む。）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

２．平均勤続年数は、当社並びに関係会社での勤続年数を通算しております。

３．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（1）業績

当連結会計年度における我が国経済は、世界経済の改善及び政府の景気対策効果等により、一部に景気の持ち直し

が見られたものの、デフレの影響等に加え、平成23年３月11日に発生した東日本大震災による生産活動の低下や個人

消費の自粛等で、再び景気が落ち込む状況となりました。その後、徐々に経済に回復の傾向が見られつつあるものの、

依然として厳しい雇用情勢や所得環境に加え、急激な円高やギリシャの金融危機を発端とした世界経済の減速懸念

等、総じて厳しい状況で推移いたしました。　

住宅市場では、値ごろ感や住宅税制などの政策の効果もあり、地価の下落幅が減少し、新設住宅着工戸数（国土交

通省発表）の総数は増加傾向にあります。当社グループの主要ビジネス領域に関連する貸家の新設住宅着工戸数に

関しても、全体の３割を占める一都三県では減少傾向にありますが、全国的にみると震災後の平成23年４月から平成

23年９月までの合計では前年同期間比で0.6％の増加を見せており、回復の兆しが表れていますが、市場は予断を許

さない状況です。

こうした事業環境のもと、当連結会計年度の業績は売上高46,434百万円、営業利益4,177百万円、経常利益5,327百

万円となりました。また、当社設立による企業結合に伴う負ののれん発生益5,486百万円を含む特別利益5,645百万円

を計上したこと等により、当期純利益は7,664百万円となりました。なお、特別損失として1,149百万円を計上してお

りますが、当社グループが実施した被災者に対する仲介手数料・広告料等の売上債権免除59百万円などを含む、災害

による損失136百万円が含まれております。

当連結会計年度におけるセグメントの業績（セグメント間内部取引消去前）は、次のとおりであります。

なお、当社は平成22年11月１日に、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩと株式会社エイブルの共同持株会社として設立されま

した。当連結会計年度が第１期となるため、前期実績はありません。

①　仲介事業

新規仲介手数料収入が、景気の低迷や震災の影響による賃貸住宅の借り換え意欲減退に加え、電力供給の制限に

伴う店舗営業時間の短縮等により、首都圏では前年比で低調な状態が続きました。一方、中京圏、京阪神圏では新規

仲介件数が増加いたしました。更新仲介手数料収入は、更新件数の増加により順調に推移いたしました。また、業務

効率化を目的とした新基幹システムの初期開発費用を計上しております。　

以上の結果、仲介事業全体では、売上高が13,441百万円、営業損失が113百万円となりました。　　

②　仲介関連事業

新規仲介件数の伸び悩みに伴う室内消毒や新規保険代理等の販売機会の減少により、売上は伸び悩みました。そ

のような中、保険の更新につきましては、アウトバウンドによる契約更新の促進により件数が増加、更新手数料収

入が比較的堅調に推移いたしました。　

以上の結果、仲介関連事業全体では、売上高が11,749百万円、営業利益が866百万円となりました。　　

③　メディア事業

景気の低迷や、震災の影響により、１店舗当たりの平均広告料が下落、また取引店舗の閉店、法人企業による広告

出稿の自粛などにより、売上は厳しい状況で推移いたしました。

そのような中、エンドユーザーへのアプローチとしてエイブルのスマートフォンサイトのリニューアルや、

Twitter連動サイトのリリース、iPhone向け賃貸物件検索アプリケーションのリリース等スマートフォンを中心と

したWEBサービスの拡充を行いました。　

以上の結果、メディア事業全体では、売上高が8,396百万円、営業利益が2,692百万円となりました。　　

④　管理事業

家賃集金代行を含めた管理戸数の増加に注力し、集金管理手数料収入が堅調に伸びました。　

以上の結果、管理事業全体では、売上高が7,436百万円、営業利益が801百万円となりました。　　

⑤　興行事業

震災の影響により公演会場が使用中止となるなど、海外興行団体が来日を中止する等、公演数の減少に伴い売上

が減少いたしました。一方で、広告宣伝費等の経費の適正な配分を行いました。　

以上の結果、売上高が1,813百万円、営業損失が109百万円となりました。
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⑥　旅行事業

オンライン販売システムによるインターネットでの販売が好調に推移いたしました。円高の影響もあり、特に

「海外航空券」や「海外ツアー企画旅行」の売上が順調に増加いたしました。

以上の結果、売上高が2,250百万円、営業利益が45百万円となりました。

⑦　その他事業

その他事業に含まれますパーキング事業におきましては、駐車場管理台数の増加を促進する活動に注力いたし

ました。また、ネットワーク事業（フランチャイズ事業）におきましては、加盟店舗数の増加が堅調に推移いたし

ました。売上高が2,936百万円、営業利益が748百万円となりました。　　

（2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、自己株式の取得による支出3,369百万

円や法人税等の支払額3,457百万円などの支出要因により一部相殺されたものの、株式移転による現金及び現金同

等物の増加額14,941百万円並びに税金等調整前当期純利益が9,824百万円となったこと等により、当連結会計年度

末は23,808百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は3,661百万円となりました。これは主に、法人税等の支払額3,457百万円などの支払

要因により一部相殺されたものの、税金等調整前当期純利益が9,824百万円になったこと等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は611百万円となりました。これは主に、差入保証金の差入による支出816百万円、固

定資産の取得による支出744百万円と、投資有価証券の償還による収入1,169百万円が相殺された結果によるもので

あります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は5,174百万円となりました。これは主に、自己株式の取得による支出3,369百万円や

配当金の支払額1,552百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、平成22年11月１日に、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩと株式会社エイブルの経営統合により設立されました。当連

結会計年度が第１期となるため、前期実績はありません。

　

(1）生産実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）の営むセグメントは、その事業の性格上、生産実績の記載になじまないた

め、生産実績を記載しておりません。

　　 

(2）商品仕入実績

　当連結会計年度の商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

旅行事業（百万円） 1,923

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　　

　

(3）受注状況

　仲介関連事業のうち、リフォーム工事、消毒施工は、家主又は入居者より受注し、その全件を外部発注しております

が、１件当たりの受注金額が僅少であり、かつ工期が極めて短期間であるため、受注残高の数量・金額とも把握して

いないため記載しておりません。

　メディア事業は、受注確定から売上日までの期間は原則として１ヶ月以内であり、当連結会計年度末日現在の受注

残高は、年間売上高に比して僅少であるため、その記載を省略しております。

　その他の事業においても当連結会計年度末日現在の受注残高が僅少であるため記載を省略しております。

　

(4）販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

仲介事業（百万円） 13,429

仲介関連事業（百万円） 11,729

メディア事業（百万円） 7,686

管理事業（百万円） 7,436

興行事業（百万円） 1,813

旅行事業（百万円） 2,228

その他（百万円） 2,110

合計（百万円） 46,434

（注）１　上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２　総販売実績に対する売上の割合が10％以上の相手先はありません。

３　セグメント間の取引は含まれておりません。

　

(5) 生産、受注及び販売等に関する特記事項

当社グループの仲介事業、仲介関連事業、メディア事業の営業形態として、賃貸入居需要は１月から３月が最繁忙

期であり業績は季節的変動が高く、売上高・利益ともに１月から３月の割合が大きくなる傾向があります。
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３【対処すべき課題】

賃貸物件広告は参入障壁の低いインターネット広告が主流となり、賃貸仲介の現場ではハウスメーカー等の大手

資本がその存在感を増してきております。賃貸住宅市場は転換期を迎えており、少子高齢化に伴う世帯構成の変化を

はじめとして、長期的な構造変化は着実に進展していくとみられます。消費者の住まいに対する価値感の変化・多様

化に応じて、時代・環境に即した暮らしの豊かさを追求し、的確にそのニーズを捉えたサービスを提供する重要性が

高まっております。

　当グループは、「安心・快適で豊かな『くらし』を提案し、実現することを通じて、社会の発展に貢献すること」を

経営理念として掲げております。上記経営理念を実現するために、下記内容を基本成長戦略とした中期経営計画を、

平成22年12月17日に開示しております。

当該「中期経営計画」は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。　

（当社ホームページ）　

http://www.achd.co.jp/ir/library/briefing.html

また、基本成長戦略を支える重要課題として、①人材育成の強化、②「顧客感動満足」の向上、③コンプライアンス

の徹底、についても積極的に推進してまいります。

≪基本成長戦略≫

①　コア・コンピタンス（企業の中核的な力）の再構築

賃貸仲介事業において当社グループの最大の強みである「仕入、集客、仲介」が三位一体となった事業サイクル

を再構築し、中長期的に持続可能な発展的バリューチェーンの実現を目指してまいります。

②　新しいグループ成長戦略による「外部成長」の加速

「業務効率化による収益増」、「地域戦略の推進によるサービスの拡充」、「新たなマーケットの創造と事業機

会の拡大」、をスローガンとしてグローバル展開を含む積極的な事業ドメイン拡大をはかってまいります。　
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼすリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある主な事項を以下のとおり記載します。なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在において入手

可能な情報に基づき、当社グループが判断または予測したものであります。 

①　仲介事業の重要性　

当社グループの収益に占める仲介事業の割合はそれ自体大きいだけでなく、当該事業は仲介関連事業、管理事

業、メディア事業といった仲介以外の主要事業の収益に強い影響を及ぼします。これは、次の (I) から (Ⅲ) に述

べるような事業サイクルによるものです。

(Ⅰ)新規の賃貸仲介成約数が増加すれば、保険代理、消毒、鍵取次、引越取次等の仲介関連事業収入が増加し、また

メディア事業の収益源である広告料収入が増加します。

(Ⅱ) 当期の新規仲介成約数が増加すれば、次回、賃貸借契約の更新時における仲介及び保険代理手数料収入が増

加します。

(Ⅲ) 家主様から賃貸アパート・マンションの集金管理をどれだけ受託できるかは、当該物件の空室率をいかに低

く抑えられるかに強く依存しており、その意味で仲介事業は管理事業の伸びを支える基礎になっています。管理

戸数が増加すれば、リフォーム等の仲介関連事業収入が増加し、そして再び(Ⅰ)の仲介事業収入増加につながっ

ていきます。

　このような仲介事業を基礎とした効率的事業サイクルは、当社グループが築き上げてきた競争優位性の源泉にほ

かなりませんが、反面、仲介事業依存度の大きさは、当社グループ全体の収益を左右する最大のリスク要因である

と考えられます。当社グループでは、仲介事業業績に影響を与えるリスク要因として、次の４つが特に重要である

と考えております。

・宅地建物取引業法等による規制

仲介事業は「宅地建物取引業法」をはじめとした各種法令等の規制を受けております。当社グループは法令遵

守に細心の注意を払っておりますが、万一法令違反による営業停止処分等を受けることがあれば、仲介事業収益に

重大な影響を与える可能性があります。

・売上の季節的・地域的特徴

仲介事業売上は、季節的には引越シーズンにあたる１月から３月までの期間にそのピークがあり、また地域的に

は３大都市圏における都心・近郊部がその大きなウエイトを占めております。かりに当該時期または地域に自然

災害や大規模システム障害等の事故が起きた場合、仲介事業収益に相当の影響を与える可能性があります。

・メディア事業の競争力

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩが運営するメディア事業による賃貸情報の提供はWEB広告がその中心となってきてお

ります。インターネット広告事業は出版事業と比較して参入障壁が低く、技術進歩のスピードが速いという特徴が

あり、競合企業との競争は常に激しい状態にあることから、一時的にメディア事業の競争力が相対的に低下する可

能性が考えられます。その場合、仲介事業収益に相当の影響を与える可能性があります。

・人材の確保

仲介事業は、エイブル国内直営店全452店舗を擁する多店舗展開を基礎とした労働集約型ビジネスであり、その

ための人材の確保・育成は当社グループの最大の課題の１つと言えます。かりに、労働市場の需給バランス変動に

より、必要な人材が適所に確保できない事態や人件費の広範な上昇が起きた場合、仲介事業収益に相当の影響を与

える可能性があります。

　

②　システムトラブル

　当社グループでは、エイブル直営店全452店舗を含む全国約500箇所に事業拠点を構えており、各種業務システム

がグループ内コンピュータ・ネットワークを通じてこれら拠点を繋いでおります。また、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ

が運営する「CHINTAIネット」は賃貸空室情報を提供する巨大なWEBシステムであり、基幹系業務システムとも密

接に連動しております。日常業務全般がこうしたコンピュータ・システムに支えられているため、当社グループで

は技術的に高いレベルのシステム保守運用体制を構築しております。しかしながら、未知のコンピュータ・ウイル

スへの感染や想定以上の災害が起こるなど何らかの原因により、システムトラブルが発生して業務に支障をきた

したり、あるいはデータベース上の顧客情報が漏洩したりする、といった可能性を完全に排除することは一般には

困難と思われます。かりに何らかの重大なシステムトラブルが発生した場合、当社グループの業績に相当の影響を

与える可能性があります。
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③　法的規制と社会的信用

　仲介事業における宅地建物取引業法だけでなく、当社グループが展開する各事業は法令等の各種公的規制に従っ

て運営されております。例えば、仲介関連事業における保険募集代理店業務は保険業法等の規制を受けており、メ

ディア事業を通じた不動産広告は「不当景品類及び不当表示防止法」や「不動産の表示に関する公正競争規約」

を遵守しなければなりません。規制当局との解釈の違い等により法令違反を問われる可能性も含めて、当社グルー

プは、一般的コンプライアンスリスクを負っていると認識しております。また、万一法令違反を問われた場合、当社

グループの社会的信用の低下を招き、中長期的な収益に悪影響を与える可能性があります。あるいは、そうした事

態を回避すべく規制遵守コストが増大し、事業収益を圧迫する可能性もあります。

　

④　経済状況の変動

　例えば、景気後退が賃貸住宅の借換え需要を縮小させ仲介事業収入の減少を招くといったように、一般的にマク

ロ経済の動向が当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

　

⑤　為替相場の変動

　株式会社光藍社が企画、制作及び仲介斡旋する興行事業はロシアを中心としたものであり、航空運賃や舞台装置

運送料などの経費の大半は外貨建での支払を行っております。当社グループでは、為替レートの変動リスクを抑え

るため為替予約等を行っておりますが、為替レートの変動が当社グループの業績に一定の影響を及ぼす可能性が

あります。

⑥　企業買収等

　当社グループは、他企業の買収や資本提携を通じて事業の拡大を図る場合があります。かりにそうした買収等が

期待した利益やシナジー効果を得られない場合、当社グループの業績に何らかの影響を及ぼす可能性があります。

　

⑦　各種訴訟リスク

　当社グループは、自己が提供・利用する情報サービスやシステム等に関し、他者の特許権・商標権等への抵触・

侵害が無いように細心の注意を払っておりますが、他者の知的財産権等を侵害して提訴される可能性を完全に排

除するのは一般的に困難と思われます。また、当社グループでは、多店舗展開による労働集約型事業を営み、常時

3,000人規模の従業員を雇用しているため、労働関係の訴訟リスクを完全に排除することも同様に困難でありま

す。

　これら特定の事象に限らず、当社グループと同程度の事業規模を有する他の平均的な企業集団と比較した場合と

同様に、当社グループは一般的な訴訟リスクを抱えていると認識しております。かりにそうした訴訟リスクが顕在

化した場合、当社グループの業績に何らかの影響を与える可能性があります。

　

⑧　関連当事者取引

　当社代表取締役会長である佐藤茂は、当社グループの中核企業である株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイ

ブルの創業家の一員であり、創業家では当社グループと事業内容の異なる会社を複数所有しております。当社グ

ループでは、関連当事者取引の合理性・妥当性を慎重に考慮し、その解消・縮小に努めながら、必然性等を勘案し

て今後ともそうした取引を継続していく予定であります。

　

⑨　外注先や外部業務委託先への依存

　当社グループでは、事業運営効率化の観点から、外注または外部業者への業務委託を適所に活用しておりますが、

かりに重要な業務委託先や外注先との取引関係が変化した場合、当社グループの業績に何らかの影響を与える可

能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

６【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）財政状態の分析

当連結会計年度末における資産は、42,999百万円となりました。

当連結会計年度末における負債は、17,138百万円となりました。なお、当連結会計年度末における有利子負債残高

は1,383百万円となりました。

当連結会計年度末における純資産は、25,860百万円となりました。　

なお、自己資本比率は59.7％、１株当たり純資産額は345.25円となりました。

（2）経営成績の分析

経営成績の分析につきましては、１「業績等の概要」に記載しております。

（3）連結キャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは3,661百万円の収入となり、投資活動によるキャッシュ・フローは611百万

円の支出となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは5,174百万円の支出となった結果、当連結会計

年度末の現金及び現金同等物は23,808百万円となりました。

なお、詳細につきましては、「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （2）キャッシュ・フローの状況」の項目をご

参照ください。また、キャッシュ・フロー関連指標は、次のとおりであります。　

　（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移　

　 平成23年10月期

自己資本比率（％） 　59.7

時価ベースの自己資本比率

（％）　
　69.5

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（％）
　38.3

インタレスト・カバレッジ

・レシオ（倍）
　264.8

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。　　
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループにおける当連結会計年度における設備投資総額は744百万円であります。

その主な内容は、当社設立に伴う本社設備39百万円、保養設備の取得53百万円、仲介事業におけるデータセンター

の設備拡充59百万円及びメディア事業におけるＷＥＢサイトの開発及び改修91百万円等であります。

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は以下のとおりであります。

(1）提出会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年10月31日現在　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額（単位：百万円）

従業員数
（人）

建物及び
構築物　

土地
(面積㎡)

ソフト
ウェア　

その他 合計

本社

(東京都港区)
持株会社 統括業務施設 36

－ 

　(－)　
22　 10 68 17  　

（4）
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(2）国内子会社　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年10月31日現在

会社名　
事業所名

(所在地)　

セグメントの名

称
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数

（人）
建物及び

構築物

土地
（面積㎡)

ソフト

ウェア　
その他 合計

㈱エイブル

　　

札幌、仙台地区

営業店舗他

仲介事業

仲介関連事業

管理事業

その他

営業店舗

（賃借）
17 － －　 15 19

85 

(5)　

首都圏地区

営業店舗他

（埼玉、千葉、東京、

神奈川）

仲介事業

仲介関連事業

管理事業

その他

営業店舗

（賃借）
349 － －　 17 366

1,585 

(135)　

東海地区

営業店舗32店舗他

　

仲介事業

仲介関連事業　　

　

管理事業

その他

営業店舗

（賃借）
42 － －　 2 45

177 

(9)

近畿地区

営業店舗121店舗他

（滋賀、京都、大阪、

兵庫）

仲介事業

仲介関連事業

管理事業

その他

営業店舗

（賃借）
133

12

(39.13)
－　 16 161

657 

(48)　

広島、福岡地区

営業店舗６店舗他

仲介事業

仲介関連事業　　

　

管理事業　　　　　

その他

営業店舗

（賃借）
44 － －　 3 47

215 

(11)　

本社

（東京都港区）

仲介事業

仲介関連事業

管理事業

その他

事務所 375
1,435

(694.69)
225 31 2,068

157 

(58)　

茅場町ビル

（東京都中央区）
その他 賃貸用不動産 137

271

(222.82)
－　 0 409 － 　

池田ビル

（大阪府池田市）
その他 賃貸用不動産 196

155

(1,001.20)
－　 0 351 － 　

投資不動産

（仙台市宮城野区）
その他 賃貸用不動産 919

279

(1,244.51)
－　 － 1,198 － 

投資不動産

（福岡市中央区）
その他 賃貸用不動産 226

173

(658.28)
－　 － 399 － 

㈱ＣＨＩＮ

ＴＡＩ

本社

（東京都港区）　
メディア事業 事務所（賃借） 15 － 365 13 393

72 

（14)　

投資不動産

（札幌市中央区）　
その他 賃貸用不動産 704

193

（843.33)　
－　 15　 913 －  　

投資不動産

（名古屋市北区）
その他 賃貸用不動産 555

256

（597.94)　
－　 －　 811 －  　
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会社名　
事業所名

(所在地)　

セグメントの名

称
設備の内容

帳簿価額（単位：百万円）
従業員数
（人）建物及び

築物
土地

（面積㎡)
ソフト

ウェア　
その他 合計

㈱エーシー

サービス

本社

（東京都港区）　
仲介関連事業

事務所及び賃貸

施設他　
89 －　　 0　 10 100

7  　　　　 　

　

(5)　

　（注） １．金額には消費税等を含めておりません。

２．帳簿価額のうち「その他」は機械及び装置、工具、器具及び備品であります。

３．従業員数の（　）は、臨時従業員数を外書しております。

４. 帳簿価額は、内部取引に伴う未実現利益消去前の金額を記載しております。　

５．上記のほかリース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。

名称 数量 リース期間
年間リース料

（百万円）

リース契約残高

（百万円）

工具、器具及び備品

（所有権移転外ファイナンス・リース）
 １式 ５年 113 120

　

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、営業施策、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。設備計

画は原則的に連結会社各社が個別に策定していますが、計画策定に当たっては提出会社を中心に調整を図っておりま

す。

  なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設・拡充計画は次のとおりであります。

　

重要な設備の新設　

セグメントの名称
　 投資予定金額

　　（百万円）
　  設備等の主な内容・目的 資金調達方法

　

その他　

　

353　 　統括業務施設 自己資金　

仲介事業

仲介関連事業

管理事業

996　基幹業務システム 自己資金

メディア事業 224　 　Ｗｅｂアプリ開発、他 自己資金

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 330,000,000

計 330,000,000

　  

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成23年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年１月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 80,000,000 80,000,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数

100株　

計 80,000,000 80,000,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルが発行していた新株予約権は、平成22年11月１日をもって消滅し、同

日当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに代わる当社の新株予約権を交付しております。

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　①　第１回　新株予約権（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩによる平成22年６月30日臨時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成23年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年12月31日）

新株予約権の数（個） 9,030 9,030

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
903,000 903,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 356.50 356.50

新株予約権の行使期間
自　平成24年５月１日

至　平成26年４月30日　

自　平成24年５月１日

至　平成26年４月30日　

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額（円）

発行価格    356.50（注）2

資本組入額  178.25（注）2　

発行価格    356.50（注）2

資本組入額  178.25（注）2　

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社または当社

子会社の取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由

のある場合を除く。その他の条件につ

いては、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」で定めるところによる

権利行使時においても当社または当社

子会社の取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由

のある場合を除く。その他の条件につ

いては、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」で定めるところによる

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得には、当

社取締役会の承認を要する。　

譲渡による新株予約権の取得には、当

社取締役会の承認を要する。　

代用払込みに関する事項 －　 －　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
（注）４ （注）４

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行
株式数

＋

新規発行（処
分）株式数

× 
１株当たりの
払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と対象取締役、監査役及

び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の効力発生日(吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直

前において残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編成対象会社」とい

う。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めることを条件とする。

(１)交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(２)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　再編成対象会社の普通株式とする。

(３)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(４)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２に従って定める調整後行使

価額に、上記(３)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(５)新株予約権を行使することができる期間

　上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(６)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」に準じて決定す

る。　

(７)譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(８)新株予約権の取得の事由及び条件

　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全子会社

となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画書承認の議案につき当社の株主総会で承認された場

合(株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議がなされた場合)は、取締役会が別途定める日に、当社

は、新株予約権を無償で取得することができる。
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　②　第２回　新株予約権（株式会社エイブルによる平成22年６月29日定時株主総会決議）

 
事業年度末現在

（平成23年10月31日）
提出日の前月末現在
（平成23年12月31日）

新株予約権の数（個） 300 300

新株予約権のうち自己新株予約権の数

（個）
－ －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数

（株）
69,000 69,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 441 441

新株予約権の行使期間
自　平成22年11月１日

至　平成27年２月21日　

自　平成22年11月１日

至　平成27年２月21日　

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額（円）

発行価格　  　 441（注）2

資本組入額  220.50（注）2　

発行価格　  　 441（注）2

資本組入額  220.50（注）2　

新株予約権の行使の条件

権利行使時においても当社または当社

子会社の取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由

のある場合を除く。その他の条件につ

いては、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」で定めるところによる

権利行使時においても当社または当社

子会社の取締役、監査役又は従業員で

あることを要する。ただし、任期満了に

よる退任、定年退職その他正当な理由

のある場合を除く。その他の条件につ

いては、当社と新株予約権の割当を受

けた者との間で締結する「新株予約権

割当契約」で定めるところによる

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得には、当

社取締役会の承認を要する。　

譲渡による新株予約権の取得には、当

社取締役会の承認を要する。　

代用払込みに関する事項 －　 －　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
（注）４ （注）４

（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数

についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

 　　　　　 調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２．新株予約権発行後、当社が株式分割又は併合を行う場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算

式により払込金額を調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

 　　　　 当社が時価を下回る価格で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により行使価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

    既発行
株式数

＋

新規発行（処
分）株式数

× 
１株当たりの
払込金額 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数

３．新株予約権の行使の条件及び新株予約権の譲渡に関する事項につきましては、当社と対象取締役、監査役及

び従業員との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められております。
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４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割若しくは新設分割(それぞれ当社が分割会社

となる場合に限る。)、又は株式交換若しくは株式移転(それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。)(以上

を総称して以下「組織再編成行為」という。)をする場合において、組織再編成行為の効力発生日(吸収合併

につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交

換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。)の直

前において残存する新株予約権(以下「残存新株予約権」という。)を保有する新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社(以下「再編成対象会社」とい

う。)の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対

象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社の新株予約権

を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画

において定めることを条件とする。

(１)交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(２)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　再編成対象会社の普通株式とする。

(３)新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(４)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、上記（注）２に従って定める調整後行使

価額に、上記(３)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得

られる金額とする。

(５)新株予約権を行使することができる期間

　上記「新株予約権の行使期間」の開始日又は組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記

「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(６)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端

数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(７)譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(８)新株予約権の取得の事由及び条件

　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、又は、当社が完全子会社と

なる株式交換契約書承認の議案若しくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認された場合

(株主総会決議が不要の場合は当社の取締役会決議がなされた場合)は、取締役会が別途定める日に、当社は、

新株予約権を無償で取得することができる。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年11月１日

（注）１ 
82,688,33482,688,3343,000 3,000 750 750

平成23年３月25日

（注）２　
△2,688,33480,000,000 － 3,000 － 750

（注）１．会社設立によるものです。

２．自己株式の消却による減少であります。

 

（６）【所有者別状況】

 平成23年10月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 13 18 115 43 5 12,711 12,905 －

所有株式数

（単元）
－ 126,198 4,089 247,46847,108 105 373,132798,100190,000

所有株式数の

割合（％）
－ 15.81 0.51 31.01 5.91 0.01 46.75 100.00 －

 （注）自己株式5,691,876株は「個人その他」に5,691単元及び「単元未満株式の状況」に76株含めて記載しておりま

す。
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（７）【大株主の状況】

　 平成23年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ミント社 東京都千代田区三番町９－６ 23,218　 29.02　

佐藤 茂 東京都港区 9,849　 12.31　

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１－８－11 4,107　 5.13　

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（リテール信託口

620090808）

東京都港区浜松町２－11－３ 4,000　 5.00　

佐藤 進治 大阪府大阪市中央区 3,826　 4.78　

特定有価証券信託受託者ソシエ

テジェネラル信託銀行株式会社
東京都港区赤坂１－12－32 2,705　 3.38　

メロンバンクエヌエートリーテ

ィークライアントオムニバス

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

ONE MELLON BANK CENTER, PITTSBURG,

PENNSYLVANIA

（東京都千代田区丸の内２－７－１）

2,000　 2.50　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,000　 1.25　

シービーニューヨークチョウア

ソシエーツ

（常任代理人 シティバンク銀

行株式会社）

123 FRONT STREET WEST TORONTO,

ONTARIO M5J 2M3 CANADA

（東京都品川区東品川２－３－14）

804　 1.00　

株式会社エスアンドエフ　 東京都中央区銀座１－４－３ 690　 0.86　

計 － 52,202　 65.25　

（注）１．上記の他に自己株式が5,691千株あります。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口)の所有する4,000千株及び日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（リテール信託口620090808）の所有する4,000千株は、佐藤 茂（当社代表取締役会長）か

ら当社株式を信託財産として保有している会社であります。

３．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその共同保有者である株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行、三

菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から平成23年５月16日付の大量保有報告書の写しの送付があり、平成23年５月９

日現在でそれぞれ以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行を除き、当社として平成23年10月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大

株主の状況」では考慮しておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,062,500 1.32

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,000,000 5.00
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　 5,691,800 －　　 －

完全議決権株式（その他） 普通株式   74,118,200 741,182 －

単元未満株式 普通株式　  　190,000 － －

発行済株式総数 80,000,000 － －

総株主の議決権 － 741,182 －

（注）１．単元未満株式数には、当社所有の自己株式76株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成23年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱エイブルＣＨＩ

ＮＴＡＩホール

ディングス

東京都港区元赤坂

一丁目５番５号
5,691,800　  － 5,691,800 7.11

計 － 5,691,800　  － 5,691,800 7.11

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 27/222



（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法の規定に基づき新株予約権を発行す

る方法によるものであります。

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩおよび株式会社エイブルが発行していた新株予約権が、平成22年11月１日をもって消

滅し、同日当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに代わる当社の新株予約権を交付しております。

　当該制度の内容は、以下のとおりであります。

第１回新株予約権

決議年月日
株式会社ＣＨＩＮＴＡＩによる

平成22年６月30日　臨時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

①取締役及び監査役　５

②従業員　 　　 　　７

③子会社取締役　　　13 

④子会社従業員　　　25

⑤退任子会社監査役　１

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 898,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

　

第２回新株予約権

決議年月日
株式会社エイブルによる

平成22年６月29日定時株主総会決議

付与対象者の区分及び人数（名）

①取締役及び監査役　１

②従業員　 　　 　　０

③子会社取締役　　　７ 

④子会社従業員　　　２

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数（株） 同上

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上　

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく決議による取得及び会社法第155条第７号に該当する普通

株式の取得

　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成22年12月22日）での決議状況
（取得期間　平成22年12月24日～平成23年１月31日）

5,500,000 2,300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 5,500,000 2,196,693,800

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 103,306,200

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 4.5

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 4.5

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年４月４日）での決議状況
（取得期間　平成23年４月５日～平成23年４月22日）

2,000,000 960,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 2,000,000 872,434,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 87,566,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 9.1

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 9.1

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく取締役会決議による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

取締役会（平成23年７月４日）での決議状況
（取得期間　平成23年７月５日～平成23年７月31日）

650,000 300,000,000

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 650,000 279,473,500

残存決議株式の総数及び価額の総額 － 20,526,500

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － 6.8

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － 6.8
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（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 2,380 921,280

当期間における取得自己株式 50 20,000

（注）当期間における取得自己株式には、平成24年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式は含まれておりません。

会社法第155条第13号に該当する普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 228,000 20,000,000

当期間における取得自己株式 － －

（注）上記内容は、連結子会社である株式会社エイブルの平成23年３月25日開催の取締役会により、平成23年４月15日付

で剰余金の(現物配当)として、同社が保有する当社普通株式を取得したものであります。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 2,688,3341,073,693,716 － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）
170 68,428 150 60,500

保有自己株式数 5,691,876 － 5,691,776 －

（注）１．当期間における処理自己株式数には、平成24年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

売渡による株式は含まれておりません。

２．当期間における保有自己株式数には、平成24年１月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡による株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、連結業績での中長期的な利益成長、将来の設備投資や事業の開拓等の企業成長を実現するための内部留保の

充実を総合的に勘案して、安定的かつ持続的に利益還元を実施するとともに自己株式の取得等の機動的な資本政策を

通じ、総合的な還元策により株主の皆様のご期待にお応えすることを基本方針としております。

　平成23年10月期の配当につきましては、第２四半期配当を１株につき11円（うち普通配当９円、記念配当２円）、期

末配当を１株当たり11円（うち普通配当９円、記念配当２円）、年間合計で１株当たり22円（うち普通配当18円、記念

配当４円）を決議しております。

　配当の実施については、中間配当と期末配当の年２回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。こ

れらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

　なお、当社は「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に掲げる事項については、法令に別段の定めがある場合を

除き、取締役会の決議により定める。」旨を定款に定めております。また、取締役会の決議によって、「毎年４月30日を

基準日として中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成23年６月14日

取締役会決議
824 11

平成23年12月22日

取締役会決議
817 11

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第１期
決算年月 平成23年10月

最高（円） 550

最低（円） 266

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

　

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年５月 平成23年６月 平成23年７月 平成23年８月 平成23年９月 平成23年10月

最高（円） 467 478 447 450 449 418

最低（円） 401 395 393 390 396 397

（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長

(代表取締役)
 佐藤　茂 昭和41年６月２日生

平成元年４月 株式会社賃貸住宅ニュース社 入社

（注１）

平成４年４月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 入社 取締

役

平成５年５月 株式会社ダイケン 取締役（現任）

平成６年８月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 代表取締

役社長

平成10年２月 株式会社ミント社 代表取締役（現

任）

平成15年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 代表取締

役会長（現任）

平成15年７月 株式会社エイブル総合研究所（現 

株式会社エイブルリサーチ・イン

ターナショナル）取締役（現任）

平成22年11月 当社 代表取締役会長（現任）

平成23年１月 株式会社エイブル 取締役　

(注５) 17,849

取締役社長

(代表取締役)
 平田　竜史　 昭和40年７月７日生　

平成２年４月 大建管理サービス株式会社 入社

（注２）

平成10年３月 株式会社エイブル 札幌支社長

平成13年６月 同社 西日本営業本部部長　

平成14年３月 エイブル保証株式会社　代表取締役

社長

平成14年12月 株式会社エイブル 営業統括本部長　

平成15年２月 同社 代表取締役社長

平成18年４月 株式会社エイブルパーキング 代表

取締役社長

平成20年３月 株式会社エイブルリサーチ・イン

ターナショナル 取締役（現任）

平成22年６月 株式会社エイブルパーキング 取締

役（現任）　

平成22年11月 当社 代表取締役社長（現任）

　　　　　　 エイブルリース株式会社 代表取締役

平成23年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 取締役

（現任）

(注５) 30

取締役副社長  手塚　清二 昭和39年２月１日生

平成16年５月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ入社 ＩＴ

事業準備室部長

平成18年１月 株式会社サンスイ 取締役

平成18年11月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ メディア

プロデュース本部本部長

平成19年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 取締役

平成19年９月 同社 メディア事業部長

平成21年１月 同社 代表取締役社長（現任）

平成22年１月 株式会社サンスイ 代表取締役社長

（現任）

平成22年11月 当社 取締役副社長（現任）

平成23年６月 株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩ

マーケティング 代表取締役社長

（現任）　

(注５) 25

取締役　 　 杉山　洋一　 昭和41年６月５日生　

平成元年４月 杉山硝子株式会社入社

平成２年４月 同社 取締役

平成12年11月 同社 代表取締役社長（現任）

平成17年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 取締役

（現任）

平成22年11月 当社 取締役（現任）

(注５) 204

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 32/222



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役　  梁瀬　泰孝　 昭和42年８月26日生

平成３年４月 株式会社第一勧業銀行入行

平成10年12月 株式会社ヤナセ入社 取締役

平成12年12月 同社 専務取締役

平成14年12月 株式会社テイ・シー・ジェー 代表

取締役社長

株式会社ヤナセ石油販売 代表取締

役社長

平成17年６月 大新東株式会社 代表取締役社長

株式会社テイ・シー・ジェー 取締

役（現任）

平成19年６月 株式会社ＴＣＯＩ 代表取締役（現

任）

平成20年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 取締役

（現任）

平成21年３月 株式会社ショーファーサービス 代

表取締役社長（現任）

平成22年11月 当社 取締役（現任）

平成23年１月 株式会社エイブル 取締役

平成23年９月 同社 取締役副社長　

平成24年１月 同社 代表取締役社長（現任）　

(注５) －

常勤監査役　  武田　眞孝　 昭和24年４月11日生　

昭和59年６月 大建管理サービス株式会社　入社

（注２）

平成11年９月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ入社

平成15年12月 エイブルリース株式会社

代表取締役社長

平成16年３月 エイブル保険代理株式会社

代表取締役

平成22年11月 当社　常勤監査役（現任）

平成23年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ　監査役

（現任）

　　　　　　 株式会社エイブル　監査役（現任）　

(注６) －　

常勤監査役　  田村　守　 昭和31年７月21日生　

昭和55年４月 金本会計事務所入所

平成４年５月 総合コンサルティング株式会社入社

平成４年９月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ入社 総務

経理部課長

平成11年８月 同社 総務経理部副部長

平成15年１月 同社 常勤監査役

平成16年７月 株式会社サンスイ 監査役（現任）

平成17年９月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス 監査役（現任）

平成18年１月 株式会社エーシーサービス 監査役

（現任）

平成18年９月 株式会社光藍社 監査役（現任）

平成21年６月 秦泰广告（上海）有限公司 監事

（現任）　

平成22年11月 当社　常勤監査役（現任）

平成23年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 監査役

（現任）

　　　　　　 株式会社エイブル 監査役（現任）

　　　　　　 株式会社サンスイ 監査役（現任）　　

(注６) 13

監査役　  池田　紳　 昭和23年１月28日生　

昭和60年９月 司法試験合格

昭和61年４月 最高裁判所司法研修所入所

昭和63年３月 同所終了

昭和63年４月 東京弁護士会登録

平成18年６月 株式会社エイブル　監査役

平成22年11月 当社　監査役（現任）

(注６) －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役　  渡邉　光誠　 昭和32年５月４日生　

昭和56年10月 司法試験合格

昭和59年４月 司法研修所終了

弁護士登録

平成元年９月 O'MELVENY&MYERS法律事務所勤務

（ニューヨーク）

平成２年２月 ニューヨーク州 弁護士登録

平成４年４月 尚和法律事務所 パートナー

平成10年10月 渡邉光誠法律事務所開設

平成17年９月 外国法共同事業オメルベニー・アン

ド・マイヤーズ法律事務所 パート

ナー

平成19年６月 弁護士法人大江橋法律事務所入所

同事務所 パートナー

平成21年１月 株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ 監査役

平成22年11月 当社 監査役（現任）

(注６) －

計　 10,121

（注）１．代表取締役 佐藤 茂の略歴として記載した「株式会社賃貸住宅ニュース社」は社名変更前の当社と同社

名

でありますが、当社設立前に情報誌発行を事業としていた別会社であります。

２．大建管理サービス株式会社は平成７年11月に株式会社エイブルと合併しております。

３．取締役 杉山 洋一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

４．監査役 池田 紳及び渡邉 光誠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

５．取締役の任期は、平成24年１月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間であります。

６．監査役の任期は、当社設立日である平成22年11月１日より平成26年10月期に係る定時株主総会の終結の時

までであります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、株主、顧客、従業員をはじめとする様々なステークホルダー（利害関係者）の価値の総体である企業価

値の最大化を図るため、コーポレート・ガバナンスの強化が重要であると認識しております。「経営の透明性と

健全性の確保」「ディスクロージャー（情報開示）・アカウンタビリティー（説明責任）の強化」「コンプラ

イアンス（法令遵守）による危機管理の維持」を基本方針とし、健全で透明性が高く、経営環境の変化に迅速に

対応できる経営体制の確立に積極的に取り組んでおります。

①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

ａ．会社の機関の基本説明

　当社は、取締役会、監査役会を中心としたコーポレート・ガバナンス体制を構築しております。

　取締役会は5名（提出日現在の人数）で構成され、最低月1回、必要に応じて月に複数回の取締役会を開催し、報

告事項及び議案の審議を行っております。取締役のうち1名は、社外取締役を選任し、取締役会の透明性を高め、牽

制機能の強化を図っております。また、当社の取締役5名（提出日現在の人数）が子会社の取締役を兼務してお

り、子会社の動向についても報告及び審議を行っております。

　当社は、監査役制度を採用しており、社内監査役2名と社外監査役2名（提出日現在の人数）が、取締役の職務執

行につき監査を実施しております。各監査役は、重要な会議への出席、取締役などからの報告の聴取、重要な決裁

書類の閲覧、子会社の調査などによる監査を実施する一方、監査役全員で構成される監査役会は、監査の方針など

を決定し、各監査役の監査状況などの報告を受けるほか、会計監査人からは随時監査に関する報告を受けており

ます。また、内部監査部門である監査室責任者から定期的に報告を受け、問題がある場合は、取締役会での報告や、

担当部署との意見交換を行い、問題点の解消に努める体制をとっております。

　当社では、取締役による経営会議、部門長による部門長会議を実施しております。経営会議においては、取締役会

で審議・決裁される事項のうち、重要なものについて事前に情報の共有を行い、取締役会を中心とした意思決定

プロセスでの審議の充実を図っております。部門長会議においては、予算の進捗、事業遂行状況の確認等を行い、

部門間での情報の共有による事業推進の加速化を図っております。

　また、企業グループとして共通の基本方針を掲げ、各社およびグループとして、健全かつ透明で、環境対応能力の

高い経営体制の確立に取り組んでおり、当社が中心となり、規程制定、文書管理、業務監査等を実施するとともに、

業績・事業推進状況等の確認を行っております。

ｂ．会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表
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ｃ．内部統制システムの整備の状況

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する

ための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

（ⅰ）取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンス規程を定め、必要に応じ外部の専門家を起用し法令定款違反行為を未然に防止する。取締

役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は直ちに監査役及び取締役会に報告するなどガバナン

スの体制を強化する。

（ⅱ）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、社内規程に則り、取締役はこれに従い適切に行

うものとする。　

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

イ．業務執行に係るリスクを認識し、その把握と管理、個々のリスクに対応する管理責任者についての体

制を整えることとする。

ロ．リスク管理体制の基礎として、リスク管理規程を定め、個々のリスクに対応する管理責任者を決定

し、同規程に従ったリスク管理体制を構築する。　

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１

回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとする。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任者

及びその責任、執行手続の詳細について定めることとする。

（ⅴ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

イ．コンプライアンス体制の基礎として、コンプライアンス規程を定める。また、コンプライアンス担当

部門を設置し、コンプライアンス体制の整備及び維持を図るとともに、必要に応じてガイドラインの策

定、研修の実施を行うものとする。

ロ．内部監査部門として執行部門から独立した監査室を設置する。

ハ．取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重大な事実を発見した場合

には直ちに監査役に報告するものとし、遅滞なく取締役会において報告するものとする。

ニ．法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、内部通報制度を

整備し、内部通報規程に基づきその運用を行うこととする。

ホ．監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報制度の運用に問題があると認めるときは、意見を述べる

とともに、改善策の策定を求めることができるものとする。　

（ⅵ）会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社管理規程を定め、これを基礎として、グ

ループ各社で諸規程を定めるものとする。　

（ⅶ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

　イ．監査役が求めた場合等必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人として、当社の使用人から監査

役補助者を任命することができるものとする。　

　ロ．監査役補助者の人事及び報酬等については、必要に応じて監査役会の関与を認めるものとする。　

（ⅷ）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び監査役の

監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．取締役及び使用人が監査役に報告すべき事項及び時期についての規程を定めることとし、当該規程

に基づき、取締役及び使用人は当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について監査役に都

度報告するものとする。

ロ．前記にかかわらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できるものとする。
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ｄ．内部監査及び監査役監査の状況

監査役は、監査の方針を決定し、重要な会議への出席、取締役などからの報告の聴取、重要な決裁書類の閲覧、子

会社の調査などによる監査を実施し、内部監査担当である監査室（人員5名）（提出日現在の人数）が行った、業

務の基本事項の確実な処理状況、管理運営面の適正な実施状況の調査、診断を対象とする通常監査、個人情報保護

関連監査、及び特定の事項を対象とする特命監査の状況を定期的に報告を受け、問題が有る場合は、取締役会での

報告や、担当部署との意見交換を行い、問題点の解消に努める体制をともに、内部統制が十分に機能することに努

めております。

　

ｅ．会計監査の状況

当社の会計監査は、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人に委嘱しております。同監査法人および当社監査に従事する

同監査法人の業務執行社員と当社の間には特別の利害関係はありません。当事業年度において業務を執行した公

認会計士の氏名、会計監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりであります。

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

イ．業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員：高木　勇氏、岡本伸吾氏

ロ．会計監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　８名、その他　６名

（注）継続監査年数は、７年を超えておりませんので記載をしておりません。

　

ｆ．社外取締役及び社外監査役

　社外取締役、社外監査役は原則、定時取締役会に出席し、社外取締役には独立した立場から客観的に経営判断し、

意見を述べることを期待しており、また、社外監査役には独立した立場から客観的に取締役の職務執行につき監

査を実施することを求めております。

　また、取締役会付議事項等の連絡や資料の事前配布を総務部より行い、必要に応じて総務部もしくは起案部門よ

り資料説明を実施しております。加えて、定期的に打合せを実施し、情報の共有化を図っております。

　社外取締役 杉山洋一は、事業年度末現在で当社株式204千株（持株比率0.25％）を所有しておりました。　

　

②反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況　

 　　反社会的勢力とは取引関係を含む一切の関係を持たず、不当要求に対しては毅然とした対応をとることを基本方

針としております。

　   また、当社は経営トップが反社会的勢力排除の基本方針を社内外に宣言しております。その宣言を実現するため

に反社会的勢力による不当要求が発生した場合の対応を統括部署（総務部）に整備しております。総務部では、警

察等の外部専門機関と連携し、反社会的勢力に関する情報収集等に努めるとともに、担当者は公安委員会が主催す

る不当要求防止責任者講習に参加し、啓発に努めております。

　　

③　役員報酬

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
181 160 11 10 － 4

監査役

（社外監査役を除く。）
18 16 0 1 － 2

社外役員　 7　 6　 0　 0　 －　 3　

　

ロ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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④　責任限定契約の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責

任を限定する契約を締結しております。当当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額として

おります。　

⑤　取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。

⑥　剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。

　これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とす

るものであります。

⑦　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

　⑧　株式の保有状況

　当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保有会

社）である㈱ＣＨＩＮＴＡＩ、及び最大保有会社の次に大きい会社である㈱エイブルについて以下のとおりで

す。

　

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ  

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　該当事項はありません。　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　　当社は、当事業年度が第１期となるため、前事業年度については記載しておりません。

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － 182 － － （注）

上記以外の株式 － － － － －

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載しておりません。
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㈱エイブル

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　該当事項はありません。　

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

該当事項はありません。

ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　　当社は、当事業年度が第１期となるため、前事業年度については記載しておりません。

　

前事業年度
（百万円）

当事業年度（百万円）

貸借対照表計
上額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益
の合計額

評価損益
の合計額

非上場株式 － 115 862 － （注）

上記以外の株式 － － － － －

（注）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「評価

損益の合計額」は記載しておりません。　
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社（注） 11 －

連結子会社 32 －

計 43 －

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の

額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当連結会計年度に係る報酬等の額にはこれらの合計

額を記載しております。

　　　　

②【その他重要な報酬の内容】　

（当連結会計年度）　

該当事項はありません。

　

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】　

（当連結会計年度）　

該当事項はありません。

　

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する報酬等は、代表取締役が監査役会の同意を得て定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

　

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　

（3）当有価証券報告書は、設立第１期として提出するものであるため、前連結会計年度及び前事業年度に係る記載は

行っておりません。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当連結会計年度（平成22年11月１日から平成23年10

月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成22年11月１日から平成23年10月31日まで）の財務諸表につい

て、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みとして、監査法人及び各種団体の主催する研

修に参加する等積極的な情報収集活動に努め、会計基準等の内容や変更等を適時適切に把握し、的確に対応するこ

とができる体制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当連結会計年度
(平成23年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※2
 23,856

売掛金 1,504

リース投資資産 5

有価証券 39

商品及び製品 28

仕掛品 20

貯蔵品 93

繰延税金資産 688

その他 1,477

貸倒引当金 △302

流動資産合計 27,410

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 3,200

減価償却累計額 ※1
 △1,947

建物及び構築物（純額） 1,252

車両運搬具 30

減価償却累計額 △11

車両運搬具（純額） 19

土地 1,473

リース資産 130

減価償却累計額 △50

リース資産（純額） 80

その他 1,708

減価償却累計額 ※1
 △1,424

その他（純額） 284

有形固定資産合計 3,110

無形固定資産

のれん 44

その他 1,031

無形固定資産合計 1,076

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 2,115

長期貸付金 199

投資不動産（純額） ※1
 4,120

差入保証金 ※2
 3,643

繰延税金資産 1,160

その他 446

貸倒引当金 △285

投資その他の資産合計 11,401

固定資産合計 15,588

資産合計 42,999
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（単位：百万円）

当連結会計年度
(平成23年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 1,048

短期借入金 1,302

リース債務 33

未払法人税等 563

預り金 9,044

賞与引当金 961

役員賞与引当金 30

その他 1,803

流動負債合計 14,787

固定負債

長期借入金 0

リース債務 65

退職給付引当金 1,576

その他 707

固定負債合計 2,350

負債合計 17,138

純資産の部

株主資本

資本金 3,000

資本剰余金 10,669

利益剰余金 14,293

自己株式 △2,295

株主資本合計 25,667

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △103

為替換算調整勘定 91

その他の包括利益累計額合計 △12

新株予約権 52

少数株主持分 152

純資産合計 25,860

負債純資産合計 42,999
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

売上高 ※1
 46,434

売上原価 ※2
 13,737

売上総利益 32,696

販売費及び一般管理費 ※3
 28,518

営業利益 4,177

営業外収益

受取利息 22

受取配当金 1,139

その他 331

営業外収益合計 1,493

営業外費用

支払利息 13

為替差損 114

不動産賃貸費用 40

創立費 93

その他 79

営業外費用合計 343

経常利益 5,327

特別利益

固定資産売却益 ※6
 18

負ののれん発生益 5,526

その他 100

特別利益合計 5,645

特別損失

固定資産除却損 ※7
 56

減損損失 ※8
 402

災害による損失 ※5
 136

貸倒引当金繰入額 ※4
 490

その他 62

特別損失合計 1,149

税金等調整前当期純利益 9,824

法人税、住民税及び事業税 2,480

法人税等調整額 △338

法人税等合計 2,142

少数株主損益調整前当期純利益 7,682

少数株主利益 17

当期純利益 7,664

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 44/222



【連結包括利益計算書】
（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 7,682

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △31

為替換算調整勘定 2

その他の包括利益合計 △29

包括利益 7,652

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 7,635

少数株主に係る包括利益 17
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③【連結株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,070

当期変動額

株式移転による増加 929

当期変動額合計 929

当期末残高 3,000

資本剰余金

前期末残高 3,165

当期変動額

株式移転による増加 8,577

自己株式の消却 △1,073

自己株式の処分 0

当期変動額合計 7,504

当期末残高 10,669

利益剰余金

前期末残高 9,069

当期変動額

株式移転による増加 △819

剰余金の配当 △1,570

当期純利益 7,664

連結範囲の変動 △49

当期変動額合計 5,224

当期末残高 14,293

自己株式

前期末残高 △886

当期変動額

株式移転による増加 866

自己株式の取得 △3,349

自己株式の消却 1,073

自己株式の処分 0

当期変動額合計 △1,408

当期末残高 △2,295

株主資本合計

前期末残高 13,417

当期変動額

株式移転による増加 9,554

剰余金の配当 △1,570

当期純利益 7,664

自己株式の取得 △3,349

自己株式の処分 0

連結範囲の変動 △49

当期変動額合計 12,250

当期末残高 25,667
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（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△68

当期変動額合計 △68

当期末残高 △103

為替換算調整勘定

前期末残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

91

当期変動額合計 91

当期末残高 91

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △34

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22

当期変動額合計 22

当期末残高 △12

新株予約権

前期末残高 16

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 36

当期変動額合計 36

当期末残高 52

少数株主持分

前期末残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 152

当期変動額合計 152

当期末残高 152

純資産合計

前期末残高 13,398

当期変動額

株式移転による増加 9,554

剰余金の配当 △1,570

当期純利益 7,664

自己株式の取得 △3,349

自己株式の処分 0

連結範囲の変動 △49

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 211

当期変動額合計 12,461

当期末残高 25,860
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,824

減価償却費 899

減損損失 402

のれん償却額 15

負ののれん発生益 △5,526

新株予約権戻入益 △0

株式報酬費用 32

貸倒引当金の増減額（△は減少） 474

賞与引当金の増減額（△は減少） △38

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 136

為替差損益（△は益） 111

受取利息及び受取配当金 △1,161

支払利息 13

固定資産売却損益（△は益） △18

固定資産除却損 62

投資有価証券評価損益（△は益） 19

デリバティブ評価損益（△は益） △34

災害損失 115

匿名組合投資損益（△は益） △10

投資事業組合運用損益（△は益） 22

保険解約返戻金 △1

売上債権の増減額（△は増加） △27

たな卸資産の増減額（△は増加） △20

仕入債務の増減額（△は減少） 30

営業預り金の増減額（△は減少） 233

その他 391

小計 5,961

利息及び配当金の受取額 1,162

利息の支払額 △13

国庫助成金の受取額 9

法人税等の支払額 △3,457

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,661
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（単位：百万円）

当連結会計年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △744

固定資産の売却による収入 60

投資有価証券の償還による収入 1,169

定期預金の預入による支出 △26

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入 ※2

 26

貸付金の回収による収入 34

差入保証金の差入による支出 △816

差入保証金の回収による収入 102

保険積立金の積立による支出 △53

保険積立金の解約による収入 7

その他 △371

投資活動によるキャッシュ・フロー △611

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △151

長期借入金の返済による支出 △62

自己株式の取得による支出 △3,369

自己株式の処分による収入 0

リース債務の返済による支出 △37

配当金の支払額 △1,552

少数株主からの払込みによる収入 5

少数株主への配当金の支払額 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,174

現金及び現金同等物に係る換算差額 △111

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,236

現金及び現金同等物の期首残高 11,002

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

101

株式移転による現金及び現金同等物の増加額（△は
減少）

14,941

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 23,808
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数       　21社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況 ４ 

関係会社の状況」に記載しているため省略

しております。　

　非連結子会社でありました㈱グッドホー

ププロダクション、秦泰广告（上海）有限

公司は重要性が増したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めております。

　なお、平成23年１月31日付にて、㈱光藍社

を合併存続会社、㈱グッドホーププロダク

ションを合併消滅会社とする吸収合併を

行っております。

また、第３四半期連結会計期間より、株式

の取得により㈱エースソリューション及び

㈱システムエムズを、新規設立により㈱エイ

ブルＣＨＩＮＴＡＩマーケティング他１社

を、第４四半期連結会計期間より新規設立に

より２社を連結の範囲に含めております。　

２．持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、秦泰广告（上海）有限

公司の決算日は12月31日です。

これらの会社の決算日と連結決算日との

差異は３ヵ月以内であることから、当該連結

子会社の事業年度に係る財務諸表を基礎と

して連結を行っています。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

第３四半期連結会計期間から新たに連結

子会社となった㈱エースソリューションの

決算日は５月末日、また㈱システムエムズの

連結決算日は９月末日でありましたが、当連

結会計年度において連結決算日を10月末日

に変更しております。　

４．会計処理基準に関する事

項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用してお

ります。　
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項目
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

　 ・その他有価証券

（時価のないもの）

　移動平均法による原価法を採用して

おります。

なお、投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資については、

持分法相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

ロ．デリバティブ 

 時価法を採用しております。

ハ．たな卸資産

・商品及び製品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しておりま

す。

・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借

対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）を採用し

ております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

・建物及び構築物　３～50年

     ・工具、器具及び備品　３～20年

ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

ハ．リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。
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項目
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

 （3）重要な引当金の計上基準　

イ．貸倒引当金　

売掛債権等の貸倒損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債券については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込み額を

計上しております。　

ロ．賞与引当金 

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金  

　当社及び一部の連結子会社は、役員に対

して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

ニ．退職給付引当金  

一部の連結子会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

なお、数理計算上の差異は、発生年度に

一括費用処理しております。 　

（4）重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益

の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計

上する方法によっております。

（5）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しています。また、在外

子会社等の資産及び負債は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算していま

す。なお、収益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定及び少数株主持分

に含めています。

（6）のれんの償却に関する事項

のれんが発生した都度、その効果の発現

する期間を見積り、当該年数により均等償

却をおこなっております。

但し、重要性が乏しいものについては、発

生時の損益として処理しております。　
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項目
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

 （7）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら概ね３ヵ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。

（8）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜

方式を採用しております。　
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

項目　
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１.会計処理基準に関する事

項の変更

　

当連結会計年度は当社の第１期となりま

すが、以下の項目は、「企業結合に関する会

計基準」において取得企業と判定される㈱

ＣＨＩＮＴＡＩで採用していた会計処理方

法から変更しているため、会計処理基準に

関する事項の変更として記載します。　 

（1）資産除去債務に関する会計基準　

当連結会計年度より、「資産除去債務に

関する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用しております。 

この変更に伴う損益に与える影響はあり

ません。

なお、当社グループは、店舗等の不動産賃

借契約に基づく、退去時の原状回復に係る

債務等を有しておりますが、当該債務に関

連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

現時点において将来退去する予定もないこ

とから、資産除去債務を合理的に見積もる

ことができません。そのため、当該債務に見

合う資産除去債務を計上しておりません。

（2）企業結合に関する会計基準等の適用

 当連結会計年度より、「企業結合に関す

る会計基準」（企業会計基準第21号　平成

20年12月26日）、「連結財務諸表に関する

会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）、「「研究開発費等に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第23

号　平成20年12月26日）、「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準第７号　平

成20年12月26日）、「持分法に関する会計

基準」（企業会計基準第16号　平成20年12

月26日公表分）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号　平成20年

12月26日）を適用しております。　

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 54/222



【追加情報】

当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（連結損益計算書）　

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき、

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の

一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令

第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純利益」の

科目で表示しております。

（包括利益の表示に関する会計基準）　

　当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日）を適用し

ております。　

　

【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

当連結会計年度
（平成23年10月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額には、減損損失累計

額が含まれております。

 　　 また、投資不動産の減価償却累計額は2,166百万円で

あります。なお、減価償却累計額には、減損損失累計

額が含まれております。

※２　担保資産及び担保対応債務

      担保提供資産 

　現金及び預金 392百万円

　投資有価証券 1,257百万円

　差入保証金 737百万円

　　　担保対応債務

投資有価証券（割引国債）、差入保証金の一部は、宅

地建物取引業法に基づく営業保証金として法務局に供

託しております。

また、上記の現金及び預金並びに差入保証金の一部

は、買掛金23百万円の担保に供しております。
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（連結損益計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　当社グループの仲介事業、仲介関連事業、メディア

事業の営業形態として、賃貸入居需要は１月から３月

が最繁忙期であり業績は季節的変動が高く、売上高・

利益ともに１月から３月の割合が大きくなる傾向があ

ります。

※２　期末たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　9百万円

※３　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

給与手当 11,449百万円

退職給付費用

（退職給付引当金繰入額）　
233

賃借料　 2,985

貸倒引当金繰入額 27　

賞与引当金繰入額 1,788　

役員賞与引当金繰入額 30　

※４　貸倒引当金繰入額490百万円は、貸付先の与信リス

クの見直しを行った結果、当該貸付先の最近２年間の

キャッシュ・フローは安定しているものの、その財政状

態等を総合的に勘案し、同貸付先に対して有する債権

について、貸倒引当金を計上したものです。

※５　災害による損失は、東日本大震災に伴う損失額を計上

しております。なお、主な内訳は以下のとおりでありま

す。

復興支援による売上債権の免除 59百万円

公演中止等による興行事業に係

る損失等
23

当社社員他被災者に対する支援

物資
7

被災店舗の資産除却損 12　

その他 33　

※６　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び土地 18百万円

合計 18百万円

※７　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 49百万円

工具、器具及び備品 6百万円

ソフトウエア　 0百万円

合計 56百万円
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当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※８　減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上しました。

場所　 用途 種類
減損損失

（百万円）

仲介事業 店舗設備
建物及び建

物附属設備
　163

旅行事業

（東京都港区）
本社設備

建物及び工

具、器具及

び備品

　2

その他事業

（東京都中央区）

賃貸用不

動産
投資不動産 　15

その他事業

（大阪府池田市）

賃貸用不

動産
投資不動産 159

メディア事業

（中国上海市）
－ のれん　 61

合計　　 　402

当社グループは、継続的に収支を把握している区分を

基礎として、資産のグループ化を行っております。

仲介事業においては、収益性が著しく低下した直営店

店舗の設備について、帳簿価額全額を回収不能額とし減

損損失を計上しました。

旅行事業においては、本社移転の決定に伴い、帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に

計上しました。

賃貸用不動産については市場価格が著しく下落した

ため、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しました。

また、メディア事業におけるのれんについては、株式

取得時に検討した事業計画により想定した収益が見込

めなくなった事から、その使用価値を測定し減損損失を

特別損失に計上しております。

なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却可

能価額により測定しており、賃貸用不動産については不

動産鑑定評価額等により評価しております。転用不可能

な資産については残存価額を零として評価しておりま

す。

　

（連結包括利益計算書関係）

当連結会計年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　当社は平成22年11月１日に設立され、当連結会計年度が第１期となるため、該当事項はありません。
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 当連結会計年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

 発行済株式     

 　　普通株式（注）１、２ － 82,688,334 2,688,334 80,000,000

 　　　　合計 － 82,688,334 2,688,334 80,000,000

 自己株式     

 　　普通株式（注）３、４ － 8,380,380 2,688,504 5,691,876

 　　　　合計 － 8,380,380 2,688,504 5,691,876

（注）１　普通株式の発行済株式の株式数の増加82,688,334株は、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩと株式会社エイブルの株式移

転による当社設立に際し交付した新株式であります。

２　普通株式の発行済株式の減少2,688,334株は、自己株式の消却による減少であります。

３　普通株式の自己株式の増加8,380,380株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加8,150,000株及び

単元未満株式の買取りによる増加2,380株、株式移転による増加228,000株であります。

４　普通株式の自己株式の減少2,688,504株は、自己株式の消却による減少2,688,334株及び単元未満株式の売渡に

よる減少170株であります。

　

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少　

当連結会計

年度末

 提出会社

 （親会社）　

ストック・オプションとし

ての新株予約権（注）
普通株式 － －　 － －　 52　

合計 － － －　 － －　 52　

　

 ３．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月15日

取締役会

（注）

㈱エイブル 

普通株式
282 21.00平成22年10月31日平成23年１月28日

平成23年１月28日

定時株主総会

（注）

㈱CHINTAI

普通株式
465 900.00平成22年10月31日平成23年１月31日

平成23年６月14日

取締役会　
普通株式 824 11.00平成23年４月30日平成23年７月11日

（注）当社は平成22年11月１日に株式移転により設立された共同持株会社であるため、配当金の支払額は完全子会社の取

締役会または定時株主総会において決議された金額です。
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 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
　配当金　
（円）

基準日 効力発生日

 平成23年12月22日

取締役会
普通株式 817 利益剰余金 11  平成23年10月31日 平成24年１月30日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成23年10月31日現在）

現金及び預金勘定 23,856百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金等

△48百万円

現金及び現金同等物 23,808百万円

　
※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の取得により新たに㈱エースソリューション及び

㈱システムエムズ（以下、新規取得連結子会社）を連

結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳

並びに新規取得連結子会社の取得価額と新規取得連

結子会社取得による収入（純額）との関係は次のと

おりであります。　

　（百万円）　

　流動資産 180　

　固定資産 49　

　流動負債 △73　

　固定負債 △32

　負ののれん △20　

　新規取得連結子会社株式の取得価額 102　

　新規取得連結子会社の現金及び現金同

等物
129　

　差引：新規取得連結子会社取得による

収入
26　
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（リース取引関係）

当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（借主側）　

１．ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

有形固定資産

主に、メディア事業におけるサーバー等設備（工具、

器具及び備品）及びその他事業における賃貸用の駐車

場設備（工具、器具及び備品）であります。

②リース資産の減価償却方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

　なお、リース取引開始日が「リース取引に関する会計

基準」（平成19年３月30日改正　企業会計基準第13

号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（平成19年３月30日改正　企業会計基準適用指針第16

号）の適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

有形固定資産
その他　

590 470 119

合計 590 470 119

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しています。

（2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 105百万円

１年超 14百万円

合計 120百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しています。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 113百万円

減価償却費相当額 113百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。
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当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

２.オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 １年内 0百万円 

 １年超 －百万円 

 合計 0百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高の

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しています。

　

（貸手側）　

３．ファイナンス・リース取引

(1) リース投資資産の内訳

①流動資産

リース料債権部分 5百万円

見積残価額部分 －百万円

受取利息相当額 △0百万円　

リース投資資産 5百万円
　
②投資その他の資産

リース料債権部分 16百万円

見積残価額部分 －百万円

受取利息相当額 △2百万円　

リース投資資産 14百万円
　
(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権

部分の連結会計年度末日後の回収予定額

　①流動資産　

　
リース債権

（百万円）　

リース投資資産

（百万円）　

１年以内　 － 　5

　
②投資その他の資産　

　
リース債権

（百万円）　

リース投資資産

（百万円）　

１年以内　 － 　－

１年超２年以内　 － 　5

２年超３年以内　 － 　5

３年超４年以内 － 　4

５年超　 － 　－

　

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 61/222



（金融商品関係）

当連結会計年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、設備投資に必要な資金、その他

所要資金は手元資金にて行う方針にしております。

デリバティブ取引はリスクヘッジを目的としており、投機目的では行わない方針であります。　　

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

貸付金、リース投資資産は、関係先企業に対する債権であり、関係先企業の信用リスクに晒されており

ます。

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び出資金であり、市場価格の

変動リスクや、当該企業の財務状況が悪化するリスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

デリバティブ取引は、一部の子会社において、外貨建支払いの為替変動リスクを回避する目的で取り

組んだ通貨オプション取引、為替予約及び金利スワップ取引であり、いずれも為替変動リスクを有して

おります。　　

（３）金融商品に係るリスク管理体制

営業債権である売掛金は、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

貸付金、リース投資資産は、関係先企業に対する債権であり、当該信用リスクの管理にあっては、定期

的に貸付先の財務状況を把握し、回収可能性の評価を決算期ごとに確認しております。

有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び出資金であり、定期的に時

価や発行体の財務状況を把握し、評価について決算期ごとに確認しております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表に含めておりません（（注）2．参

照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 23,856 23,856 －

(2）売掛金 1,504 1,504 －

(3）リース投資資産

　（流動資産）
5 5 －

(4）有価証券 39 39 0

(5）投資有価証券 1,268 1,276 7

(6）長期貸付金 199 　 　

　　貸倒引当金（※） △199 　 　

　 － － －

　資産計 26,674 26,681 7

(1）買掛金 1,048 1,048 －

(2）短期借入金 1,302　 1,302　 －

(3）未払法人税等 563 563 －

(4）預り金 9,044 9,044 －

(5）リース債務（流動負債） 33 33 －

(6）長期借入金 0 0 －

(7）リース債務（固定負債） 65 64 △1

　負債計 12,058 　12,056 △1

　デリバティブ取引 467 　467 －

　（※）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、(3) リース投資資産（流動資産）

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(4) 有価証券、(5) 投資有価証券

取引所の価格によっております。

(6) 長期貸付金

回収可能性を反映した元利金の受取見込額を長期プライムレートなど適切な指標に信用スプ

レッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債

(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等、(4) 預り金、(5) リース債務（流動負債）

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(6) 長期借入金、(7) リース債務（固定負債）

取引先（金融機関等）から提示された価格等によっております。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式、匿名組合等出資金 　847

差入保証金 　3,643

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

 
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 23,856 －　 －　 －　

売掛金 1,504 －　 －　 －　

リース投資資産（流動資産） 5 －　 －　 －　

有価証券及び投資有価証券　     

満期保有目的の債券　    　

国債・地方債等　 39　 1,257　 －　 －　

長期貸付金　 －　 123 74　 1　

差入保証金　 －　 3,643 － －

合計 25,405 5,024 74 1　

　

４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 63/222



（有価証券関係）

当連結会計年度（平成23年10月31日）

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。　
　
２．満期保有目的有価証券

　 種類　
連結貸借対照表計上額

（百万円）　
時価（百万円）　 差額（百万円）　

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの　

(1) 国債・地方債等　 948　 956　 8　

(2) 社債　 －　 －　 －　

(3) その他　 －　 －　 －　

小計　 948　 956　 8　

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

(1) 国債・地方債等 348　 347　 △0　

(2) 社債　 －　 －　 －　

(3) その他　 －　 －　 －　

小計　 348　 347　 △0　

合計　 1,296　 1,304　 7　

　
３．その他有価証券

　 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）　
取得原価（百万円）　 差額（百万円）　

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の　

(1) 株式　 －　 －　 －　

(2) 債権 　 　 　

① 国債・地方債等　 －　 －　 －　

② 社債　 －　 －　 －　

③ その他　 －　 －　 －　

(3) その他　 －　 －　 －　

小計　 －　 －　 －　

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1) 株式　 189　 189　 －　

(2) 債権 　 　 　

① 国債・地方債等　 －　 －　 －　

② 社債　 －　 －　 －　

③ その他　 －　 －　 －　

(3) その他　 669　 803　 △133　

小計　 858　 992　 △133　

合計　 858　 992　 △133　

　
４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　該当事項はありません。
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５．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券について19百万円の減損処理を行っております。

なお、その他有価証券で時価のないものについては、実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則と

して減損処理を行っております。

　

（デリバティブ取引関係）

当連結会計年度（平成23年10月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 （1）通貨関連

 区分 取引の種類
契約額等

（百万円）

契約額等のうち１

年超　

（百万円）

 時価

 （百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引

以外の取

引

為替予約取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

米ドル 517 471 △80 △80

オプション取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

米ドル 836 714 29 △85

ユーロ 49 16 1 △5

売建 　 　 　 　

米ドル 1,708 1,585 △338 △215

ユーロ 169 56 △23 △12

合計 3,281 2,843 △411 △399

（注）１．時価の算定方式は、取引先金融機関から提示された価格に基づいております。

２．通貨オプション取引はゼロコストオプションであり、オプション料の授受はなく連結貸借対照表に計上したオ

プション料はありません。

 （2）金利関連

 区分 取引の種類
契約額等

（百万円）

契約額等のうち１

年超

（百万円）

 時価
 （百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引
以外の取
引

金利スワップ取引 　 　 　 　
変動受取（米ドル）・固
定支払（円）

7,590 7,590 △67 △67

合計 7,590 7,590 △67 △67

（注）時価の算定は、取引先金融機関から提供された価格に基づいております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 （1）通貨関連

該当事項はありません。　

　

 （2）金利関連

該当事項はありません。　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　一部の連結子会社において、退職一時金制度を採用しております。

　

２．退職給付債務に関する事項

 
当連結会計年度

（平成23年10月31日）

退職給付債務及び退職給付引当金 1,576　百万円

（注）一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
当連結会計年度

（自 平成22年11月１日
至 平成23年10月31日）

①勤務費用 174　百万円

②利息費用 5　百万円

③数理計算上の差異の費用処理額 53　百万円

④退職給付費用(①+②+③) 233　百万円

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
当連結会計年度

（平成23年10月31日）

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 　 0.377 ％

③数理計算上の差異の処理年数

数理計算上の差異は発生年

度に一括費用処理しており

ます。
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（ストック・オプション関係）

 当連結会計年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　32百万円

　

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの第１回ストック・オプションは株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの、

第２回ストック・オプションは株式会社エイブルが付与していたストック・オプションに代えて、当社設立日である

平成22年11月１日に付与したものであります。　

 第１回ストック・オプション 第２回ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数
 当社及び当社子会社の取締役、監査役及

び従業員55名

 当社及び当社子会社の取締役び執行役員

10名

ストック・オプションの付与数　

（注）
普通株式　914,000株 普通株式　69,000株

 付与日 平成22年４月30日 平成21年８月21日

 権利確定条件
 付与日（平成22年４月30日）以降、権利
確定日（平成24年４月30日）まで継続し
て勤務していること。

 付与日（平成21年８月21日）以降、権利
確定日（平成22年２月21日）まで継続し
て勤務していること。

 対象勤務期間
 自　平成22年４月30日　至　平成24年４月
30日

 自　平成21年８月21日　至　平成22年２月
21日

 権利行使期間
 自　平成24年５月１日　至　平成26年４月
30日

 自　平成22年11月１日　至　平成27年２月
21日

（注）株式数に換算して計算しております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数

に換算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

 第１回ストック・オプション 第２回ストック・オプション

 権利確定前　　 　（株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　付与 914,000 69,000

 　失効 11,000 －

 　権利確定 － 69,000

 　未確定残 903,000 －

 権利確定後　　　 （株）   

 　前連結会計年度末 － －

 　権利確定 － 69,000

 　権利行使 － －

 　失効 － －

 　末行使残 － 69,000
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　　②単価情報

 第１回ストック・オプション 第２回ストック・オプション

 権利行使価格　　 （円） 356.50 441

 行使時平均株価　 （円） － －

 公正な評価単価
71 60

 　　　（付与日） （円）（注）

（注）公正な評価単価は、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルでの付与時点の評価単価を基に、株式移転比率

（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ株式１株につき当社株式100株、株式会社エイブル株式１株につき当社株式2.3株を交

付）にて換算したものを記載しております。　

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩから移行した新株予約権（株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス第１回新株

予約権）については、新たな見積りは行っておりません。また、株式会社エイブルから移行した新株予約権（株式会社

エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス第２回新株予約権）については、パーチェス法により再評価したものであ

るため、新たな見積りは行っておりません。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

当連結会計年度
（平成23年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 　　

賞与引当金損金算入限度超過額 445百万円

未払事業税否認 95 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 242 　

貸倒損失 7 　

投資有価証券評価損否認 74 　

退職給付引当金 641 　

税務上の繰越欠損金 597 　

連結子会社の時価評価差額 250 　

減価償却超過額及び減損損失 277 　

その他有価証券評価差額金 54 　

その他 229 　

繰延税金資産小計 2,916　

　評価性引当額 △887 　

繰延税金資産合計 2,028　

繰延税金負債　 　 　

連結子会社の時価評価差額 △97 　

貸倒引当金調整 △81 　

その他 0 　

繰延税金負債合計 △178 　

繰延税金資産の純額 1,849　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7%

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.8　

住民税等均等割 1.4　

評価性引当金の増減額 1.8　

負ののれん発生益 △22.9　

その他 △1.0　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.8　
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当連結会計年度
（平成23年10月31日）

（3）決算日後に法人税等の税率の変更があった場合のその

内容及び影響

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災か

らの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公

布されております。

これに伴い、平成24年11月１日から平成27年10月31日

の期間に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率を40.7％から38.0％

に、平成27年11月１日以降解消が見込まれる繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を

35.6％に変更されます。

この変更により、固定資産の繰延税金資産が103百万円

減少し、法人税等調整額が同額増加する見込みでありま

す。

　

（企業結合等関係）

当連結会計年度（自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日）

取得による企業結合　

１．企業結合の概要

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　株式会社エイブル

事業の内容　　　　　仲介事業等

(2）企業結合を行った主な理由

主たる事業領域である賃貸不動産仲介事業における圧倒的優位性と、各ステークホルダー様に対して最大の価

値をご提供することを目的に、以下の基本方針のもと新たな企業グループの設立を目指してまいります。 

ａ．両社にとっての「コア・コンピタンス」（企業の中核的な力）の再構築

賃貸不動産仲介事業における両社の強みである「仕入」、「集客」、「仲介」の三位一体での再構築を通じ

た、発展的なバリューチェーンの実現を目指してまいります。

ｂ．新しいグループ成長戦略による「外部成長」の加速

今回のグループ化による強固な連携のもと、これまでの両社それぞれの独自戦略を融合させ両社の共同成長

の基盤にすることにより、積極的な外部成長を加速させてまいります。

ｃ．安心・快適で豊かな「くらし」のご提案と実現

当社の提供するメディアとエイブルの提供する店舗網の双方を通じたグループの総合力により、安心・快適

で豊かな「くらし」をご提案し実現してまいります。

(3）企業結合日

平成22年11月１日

(4）企業結合の法的形式

株式移転

(5）結合後企業の名称

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス

(6）取得した議決権比率

100％

(7) 取得企業を決定するに至った主な根拠

　総体としての株主が占める相対的な議決権比率等を勘案した結果、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩを取得企業と致し

ました。
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２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

　平成22年11月１日から平成23年10月31日まで

　

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価
企業結合日に交付した株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディング

スの普通株式の時価
9,524百万円

取得に直接要した費用 アドバイザリー費用等 165百万円

新株予約権の交付対価 被取得企業の新株予約権者に交付した第２回新株予約権の時価 4百万円

取得原価  9,694百万円

４．株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに交付した株式数

(1）株式の種類別の交換比率

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩの普通株式１株に対して統合持株会社の普通株式100株を、株式会社エイブルの普通

株式１株に対して統合持株会社の普通株式2.3株をそれぞれ割当て交付しました。

(2）株式交換比率の算定方法

①算定の基礎

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルは、本共同株式移転に用いられる株式移転比率の算定にあたっ

て公正性を期すため、当社は株式会社エイ・ジー・エス・コンサルティング（以下「エイ・ジー・エス・コンサ

ルティング」といいます。）に対し、エイブルは株式会社財務戦略ナカチ（以下「財務戦略ナカチ」といいま

す。）に対し、それぞれ株式移転比率の算定を依頼し、株式移転比率算定書を受領いたしました。

エイ・ジー・エス・コンサルティングは、本共同株式移転の諸条件等を分析した上で、両社普通株式それぞれに

ついて市場株価が存在していることから市場株価法による算定を行うとともに、両社について類似公開企業比較

法、DCF（Discounted Cash Flow）法による算定を行いました。

財務戦略ナカチは、本共同株式移転の諸条件等を分析した上で、両社普通株式それぞれについて市場株価が存

在していることから市場株価平均法による算定を行うとともに、両社について、市場株価に織り込まれていない

要因の有無を検証・補完するという観点からDCF（Discounted Cash Flow）法による算定を行いました。

②算定の経緯

第三者機関による算定結果を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果

等を踏まえて、それぞれの両社の財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案し、両社間で株

式移転比率について慎重に交渉・協議を重ねた結果、平成22年４月12日付にて、最終的に上記株式移転比率が妥

当であるとの判断に至り、合意・決定いたしました。

(3）交付した株式数

82,688,334株

　

５．負ののれん発生益の金額及び発生原因

(1）金額　　　5,486百万円

(2）発生原因　企業結合時の時価純資産が取得原価を上回ったため

　

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 18,128百万円

固定資産 11,318

資産合計 29,447

流動負債

固定負債

12,408

1,671

負債合計 14,080

　

７．企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度に係る連結損益計算書に及

ぼす影響の概算額

企業結合日が当連結会計年度の開始の日であるため、該当ありません。
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（資産除去債務関係）

当連結会計年度末（平成23年10月31日） 

　当社および当社グループは、店舗等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しておりま

すが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しており

ません。　

（賃貸等不動産関係）

当連結会計年度（自平成22年11月１日　至平成23年10月31日）　

一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル及び居住用集合住宅（土地を含

む。）を有しております。平成23年10月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は250百万円（賃貸収益

は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりであります。

　
連結貸借対照表計上額(百万円) 当連結会計年度末の時価

(百万円)前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高
－ 4,563 4,563 4,053

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当社は平成22年11月１日に設立されたため、前連結会計年度末の残高はありません。　

     ３. 当連結会計年度増減額の主な減少額は、減損損失175百万円及び減価償却額94百万円であります。

     ４. 当連結会計年度末の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づくものですが、一部

「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含

む。）であります。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当連結会計年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

各報告セグメント及び「その他」の区分の主なサービスは以下のとおりです。 

事業区分 主要なサービス

 仲介事業  不動産賃貸物件の仲介・更新サービス

 仲介関連事業  リフォーム、消毒、引越取次、入居者保険の販売代理等、仲介事業に付随する関連業務サービス

 メディア事業

 情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト「CHINTAIネット」、及び携帯電話向け情報サービス

「CHINTAIモバイル」等のメディアを通じた賃貸不動産情報サービス、不動産会社の基幹システム構

築及びグループウェア運用サービス等

 管理事業  賃貸物件の保守管理サービス、家賃集金サービス

 興行事業  バレエ、音楽、舞台芸術などの各種イベント公演の企画・制作及び興行の仲介斡旋

 旅行事業  海外旅行航空チケット販売及び海外アパートメント・ホテルの紹介等

 その他
 ネットワーク店の運営指導、コインパーキング及び月極駐車場の運営・管理、パーキング事業、投資不

動産事業、サプリメント販売事業等

　　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

　

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部利益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　

報告セグメント　
その他
（注）１

合計
（注）２仲介事業

仲介
関連
事業　

メディア
事業

管理事業 興行事業 旅行事業  計

売上高          

外部顧客への
売上高

13,42911,7297,6867,4361,8132,22844,3232,11046,434

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

12 19 709 － 0 22 764 △764 －

計 13,44111,7498,3967,4361,8132,25045,0871,34646,434

セグメント利益又
はセグメント損失
（△）　

△113 866 2,692 801 △109 45 4,183 △5 4,177

セグメント資産 8,3774,6988,06913,250 626 403 35,4257,57342,999

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費　　　 183 138 305 98 4 2 733 118 851

有形固定資産及
び無形固定資産
の増加額

158 46 279 55 4 2 546 191 738

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、その他の事業を含

んでおります。

　　　　２. 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する

事項）
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（単位：百万円） 

　売上高 当連結会計年度

　報告セグメント計

「その他」の区分の売上

セグメント間取引消去　

　45,087

　2,936　

　△1,589

　連結財務諸表の売上高 　 46,434

　

（単位：百万円） 

　利益　　 当連結会計年度

　報告セグメント計

「その他」の区分の利益　

グループ会社からの配当金の受取　

全社費用（注）

セグメント間取引消去　

　4,183

　748

　3,000

　△921

　△2,832

　連結財務諸表の営業利益 　 4,177

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。　

（単位：百万円） 

　資産 当連結会計年度

　報告セグメント計

「その他」の区分の資産

全社資産（注）

セグメント間取引消去　

　35,425

　6,545

　1,889

　△861

　連結財務諸表の資産合計 　 42,999

（注）全社資産は、主に提出会社の現金及び預金であります。　

　     　　　　　　　　　                          　（単位：百万円） 

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額

連結財務諸表
計上額

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度

減価償却費 　733　 　102　 　15　 　851　

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

　 546 　 31 　 160 　 738

　

【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。　　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。　
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント　
その他
（注）１

合計
（注）２仲介事業

仲介
関連
事業　

メディア
事業

管理事業 興行事業 旅行事業  計

減損損失 163 － － － － 2 165 237 402

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

（単位：百万円）　

　

報告セグメント　

その他 合計
仲介事業

仲介
関連
事業　

メディア
事業

管理事業 興行事業 旅行事業  計

当期償却額 － － － － － － － 15 15

当期末残高 － － － － － － － 44 44

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

当社は、平成22年11月１日を効力発生日とするにより、株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルの

共同持株会社として設立されました。この株式移転においては、「企業結合に関する会計基準（企業会計基

準第21号　平成20年12月26日）」を適用していますが、被取得企業である株式会社エイブルの時価純資産が

取得原価を上回ったため、当該差額5,486百万円を負ののれんとして認識し、当連結会計年度において負のの

れん発生益（特別利益）に一括計上しております。

また上記以外に、株式会社エースソリューションの株式取得により11百万円、株式会社システムエムズの

株式取得により8百万円、株式会社光藍社を新規連結したことに伴い19百万円、負ののれん発生益（特別利

益）を計上しております。

当該金額は、報告セグメントごとに分けることが困難であるため、報告セグメントごとの金額は記載して

いません。　

　

（追加情報）

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しています。
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【関連当事者情報】

当連結会計年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

エイブル保

証㈱　
東京都港区 100

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－

本社事務所

の賃貸借契

約とその工

事　

事務所賃借
料等の支払

14
差入保証金

前払費用

55　

2
事務所内装
工事等の委
託

42未払金 0

㈱ダイケン
兵庫県宝塚

市
80　　

経営コンサ

ルティング
－　　

当社の経営

コンサル

ティングを

依頼　

土地、建物
等の購入

25　
建物

土地　

3

22　

顧問料の支
払 

19　 － －

　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）と

の取引

①事務所賃借料は、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②事務所内装工事等の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（2）㈱ダイケン（主要株主である佐藤茂が25％、主要株主の近親者が75％を所有）との取引

①土地、建物等の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②顧問料の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

　

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主
エイブル保

証㈱　
東京都港区 100

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－

情報誌等に

広告を掲載

　

広告掲載料
の受取

21
売掛金

前受金　

1

10　
業務等請負
による収入

15 － －　　

車両等リー
ス料の受取

14 － －　　

人材派遣料
等の受取

42売掛金 4　　

商標使用料
等の受取

46未収入金 1　　

事務所賃貸
料等の受取

105
前受収益

預り保証金　

7　　

66　

事務所賃借
料等の支払

203
差入保証金

前払費用

129　

18

社宅賃借料
等の支払

19

前払費用

未収入金

差入保証金　

0

0

0
事務所内装
工事等の委
託

11未払金 3

広告宣伝費
の支払

74前払費用 3

投資不動産
サブリース
収入等

155　 － －　

投資不動産
管理手数料
等

16 － －
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種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

エイブル引

越サービス

㈱

大阪府東大

阪市
15　　 運送業 －　　

引越取次手

数料の受取

等

引越取次手

数料の受取
290未収入金　 23　

リフォーム

外注費の支

払

130未払金　 10

㈱ＦＡＴＺ
大阪府大阪

市
90　

経営コンサ

ルティング

業

－　
販促品を発

注

贈答品等の

購入
83
未払金

前払費用　

0

0　

販促品の購

入　
354　 未払金 33

㈱ダイケン
兵庫県宝塚

市
80　

経営コンサ

ルティング

業

－　
車両運搬具

の購入

車両運搬具

の購入
25　 － －

　医療法人

社団丸の内

クリニック

　東京等千

代田区
　340　 　医療法人 　－

　医療機器

等設備の提

供

　機器・シ

ステム等使

用料及び保

守料の受取

　43　

未収入金　 6

リース投資

資産
19　　

事務所賃貸

料等の受取

　

116　

未収入金

前受金

預り保証金　

1

0

80　

貸付金等に

係る受取利

息

10　 短期貸付金　 519　　　　

貸付金の回

収　
34　 長期貸付金  198

貸倒引当金

の繰入
490　 貸倒引当金 490

　

（イ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

　
科目

期末残高
（百万円）

　

主要株主の
近親者

佐藤　進治
大阪府大阪
市中央区

－
経営コンサ
ルティング
業

（被所有）
直接4.78　

当社が経営
指導を依頼

経営指導料
の支払

22 － 　－

　（注）１．上記（ア）及び（イ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

  （1）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）

との取引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②業務受託料は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。　

③車両リース料は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。　

④人材派遣料は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

⑤商標貸与料の受取については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

⑥事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑦事務所等賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑧社宅賃料等の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑨事務所内装工事等の委託については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。

⑩広告宣伝費の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑪投資不動産のサブリース収入については、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。　

⑫投資不動産の管理手数料等については、実勢価格を参考としつつ、交渉のうえ決定しております。

 （2）エイブル引越サービス㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））と

の取引

引越業務の取次及び仲介関連業務の発注については、当社と関連を有しない第三者と同様、営業原価を

考慮し、交渉の上決定しております。　
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（3）㈱ＦＡＴＺ（主要株主である佐藤茂の近親者が100％を所有）との取引

贈答品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。

（4）㈱ダイケン（主要株主である佐藤茂が25％、主要株主の近親者が75％を所有）との取引

車両運搬具の購入については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。　

（5）医療法人社団丸の内クリニック（主要株主である佐藤茂が50％、主要株主の近親者が50％を出資）との取

引

　①機器・システム等使用料及び保守料については、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定してお

ります。

②事務所賃貸料は、近隣の賃料を参考に決定しております。

③貸付金等に係る受取利息の金利については、市場金利を勘案して決定しております。

④貸倒引当金繰入額は、与信リスクの見直しを行った結果、医療法人社団丸の内クリニックの最近2年間の

キャッシュフローは安定しているものの、その財政状態等を総合的に勘案し、医療法人社団丸の内クリ

ニックに対して有する債権について、貸倒引当金を計上したものです。

（6）佐藤進治（主要株主の近親者）との取引

　経営指導料の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

 78/222



（１株当たり情報）

当連結会計年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり純資産額 345.25円

１株当たり当期純利益金額 100.22円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
100.06円

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
当連結会計年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり当期純利益金額 　

当期純利益（百万円） 7,664

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,664

期中平均株式数（千株） 76,472

　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額　 　

当期純利益調整額（百万円） －

普通株式増加数（千株） 122

（うち新株予約権） （122）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

第２回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。　

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － 1,300 0.6 －

１年以内に返済予定の長期借入金 － 2 1.0 －

１年以内に返済予定のリース債務 － 21 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － 0 1.0 平成24年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） － 58 － 平成24年～29年

その他有利子負債 － － － －

合計 － 1,383 － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。

　
１年超２年以内

（百万円）　

２年超３年以内

（百万円）　

　３年超４年以内

（百万円）　

４年超５年以内

（百万円）　

長期借入金　 0　 －　 －　 －　

リース債務　 20　 18　 9　 9　

　

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。

　

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報　

　

第１四半期

自 平成22年11月１日

至 平成23年１月31日　

第２四半期

自 平成23年２月１日

至 平成23年４月30日

第３四半期

自 平成23年５月１日

至 平成23年７月31日

第４四半期

自 平成23年８月１日

至 平成23年10月31日

売上高（百万円）　 　11,795 　13,138 　10,571 　10,928

税金等調整前四半期純
利益金額（百万円）　

　6,179 　2,674 　268 　701

四半期純利益金額
（百万円）　

　5,861 　1,519 　33 　249

１株当たり四半期純利
益金額（円）　

　72.98 　19.84 　0.45 　3.36
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：百万円）

当事業年度
(平成23年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,748

前払費用 19

繰延税金資産 13

未収還付法人税等 506

その他 ※
 3

流動資産合計 2,291

固定資産

有形固定資産

建物 42

減価償却累計額 △3

建物（純額） 39

工具、器具及び備品 15

減価償却累計額 △4

工具、器具及び備品（純額） 10

土地 22

リース資産 27

減価償却累計額 △8

リース資産（純額） 19

有形固定資産合計 91

無形固定資産

ソフトウエア 22

無形固定資産合計 22

投資その他の資産

関係会社株式 21,941

繰延税金資産 4

その他 98

投資その他の資産合計 22,043

固定資産合計 22,157

資産合計 24,448

負債の部

流動負債

短期借入金 ※
 3,800

リース債務 13

未払金 ※
 18

未払費用 35

預り金 0

賞与引当金 8

役員賞与引当金 11

その他 15

流動負債合計 3,904

固定負債

リース債務 3

固定負債合計 3

負債合計 3,907
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（単位：百万円）

当事業年度
(平成23年10月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,000

資本剰余金

資本準備金 750

その他資本剰余金 16,830

資本剰余金合計 17,580

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,204

利益剰余金合計 2,204

自己株式 △2,295

株主資本合計 20,488

新株予約権 52

純資産合計 20,541

負債純資産合計 24,448
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

当事業年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

営業収益 ※1
 4,126

営業費用 ※2
 906

営業利益 3,219

営業外収益

受取利息 0

雑収入 4

営業外収益合計 4

営業外費用

支払利息 ※1
 19

創立費 93

その他 4

営業外費用合計 118

経常利益 3,105

特別利益

新株予約権戻入益 0

特別利益合計 0

特別損失

災害による損失 ※3
 9

特別損失合計 9

税引前当期純利益 3,096

法人税、住民税及び事業税 86

法人税等調整額 △18

法人税等合計 67

当期純利益 3,028
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③【株主資本等変動計算書】
（単位：百万円）

当事業年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 3,000

当期変動額合計 3,000

当期末残高 3,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 750

当期変動額合計 750

当期末残高 750

その他資本剰余金

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 17,904

自己株式の消却 △1,073

自己株式の処分 0

当期変動額合計 16,830

当期末残高 16,830

資本剰余金合計

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 18,654

自己株式の消却 △1,073

自己株式の処分 0

当期変動額合計 17,580

当期末残高 17,580

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 －

当期変動額

剰余金の配当 △824

当期純利益 3,028

当期変動額合計 2,204

当期末残高 2,204

利益剰余金合計

前期末残高 －

当期変動額

剰余金の配当 △824

当期純利益 3,028
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（単位：百万円）

当事業年度
(自　平成22年11月１日
　至　平成23年10月31日)

当期変動額合計 2,204

当期末残高 2,204

自己株式

前期末残高 －

当期変動額

自己株式の取得 △3,369

自己株式の消却 1,073

自己株式の処分 0

当期変動額合計 △2,295

当期末残高 △2,295

株主資本合計

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 21,654

剰余金の配当 △824

当期純利益 3,028

自己株式の取得 △3,369

自己株式の処分 0

当期変動額合計 20,488

当期末残高 20,488

新株予約権

前期末残高 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 52

当期変動額合計 52

当期末残高 52

純資産合計

前期末残高 －

当期変動額

株式移転による増加 21,654

剰余金の配当 △824

当期純利益 3,028

自己株式の取得 △3,369

自己株式の処分 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 52

当期変動額合計 20,541

当期末残高 20,541
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【重要な会計方針】

項目
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

２．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法（ただし、建物（附属設備を除

く）については定額法）を採用しており

ます。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

・建物10～18年

・工具、器具及び備品４～10年

　 （2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

　 （3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産　

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

 ３．引当金の計上基準 （1）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。

 （2）役員賞与引当金

　当社は、役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

４．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によって

おります。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

当事業年度
（平成23年10月31日）

 ※　　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記された

もののほか次のものがあります。　

　流動資産

　　その他（立替金）　

　流動負債

　　短期借入金

　　未払金

　

2百万円　

　

2,500

2　

　

　

（損益計算書関係）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

営業収益　　　　　　　　　　　　 4,126百万円

支払利息　　　　　　　　　　　 　　 15　　

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は11％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は89％でありま

す。

主要な費目及び金額は次のとおりであります。

広告宣伝費 98百万円

役員報酬 183

給与手当 198

賞与引当金繰入額 8

役員賞与引当金繰入額 11

地代家賃 81

支払手数料 50

減価償却費 18

※３　災害による損失は、平成23年３月11日に発生した東日

本大震災に伴う損失額を計上しております。

なお、主な内訳は以下のとおりであります。　

当社社員他被災者に対する支援　 　　  5百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　 　3　
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（株主資本等変動計算書関係）

　当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

 

　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式数

（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末株式数
（株）

 　普通株式（注）１，２ － 8,380,380 2,688,504 5,691,876 

合計 － 8,380,380 2,688,504 5,691,876 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加8,380,380株は、取締役会決議による自己株式の取得による増加8,150,000

株、子会社からの現物配当による増加228,000株、単元未満株式の買取りによる増加2,380株であります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少2,688,504株は、取締役会決議による自己株式の消却による減少2,688,334

株、単元未満株式の売渡しによる減少170株であります。　

　

（リース取引関係）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（借主側）　

ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

主として、従業員の福利厚生に使用する設備でありま

す。　

②　リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「２．固定資産の減価償却の方法」に

記載のとおりであります。　

　

（有価証券関係）

当事業年度（平成23年10月31日）

関係会社株式（貸借対照表計上額　関係会社株式21,941百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

当事業年度
（平成23年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 　 

賞与引当金損金算入限度超過額 4百万円

未払事業税否認 7 　

役員賞与引当金 4 　

その他 6 　

繰延税金資産合計 22 　

評価性引当額 △4 　

繰延税金資産の純額 18 　

　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項

目
0.8

　

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目
△39.5 　

住民税均等割等 0.1 　

評価性引当金 0.2 　

その他 △0.1 　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.2 　

　

（3）決算日後に法人税等の税率の変更があった場合のその

内容及び影響

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震

災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117

号）が公布されております。

これに伴い、平成24年11月１日から平成27年10月31日

の期間に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率を40.7％から

38.0％に、平成27年11月１日以降解消が見込まれる繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率を35.6％に変更されます。

  この変更による影響は軽微であります。
　

　

（企業結合等関係）

取得による企業結合

連結財務諸表「注記（企業結合等関係）　取得による企業結合」に記載しておりますので、注記を省

略しております。　

（資産除去債務関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり純資産額 275.73円

１株当たり当期純利益金額 39.55円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額
39.49円

　（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり当期純利益金額 　

当期純利益（百万円） 3,028

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,028

期中平均株式数（千株） 76,576

　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　

当期純利益調整額（百万円） －

普通株式増加数（千株） 122

（うち新株予約権） （122）　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たりの当期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

第２回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状況」

に記載のとおりであります。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

該当事項はありません。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 － 42 － 42 3 3 39

工具、器具及び備品 － 15 － 15 4 4 10

土地 － 22 － 22 － － 22

リース資産 － 27 － 27 8 8 19

有形固定資産計 － 107 － 107 16 16 91

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　
ソフトウエア － 24 － 24 2 2 22

無形固定資産計 － 24 － 24 2 2 22

　（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類 内容
増加額
（百万円）

建物 本社事務所 37

工具、器具及び備品 本社事務所　 11

土地 福利厚生設備（保養所）の取得 22

リース資産 福祉厚生設備の取得 27

ソフトウエア 連結会計システムの購入 24

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

賞与引当金 － 8 － － 8

役員賞与引当金 － 11 － － 11
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　流動資産

現金及び預金

区分 金額（百万円）

預金 　

普通預金 1,730

別段預金 12

振替口座（ゆうちょ銀行） 4

合計 1,748

②　固定資産

関係会社株式　

区分 金額（百万円）

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ 12,146　

㈱エイブル 9,694

㈱エースソリューション 90

㈱エイブルＣＨＩＮＴＡＩマーケティング 10

合計 21,941

③　流動負債

短期借入金

区分 金額（百万円）

㈱ＣＨＩＮＴＡＩ 2,500

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 700

㈱りそな銀行 400

㈱みずほ銀行 200

合計 3,800
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（３）【その他】

１．決算日以後の状況

該当事項はありません。

　

２．株式移転により当社の完全子会社となった株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ及び株式会社エイブルの前連結会計年

度に係わる連結財務諸表及び最近２事業年度に係わる財務諸表は以下のとおりであります。　
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（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ）

（１）連結財務諸表

①　連結貸借対照表

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成22年10月31日）
資産の部 　
流動資産 　

現金及び預金 ※1
 11,024

受取手形及び売掛金 949
製品 9
仕掛品 15
貯蔵品 32
繰延税金資産 107
短期貸付金 519
リース投資資産 5
その他 616
貸倒引当金 △5
流動資産合計 13,275
固定資産 　
有形固定資産 　

建物及び構築物 ※1
 344

減価償却累計額 ※2
 △179

建物及び構築物（純額） 164
工具、器具及び備品 419

減価償却累計額 ※2
 △343

工具、器具及び備品（純額） 75

土地 ※1
 26

有形固定資産合計 267
無形固定資産 　
その他 792
無形固定資産合計 792
投資その他の資産 　

投資有価証券 ※4
 663

関係会社出資金 ※4
 75

長期貸付金 233
リース投資資産 19
繰延税金資産 40

投資不動産（純額） ※3
 1,760

その他 ※1
 543

貸倒引当金 △37
投資その他の資産合計 3,298
固定資産合計 4,358
資産合計 17,633
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成22年10月31日）
負債の部 　
流動負債 　

買掛金 ※1
 393

短期借入金 1,435
未払法人税等 710
賞与引当金 60
役員賞与引当金 12
その他 1,039
流動負債合計 3,653
固定負債 　
退職給付引当金 34
その他 547
固定負債合計 581
負債合計 4,235
純資産の部 　
株主資本 　
資本金 2,070
資本剰余金 3,165
利益剰余金 9,069
自己株式 △886
株主資本合計 13,417
評価・換算差額等 　
その他有価証券評価差額金 △34
評価・換算差額等合計 △34
新株予約権 16
純資産合計 13,398
負債純資産合計 17,633
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②　連結損益計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

売上高 14,559

売上原価 ※1
 6,343

売上総利益 8,215

販売費及び一般管理費 ※2
 4,994

営業利益 3,221
営業外収益 　
受取利息 11
受取配当金 226
投資不動産賃貸料 156
その他 32
営業外収益合計 427
営業外費用 　
支払利息 11
為替差損 62
デリバティブ評価損 204
匿名組合投資損失 69
投資事業組合運用損 75
不動産賃貸費用 66
その他 6
営業外費用合計 497
経常利益 3,150
特別利益 　

固定資産売却益 ※3
 2

貸倒引当金戻入額 0
役員賞与引当金戻入額 2
保険解約返戻金 42
特別利益合計 47
特別損失 　

固定資産除却損 ※4
 1

投資有価証券評価損 13
会員権評価損 5
特別損失合計 20
税金等調整前当期純利益 3,177
法人税、住民税及び事業税 1,393
法人税等調整額 53
法人税等合計 1,446
当期純利益 1,731
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③　連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

株主資本 　
資本金 　
前期末残高 2,070
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 2,070
資本剰余金 　
前期末残高 3,165
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 3,165
利益剰余金 　
前期末残高 8,204
当期変動額 　
剰余金の配当 △866
当期純利益 1,731
当期変動額合計 864
当期末残高 9,069
自己株式 　
前期末残高 △886
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 △886
株主資本合計 　
前期末残高 12,552
当期変動額 　
剰余金の配当 △866
当期純利益 1,731
当期変動額合計 864
当期末残高 13,417
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

評価・換算差額等 　
その他有価証券評価差額金 　
前期末残高 △30
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4
当期変動額合計 △4
当期末残高 △34
評価・換算差額等合計 　
前期末残高 △30
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4
当期変動額合計 △4
当期末残高 △34

新株予約権 　
前期末残高 －
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16
当期変動額合計 16
当期末残高 16
純資産合計 　
前期末残高 12,521
当期変動額 　
剰余金の配当 △866
当期純利益 1,731
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 11
当期変動額合計 876
当期末残高 13,398
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④　連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
税金等調整前当期純利益 3,177
減価償却費 396
株式報酬費用 16
貸倒引当金の増減額（△は減少） 17
賞与引当金の増減額（△は減少） △5
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22
退職給付引当金の増減額（△は減少） △14
為替差損益（△は益） 62
受取利息及び受取配当金 △238
支払利息 11
固定資産売却損益（△は益） △2
固定資産除却損 1
投資有価証券評価損益（△は益） 13
デリバティブ評価損益（△は益） 204
会員権評価損 5
匿名組合投資損益（△は益） 69
投資事業組合運用損益（△は益） 75
保険解約返戻金 △42
売上債権の増減額（△は増加） △163
たな卸資産の増減額（△は増加） △35
仕入債務の増減額（△は減少） 268
その他 △105
小計 3,692
利息及び配当金の受取額 238
利息の支払額 △11
法人税等の支払額 △1,388
営業活動によるキャッシュ・フロー 2,530
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　
固定資産の取得による支出 △129
定期預金の払戻による収入 2
匿名組合出資金の払込による支出 △110
関係会社株式及び出資金の払込による支出 △61
貸付金の回収による収入 32
保険積立金の積立による支出 △46
保険積立金の解約による収入 68
リース用資産の取得による支出 △23
その他 5
投資活動によるキャッシュ・フロー △262
財務活動によるキャッシュ・フロー 　
短期借入金の純増減額（△は減少） △100
長期借入金の返済による支出 △36
配当金の支払額 △864
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,000
現金及び現金同等物に係る換算差額 △62
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,204

現金及び現金同等物の期首残高 ※1
 9,797

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 11,002
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 （１）連結子会社の数　４社

連結子会社の名称

株式会社サンスイ

株式会社エーシーサービス

株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベル

サービス

株式会社光藍社

 （２）非連結子会社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

ン

秦泰广告（上海）有限公司

非連結子会社は小規模会社であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等はいずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。 

２．持分法の適用に関する事

項

（１）持分法適用の非連結子会社及び持分

法適用の関連会社はありません。

 （２）持分法を適用していない非連結子会

社の名称等

株式会社グッドホーププロダクショ

　　　ン

秦泰广告（上海）有限公司

 持分法を適用していない非連結子会社

は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、

連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体として重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券

・その他有価証券

 （時価のないもの）

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

   なお、投資事業有限責任組合及びそれ

に類する組合への出資については、持分

法相当額を純額で取り込む方法によっ

ております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

 ロ．たな卸資産　

 ・製品及び仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価引下げの方

法により算定）を採用しております。　

　

 

・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価引

下げの方法により算定）を採用しており

ます。　

　 　ハ．デリバティブ

 時価法を採用しております。

 

 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方

法

　イ．有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法）を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以下のとお

      りであります。 

・建物及び構築物　３～50年

     ・工具器具備品　３～20年

 　ロ．無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

 

 

（３）重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

 　ロ．賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しております。

 　ハ．役員賞与引当金 

　当社及び一部の連結子会社は、役員に

対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しておりま

す。
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項目
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

 　ニ．退職給付引当金 

　一部の連結子会社は、従業員に対する

退職給付に備えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務見込額に基づ

き計上しております。 

　 （４）重要な収益及び費用の計上基準

ファイナンス・リース取引に係る収益

の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計

上する方法によっております。　

 （５）その他連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税

抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に満期日又は償還期限

の到来する短期的な投資からなっており

ます。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年10月31日）

※１　担保資産及び担保対応債務

      担保提供資産 

　現金及び預金 22百万円

　建物及び構築物 3百万円

　土地 11百万円

　投資その他の資産のその他

（差入保証金）
2百万円

　　　担保対応債務

上記の現金及び預金並びに差入保証金は、買掛金

18百万円の担保に供しております。建物及び構築物

及び土地は、デリバティブ取引の担保に供しており

ます。 

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示し

ております。

※３　投資不動産の減価償却累計額 74百万円

※４　非連結子会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 10百万円

関係会社出資金 75百万円

　５　偶発債務

下記について債務保証を行っております。

非連結子会社における銀行借入に対する債務保証

（うち外貨額）

秦泰广告（上海）有限公司  48百万円

（4,000千中国元）
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

※１　期末たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10百万円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。　

広告宣伝費 1,426百万円

貸倒引当金繰入額 18

給与手当 685

賞与引当金繰入額 48

役員賞与引当金繰入額 12

退職給付引当金繰入額 4

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

ソフトウエア 2百万円

合計 2百万円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1百万円

工具、器具及び備品 0百万円

合計 1百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末

株式数
（株）

当連結会計年度
増加株式数
（株）

当連結会計年度
減少株式数
（株）

当連結会計年度末
株式数
（株）

 発行済株式     

 　　普通株式 550,348 － － 550,348

 　　　　合計 550,348 － － 550,348

 自己株式     

 　　普通株式　　（注） 33,200 － － 33,200

 　　　　合計 33,200 － － 33,200

　

 ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少　

当連結会計

年度末

 提出会社

 （親会社）　

ストック・オプションとし

ての新株予約権（注）
普通株式 － －　 －　 －　 16　

合計 － － －　 －　 －　 16　

（注）ストック・オプションとしての新株予約権の当連結会計年度増加は、新株予約権の発行によるものであります。　　

　

 ３．配当に関する事項

 （1）配当金支払額

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当金
（円） 

基準日 効力発生日 　

 平成22年１月28日

定時株主総会
普通株式 400 775 平成21年10月31日 平成22年１月29日　

 平成22年６月14日

　 取締役会
普通株式 465 900 平成22年４月30日 平成22年７月12日　

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
　配当金　
（円）

基準日 効力発生日

 平成23年１月28日

　 定時株主総会
普通株式 465 利益剰余金 900 平成22年10月31日 平成23年１月31日
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
　

前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成22年10月31日現在）

現金及び預金勘定 11,024百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金等

△22百万円

現金及び現金同等物 11,002百万円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年10月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却
累計額相
当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

有形固定資産 384 238 146
合計 384 238 146

（2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 73百万円

１年超 79百万円

合計 153百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 83百万円

減価償却費相当額 77百万円

支払利息相当額 5百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

２.オペレーティング・リース取引

（借主側）

未経過リース料

 １年内 1百万円 

 １年超 －百万円 

 合計 1百万円 
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前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

３．ファイナンス・リース取引（貸手側）

(1) リース投資資産の内訳

①流動資産

リース料債権部分 5百万円

見積残価額部分

受取利息相当額　

－百万円

△0百万円　

リース投資資産 5百万円

　

②投資その他の資産

リース料債権部分 22百万円

見積残価額部分

受取利息相当額　

－百万円

△2百万円　

リース投資資産 19百万円

　

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権

部分の連結会計年度末日後の回収予定額

　①流動資産　

　
リース債権

（百万円）　

リース投資資産

（百万円）　

１年以内　 － 　5

　

②投資その他の資産　

　
リース債権

（百万円）　

リース投資資産

（百万円）　

１年以内　 － 　－

１年超２年以内　 － 　5

２年超３年以内　 － 　5

３年超４年以内 － 　5

５年超　 － 　4
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、設備投資に必要な資金、その他所要資金は手

元資金にて行う方針にしております。

デリバティブ取引はリスクヘッジを目的としており、投機目的では行わない方針であります。　

　

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

貸付金、リース投資資産は、関係先企業に対する債権であり、関係先企業の信用リスクに晒されております。

投資有価証券及び関係会社出資金は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び出資金であり、市場価格の変動リ

スクや、当該企業の財務状況が悪化するリスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

デリバティブ取引は、一部の子会社において、外貨建支払いの為替変動リスクを回避する目的で取り組んだ通貨オ

プション取引、為替予約及び金利スワップ取引であり、いずれも為替変動リスクを有しております。　

　

（3）金融商品に係るリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

貸付金、リース投資資産は、関係先企業の信用リスクの管理にあたって、定期的に貸付先の財務状況を把握し、回収

可能性の評価を決算期ごとに確認しております。

投資有価証券及び関係会社出資金は、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、評価について決算期ごとに確認

しております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い金融機関との

み取引を行っております。また、定期的に金融機関より残高内容に関する証明書を入手し、時価評価損益を担当取締役

に報告、確認を行うことによるリスク管理を行っております。

　

２．金融商品の時価等に関する事項

平成22年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるもの、並びに総資産の金額の100分の５以下であり重要性の乏しいもの

については次表に含めておりません（（注）2．参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）　

時価

（百万円）　

差額

（百万円）　

（1）現金及び預金 11,024　　　 11,024　　 －　　

（2）受取手形及び売掛金 　949　 　949　　 －　　

（3）短期貸付金　 　519　　 　　519　　 －　

（4）リース投資資産

　　（流動資産）　
　5　 　5　 －

（5）投資有価証券　 　9　 　9　 －

（6）長期貸付金　 　233　 　230　 △2

（7）リース投資資産

　　（固定資産）　
　19　 　18　 △0

資産計　 12,761　 12,758　 △3　

（1）買掛金 393　 393　 －　　

（2）短期借入金 　1,435　　 　1,435　　 －　　

（3）未払法人税等　 　　710　 　710　 －　　

負債計 2,539　 2,539　 －　

デリバティブ取引 502　 502　 －　
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）短期貸付金

（4）リース投資資産（流動資産）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（5）投資有価証券

取引所の価格によっております。

（6）長期貸付金

（7）リース投資資産（固定資産）

回収可能性を反映した元利金の受取見込額を長期プライムレートなど適切な指標に信用スプレッドを上

乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しています。

負　債

（1）買掛金

（2）短期借入金

（3）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照下さい。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式、匿名組合等出資金

関係会社出資金

653　

75　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含め

ておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）　

１年超
５年以内
（百万円）　

５年超
10年以内
（百万円）　

10年超
（百万円）　

現金及び預金　 11,024　 －　 －　 －　

受取手形及び売掛金　 949　 －　 －　 －　

短期貸付金　 519　 －　 －　 －　

リース投資資産（流動資産）　 5　 －　 －　 －　

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期が

あるもの　
　 　 　 　

(1) 債権（社債）　 －　 －　 －　 －　

(2) その他　 91　 281　 6　 －　

長期貸付金　 －　 127　 105　 －　

リース投資資産（固定資産）　 －　 19　 －　 －　

合計　 12,590　 429　 111　 －　

４. 長期借入金の連結決算日後の返済予定額

　連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（追加情報）

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及び「金融

商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しており

ます。

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年10月31日）

１．売買目的有価証券

該当事項はありません。　

　

２．満期保有目的の債券

該当事項はありません。

　

３．その他有価証券

種類
連結貸借対照表計
上額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの             

(1)　株式 － － －

(2)　債券 － － －

(3)　その他 1 1 0

小計 1 1 0

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの             

(1)　株式 － － －

(2)　債券 － － －

(3)　その他 8 23 △14

小計 8 23 △14

合計 9 24 △14

　

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　該当事項はありません。

　

５．減損処理を行った有価証券

当連結会計年度において、その他有価証券について13百万円の減損処理を行っております。

なお、その他有価証券で時価のないものについては、実質価額が取得原価に比べ50％以上下落した場合には、原則とし

て減損処理を行っております。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 （1）通貨関連

 区分 種類

前連結会計年度（平成22年10月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等のうち１

年超　

（百万円）

 時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

市場取引

以外の取

引

為替予約取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

米ドル 639 517 △86 △86

オプション取引 　 　 　 　

買建 　 　 　 　

米ドル 914 836 51 △70

ユーロ 82 49 4 △7

売建 　 　 　 　

米ドル 1,786 1,708 △346 △214

ユーロ 282 169 △39 △22

合計 3,704 3,281 △415 △400

（注）１．時価の算定方式は、取引先金融機関から提示された価格に基づいております。

２．通貨オプション取引はゼロコストオプションであり、オプション料の授受はなく連結貸借対照表に計上したオ

プション料はありません。

 （2）金利関連

 区分 種類

前連結会計年度（平成22年10月31日）

契約額等

（百万円）

契約額等のうち１

年超

（百万円）

 時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引
以外の取
引

金利スワップ取引 　 　 　 　
変動受取（米ド
ル）・固定支払
（円）

7,590 7,590 △101 △101

合計 7,590 7,590 △101 △101

（注）時価の算定は、取引先金融機関から提供された価格に基づいております。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

 （1）通貨関連

該当事項はありません。　

　

 （2）金利関連

該当事項はありません。　
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（退職給付関係）　

１．採用している退職給付制度の概要

連結子会社１社にて退職一時金制度を採用しております。

２．退職給付債務及びその内訳

 
前連結会計年度

（平成22年10月31日）

退職給付債務（百万円） 34

退職給付引当金（百万円） 34

（注）退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用の内訳

 
前連結会計年度

（平成22年10月31日）

勤務費用（百万円） 4

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

　

（ストック・オプション関係）

 前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

 １．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費　　　16百万円

　

 ２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

 第８回ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員55名

ストック・オプションの付与数　

（注）
普通株式　9,140株

 付与日 平成22年４月30日

 権利確定条件
 付与日（平成22年４月30日）以降、権利確定日（平成24年４
月30日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  自　平成22年４月30日　至　平成24年４月30日

 権利行使期間  自　平成24年５月１日　至　平成26年４月30日

（注）株式数に換算して計算しております。
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（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

 第８回ストック・オプション

 権利確定前　　 　（株）  

 　前連結会計年度末 －

 　付与 9,140

 　失効 －

 　権利確定 －

 　未確定残 9,140

 権利確定後　　　 （株）  

 　前連結会計年度末 －

 　権利確定 －

 　権利行使 －

 　失効 －

 　末行使残 －

　　②単価情報

 第８回ストック・オプション

 権利行使価格　　 （円） 35,650

 行使時平均株価　 （円） －

 公正な評価単価
7,149

 　　　（付与日） （円）

 ３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法は、次のとおりであります。

①使用した評価技法　　　　ブラック・ショールズ式

②使用した主な基礎数値及びその見積方法

 第８回ストック・オプション

 株価変動性（注）1 40.17％

 予想残存期間（注）２ ３年

 予想配当（注）３ 1,550円／株

 無リスク利子率（注）４ 0.21％

（注）１．３年間の株価実績に基づき算定しております。

　　　２．過去に実施したストック・オプションの権利行使実績から合理的に見積もることは困難であるため、権利行使期

間の中間点において権利行使されるものと推定して見積りを行っております。

　　　３．平成21年10月期の配当実績に基づき年間の予想配当額の見積りを行っております。

　　　４．予想残存期間に対応する国債利回りであります。

 ４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しておりま

す。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成22年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 　　

賞与引当金損金算入限度超過額 27百万円

未払事業税否認 54 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 9 　

投資有価証券評価損否認 63 　

退職給付引当金 14 　

税務上の繰越欠損金 551 　

連結子会社の時価評価差額 3 　

減価償却超過額 66 　

その他有価証券評価差額金 28 　

その他 119 　

繰延税金資産小計 939 　

　評価性引当額 △791 　

繰延税金資産の純額 148 　

 

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3　

評価性引当金の増減額 3.3　

その他 0.9　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5　

　

　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自平成21年11月１日　至平成22年10月31日）　

当社では、北海道札幌市及び愛知県名古屋市において、賃貸用の居住用集合住宅(土地を含む。)を有しております。平成

22年10月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は89百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費

用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額(百万円) 当連結会計年度末の時価
(百万円)前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,798 △37 1,760 1,611

(注) １. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

     ２. 当連結会計年度増減額の減少額は、減価償却額37百万円であります。

     ３. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　

（追加情報）

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11

月28日）を適用しております。  　
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（セグメント情報等）

事業の種類別セグメント情報

 前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

 
メディア
事業

（百万円）

システム
関連事業
（百万円）

旅行事業
（百万円）

保険代理
事業

（百万円）

興行事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

Ⅰ売上高及び営業損益　 　 　 　 　 　 　 　 　

　売上高         

　(1)外部顧客に対する売
上高

8,540 610 1,959 917 2,53014,559 － 14,559

　(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 613 18 － 84 717 △717 －

計 8,542 1,224 1,977 917 2,61515,277△717 14,559

営業費用 5,415 1,112 1,975 357 2,69211,554△216 11,338

営業利益
（又は営業損失△）

3,126 112 1 559 △77 3,722 △501 3,221

Ⅱ資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

        

 資産 2,070 483 281 1,236 761 4,83412,79917,633

 減価償却費 300 4 1 34 2 343 52 396

 資本的支出 198 0 7 － 2 208 － 208

 （注）１．事業区分の方法

 　　　　　　事業は、サービスの種類及び性質により区分しております。

 　　　２．各区分に属する主要なサービス

事業区分 主要なサービス

 メディア事業
 情報誌「CHINTAI」、インターネット・サイト及び携帯電話向け情報サービス
を媒体とする広告掲載サービス等

 システム関連事業
 システム開発・運営、保守メンテナンス、機器ソフト販売、不動産会社の基幹シ
ステム構築及びグループウェア運用等

 旅行事業  海外旅行航空チケット販売及び海外アパートメント・ホテルの紹介等

 保険代理事業  入居者保険の販売代理

 興行事業
 バレエ、音楽、舞台芸術などの各種イベント公演の企画・制作及び興行の仲介
斡旋

 　　　３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、513百万円であります。その主なもの

は提出会社の管理部門等に係る費用であります。

 　　　４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、13,175百万円であります。その主なものは提出会社

が保有する余裕資金（現金及び預金）及び長期投資（投資不動産等）であります。

５．減価償却費及び資本的支出には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。

所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

　本邦以外の国又は地域に存在する連結子会社及び支店がないため、該当事項はありません。

　

海外売上高

前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。
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（関連当事者情報）

前連結会計年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

　

関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引　

（ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

㈱エイブル 東京都港区 2,622
不動産賃貸

仲介業

（被所有）

直接  0.41

当社の情報

誌等に広告

を掲載

広告掲載料

の受取
6,424売掛金 278

Web設備利

用料の受取
28未収入金　 2

事務所賃借

料等の支払
6差入保証金 5　　　

出向負担金

の支払
9未払金 0

出向負担金

の受取
5未収入金 0

キャンペー

ン報奨金の

支払

37 － －

取次手数料

等の支払
20 － －

エイブル保

証㈱　
東京都港区 100

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－

当社の情報

誌等に広告

を掲載　

広告掲載料

の受取
2売掛金 0

事務所賃借

料等の支払
60差入保証金

110

　　

社宅賃借料

等の支払
5
差入保証金

前払費用

0

0

販売促進費

の支払
0 － －

キャンペー

ン報奨金等

の支払

0 － －

取次手数料

等の支払
0　 － －　

投資不動産

管理手数料

等

140 － －

㈱ＦＡＴＺ
大阪府大阪

市
90　

経営コンサ

ルティング

業

－　
当社が販促

品を発注

贈答品等の

購入
0 － －　

販促品の購

入　
60 － －

㈱エイブル

リサーチ・

インターナ

ショナル

東京都港区 50

経営コンサ

ルティング

業

－

当社が調査

活動を委託

役員の兼任

　

業務委託費

の支払
30 － －

広告宣伝活

動の委託
0　　
未払金　

前払費用

0　

0
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（イ）連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

　
科目

期末残高
（百万円）

　

非連結子会
社

秦泰广告
（上海）
有限公司

中国上海市 75　
メディア事
業

所有
 直接 100.0
　

資金支援

広告媒体誌
面購入

35前払費用 　18

広告紙面製
作

1　　 未払金　 0　

ソフトウェ
アの売却

19　
長期未収入

金　
19　

増資の引受 61　 　－ －　

　

（ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

　
科目

期末残高
（百万円）

　

主要株主の
近親者

佐藤　進治
兵庫県西宮
市

－
経営コンサ
ルティング
業

－
当社が経営
指導を依頼

経営指導料
の支払

22 － 　－

　（注）１．上記（ア）、（イ）及び（ウ）の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税

等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が57％（間接所有を含む）を所有）との取

引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②Ｗｅｂ設備利用料は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

③事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。

④出向負担金の支払は、原則として出向者の月額賃金を基準に決定しております。

⑤出向負担金の受取は、原則として出向者の月額賃金を基準に決定しております。

⑥報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑦取次手数料等の支払は、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）と

の取引

①広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

②事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。なお、契約上、当社の子会社である

㈱サンスイとの賃貸借契約となっておりますが、実質的には同社を経由した当社とエイブル保証㈱との取

引と認識しております。

③社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

④販売促進費の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

⑤報奨金及び販促活動による協賛金の額は、広告取引高が一定額を超えた場合に応じて決定しております。

⑥取次手数料等の支払は、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

⑦投資不動産の管理手数料等については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（3）㈱ＦＡＴＺ（主要株主である佐藤茂の近親者が100％を所有）との取引

①贈答品等の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②販促品の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

 （4）㈱エイブルリサーチ・インターナショナル（関連当事者である㈱エイブルが100％を所有）との取引

①業務委託費は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②広告宣伝活動の委託は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。
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（5）秦泰广告（上海）有限公司（100％子会社）との取引

①広告媒体紙面の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

②広告紙面製作は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

③ソフトウエアの売却は、当社の帳簿価額ならびに実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

④増資の引受けは、当該子会社が行った増資を引受けたものであります。

 （6）佐藤進治（主要株主の近親者）との取引

　経営指導料の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（2）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等　

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

主要株主

㈱エイブル 東京都港区
2,622

　
不動産賃貸

仲介業

（被所有）

直接　0.41

　

当社の情報

誌等に広告

を掲載

システム保

守・開発等
622
売掛金

前受金　

59

0

旅行券等の

販売　
3売掛金 1

出向負担金

及び社宅費

等の支払

5

前払費用

差入保証金

買掛金　

0

0

0

エイブル保

証㈱
東京都港区 100

賃貸アパー

ト、マン

ションのサ

ブリース業

－

当社の情報

誌等に広告

を掲載　

システム保

守・開発等
62売掛金 5

旅行券等の

販売
0 － －

興行チケッ

トの販売

9

　
－ －

㈱ＦＡＴＺ
大阪府大阪

市　
90　

経営コンサ

ルタント
－　

当社が販促

品を発注

贈答品及び

販促品等の

購入　

18未払金 2

旅行券等の

販売
3 － －

システム保

守・開発等
0 － －

㈱エスアン

ドエフ

東京都中央

区

10

 
不動産管理

業
－ 被保証債権

被保証債権 752 － －

システム保

守・開発等
0 － －

医療法人社

団丸の内ク

リニック

東京都千代

田区
340　 医療法人 －

医療機器等

設備の提供

機器・シス

テム等使用

料及び保守

料の受取

45未収入金 7

事務所賃貸

料等の受取
116

未収入金

預り保証金

　

1

80

消耗品等の

販売
7未収入金 0

出向負担金

収入
4未収入金 0

貸付金等に

係る受取利

息

11貸付金 752
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　（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

 （1）㈱エイブル（主要株主である佐藤茂が５％、主要株主の近親者が57％（間接所有を含む）を所有）との取

引

①システム保守・開発等は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

②旅行券等の販売は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

③出向負担金の支払は、原則として出向者の月額賃金を基準に決定しております。

④社宅賃借料は、近隣の不動産賃借料を参考に決定しております。

 （2）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂が70％、主要株主の近親者が30％（間接所有を含む）を所有）と

の取引

①システム保守・開発等は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

②旅行券等の販売は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

③興行チケットの販売は、原則として通常の一般販売価格をもって決定しております。

 （3）㈱ＦＡＴＺ（主要株主である佐藤茂の近親者が100％を所有）との取引

①贈答品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。

②旅行券等の購入は、一般の取引条件と同様に決定しております。

③システム保守・開発等は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（4）㈱エスアンドエフ（主要株主である佐藤茂の近親者が100％（間接所有を含む）を所有）との取引

　①被保証債権は、当社子会社の貸付金について、当該会社が貸付先へ債務保証を行っているものであります。

なお、取引金額は、平成22年10月31日現在の保証残高であります。

②システム保守・開発等は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（5）医療法人社団丸の内クリニック（主要株主である佐藤茂が50％、主要株主の近親者が50％を出資）との取

引

　①機器・システム等使用料及び保守料については、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定してお

ります。

②事務所賃貸料は、近隣の賃料を参考に決定しております。

③消耗品等の販売は、実勢価格を参考としつつ、原則として交渉の上決定しております。

④出向負担金の受取は、原則として出向者の月額賃金を基準に決定しております。

⑤貸付金等に係る受取利息の金利については、市場金利を勘案して決定しております。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり純資産額 25,877円07銭

１株当たり当期純利益金額 3,347円33銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当期純利益（百万円） 1,731

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,731

期中平均株式数（株） 517,148

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

第８回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

（1）株式移転による共同持株会社の設立

当社と株式会社エイブルは平成22年４月12日締結された

「共同株式移転契約」に従い、平成22年11月１日付にて共

同で株式移転の方法により両社の完全親会社となる共同持

株会社「株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディング

ス」（以下「同社」といいます。）を設立し、同社は大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に新規上場いたし

ました。

なお、同社の新規上場に伴い、当社と株式会社エイブルは

同社の完全子会社となり、平成22年10月27日付で株式会社

大阪証券取引所において上場廃止となりました。

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの概

要は以下のとおりであります。

商号

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホール

ディングス

（英文名：ABLE CHINTAI HOLDINGS INC.）

本店所在地 東京都港区元赤坂一丁目５番５号　

代表者の氏

名

代表取締役会長　佐藤　茂

代表取締役社長　平田　竜史

資本金 30億円

事業の内容

賃貸物件の空室情報提供サービス、不動産

賃貸仲介、不動産管理、賃貸関連サービス等

の提供、書籍の出版、販売等を行う子会社の

経営管理及びそれに付帯又は関連する事業

等

株式移転比

率

当社株式１株につきエイブルＣＨＩＮＴＡ

Ｉホールディングス株式100株を、株式会社

エイブル１株につきエイブルＣＨＩＮＴＡ

Ｉホールディングス株式2.3株を交付

株式移転を

行った主な

理由

両社は、主たる事業領域である賃貸不動産

仲介事業における圧倒的優位性と、各ステ

ークホルダー様に対して最大の価値をご提

供することを目的に、以下の基本方針のも

と新たな企業グループを設立いたしまし

た。

① 両社にとっての「コア・コンピタン

ス」（企業の中核的な力）の再構築

賃貸不動産仲介事業における両社の強

みである「仕入」、「集客」、「仲介」の

三位一体での再構築を通じた、発展的なバ

リューチェーンの実現を目指してまいり

ます。
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前連結会計年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

株式移転を

行った主な

理由

② 新しいグループ成長戦略による「外部

成長」の加速

今回のグループ化による強固な連携の

もと、これまでの両社それぞれの独自戦略

を融合させ両社の共同成長の基盤にする

ことにより、積極的な外部成長を加速させ

てまいります。

③ 安心・快適で豊かな「くらし」のご提

案と実現

CHINTAIの提供するメディアとエイブル

の提供する店舗網の双方を通じたグルー

プの総合力により、安心・快適で豊かな

「くらし」をご提案し実現してまいりま

す。

株式移転日 平成22年11月１日

（2）自己株式の消却について

当社は上記１．に記載の「共同株式移転契約」に従い、

平成22年10月８日開催の取締役会において会社法第178条

の規定に基づき、次のとおり自己株式の消却を決議し、消却

いたしました。

① 消却する株式の種類

当社普通株式

② 消却する株式の数

33,200株

③ 消却実施日

平成22年11月１日　
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（２）財務諸表

①　貸借対照表

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成22年10月31日）
当事業年度

（平成23年10月31日）
資産の部 　 　
流動資産 　 　

現金及び預金 ※1
 9,648

※1
 5,228

売掛金 439 ※2
 399

製品 9 27
仕掛品 15 19
貯蔵品 31 31
前払費用 110 112
繰延税金資産 97 66

関係会社短期貸付金 ※2
 200

※2
 2,700

立替金 210 －

その他 43 ※2
 176

貸倒引当金 △3 △203
流動資産合計 10,803 8,559
固定資産 　 　
有形固定資産 　 　
建物 69 69
減価償却累計額 △32 △36
建物（純額） 37 32
工具、器具及び備品 321 287
減価償却累計額 △262 △246
工具、器具及び備品（純額） 59 40
土地 1 1
有形固定資産合計 97 74
無形固定資産 　 　
商標権 140 60
ソフトウエア 480 365
その他 7 7
無形固定資産合計 627 432
投資その他の資産 　 　
投資有価証券 541 485
関係会社株式 422 486
関係会社出資金 75 0
破産更生債権等 14 16
長期前払費用 6 4
繰延税金資産 10 8

投資不動産（純額） ※3
 1,760

※3
 1,724

差入保証金 219 152
その他 128 213

貸倒引当金 △14 ※2
 △16

投資その他の資産合計 3,165 3,075
固定資産合計 3,890 3,582
資産合計 14,693 12,142
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成22年10月31日）
当事業年度

（平成23年10月31日）
負債の部 　 　
流動負債 　 　
買掛金 99 116
短期借入金 1,400 －
未払金 323 343
未払費用 10 6
未払法人税等 585 327
前受金　 7 11
預り金 6 9
前受収益 3 0
賞与引当金 37 21
役員賞与引当金 8 5
その他 67 1
流動負債合計 2,549 844
固定負債 　 　
その他 7 6
固定負債合計 7 6
負債合計 2,556 851
純資産の部 　 　
株主資本 　 　
資本金 2,070 2,070
資本剰余金 　 　
資本準備金 3,165 3,165
資本剰余金合計 3,165 3,165
利益剰余金 　 　
利益準備金 7 7
その他利益剰余金 　 　
別途積立金 500 500
繰越利益剰余金 7,280 5,557
利益剰余金合計 7,788 6,065
自己株式 △886 －
株主資本合計 12,136 11,300
評価・換算差額等 　 　
その他有価証券評価差額金 △16 △9
評価・換算差額等合計 △16 △9
新株予約権 16 －
純資産合計 12,136 11,291
負債純資産合計 14,693 12,142
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②　損益計算書

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

売上高 8,542 7,629

売上原価 ※1
 2,067

※1
 2,036

売上総利益 6,474 5,592

販売費及び一般管理費 ※2
 3,862

※2
 3,250

営業利益 2,611 2,342
営業外収益 　 　
受取利息 7 18

受取配当金 ※5
 274

※5
 239

投資不動産賃貸料 156 155
その他 23 21
営業外収益合計 462 435
営業外費用 　 　
支払利息 10 4

貸倒引当金繰入額 － ※5
 200

不動産賃貸費用 66 64
匿名組合投資損失 78 29
システム委託開発料 － 230
投資事業組合運用損 75 －
貸倒損失 － 19
その他 7 29
営業外費用合計 239 577
経常利益 2,834 2,200
特別利益 　 　

固定資産売却益 ※3
 2 －

貸倒引当金戻入額 0 －
賞与引当金戻入額 － 3
新株予約権戻入益 － 16
特別利益合計 3 19
特別損失 　 　

固定資産除却損 ※4
 1

※4
 2

投資有価証券評価損 － 11
関係会社株式評価損 84 －
関係会社出資金評価損 － 105

災害による損失 － ※6
 21

会員権評価損 5 －
特別損失合計 90 140
税引前当期純利益 2,747 2,079
法人税、住民税及び事業税 1,080 881
法人税等調整額 24 28
法人税等合計 1,105 910
当期純利益 1,641 1,169
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　　 売上原価明細書

  
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  328 15.9 314 15.3
Ⅱ　労務費  94 4.5 127 6.2
Ⅲ　経費 ※ 1,651 79.6 1,618 78.5
当期総製造費用  2,074 100.0 2,061 100.0
期首仕掛品たな卸高  11 　 15 　
期首製品たな卸高  7 　 9 　
合計 　 2,093 　 2,086 　
期末仕掛品たな卸高  15 　 19 　
期末製品たな卸高  9 　 29 　
当期売上原価  2,067 　 2,036 　
  　 　 　 　

(注)

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

原価計算の方法

　雑誌・書籍

　個別原価計算であります。

原価計算の方法

　雑誌・書籍

　　　　　　　　　　　同左

※　主な内訳は次のとおりであります。 ※　主な内訳は次のとおりであります。

外注制作費 622百万円

外注編集費 169百万円

外注制作費 620百万円

外注編集費 170百万円
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③　株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

株主資本 　 　
資本金 　 　
前期末残高 2,070 2,070
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 2,070 2,070
資本剰余金 　 　
資本準備金 　 　
前期末残高 3,165 3,165
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 3,165 3,165
資本剰余金合計 　 　
前期末残高 3,165 3,165
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 3,165 3,165

利益剰余金 　 　
利益準備金 　 　
前期末残高 7 7
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 7 7
その他利益剰余金 　 　
別途積立金 　 　
前期末残高 500 500
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 500 500
繰越利益剰余金 　 　
前期末残高 6,505 7,280
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △866 △2,005
当期純利益 1,641 1,169
自己株式の消却 － △886
当期変動額合計 775 △1,723
当期末残高 7,280 5,557
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

利益剰余金合計 　 　
前期末残高 7,012 7,788
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △866 △2,005
当期純利益 1,641 1,169
自己株式の消却 － △886
当期変動額合計 775 △1,723
当期末残高 7,788 6,065

自己株式 　 　
前期末残高 △886 △886
当期変動額 　 　
自己株式の消却 － 886
当期変動額合計 － 886
当期末残高 △886 －
株主資本合計 　 　
前期末残高 11,360 12,136
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △866 △2,005
当期純利益 1,641 1,169
当期変動額合計 775 △836
当期末残高 12,136 11,300

評価・換算差額等 　 　
その他有価証券評価差額金 　 　
前期末残高 △17 △16
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 6
当期変動額合計 1 6
当期末残高 △16 △9
評価・換算差額等合計 　 　
前期末残高 △17 △16
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 6
当期変動額合計 1 6
当期末残高 △16 △9

新株予約権 　 　
前期末残高 － 16
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16 △16
当期変動額合計 16 △16
当期末残高 16 －
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

純資産合計 　 　
前期末残高 11,343 12,136
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △866 △2,005
当期純利益 1,641 1,169
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 18 △9
当期変動額合計 793 △845
当期末残高 12,136 11,291
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④　キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

　
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
税引前当期純利益 2,079
減価償却費 348
新株予約権戻入益 △16
貸倒引当金の増減額（△は減少） 201
賞与引当金の増減額（△は減少） △16
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3
為替差損益（△は益） 6
受取利息及び受取配当金 △258
支払利息 4
固定資産除却損 2
関係会社出資金評価損 105
投資有価証券評価損益（△は益） 11
災害損失 21
匿名組合投資損益（△は益） 29
投資事業組合運用損益（△は益） 22
売上債権の増減額（△は増加） 18
たな卸資産の増減額（△は増加） △21
仕入債務の増減額（△は減少） 15
その他 304
小計 2,855
利息及び配当金の受取額 258
利息の支払額 △3
法人税等の支払額 △1,136
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,974

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

132/222



（単位：百万円）

　
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　
固定資産の取得による支出 △99
定期預金の預入による支出 △26
関係会社株式及び出資金の払込による支出 △94
貸付けによる支出 △4,215
貸付金の回収による収入 1,715
差入保証金の回収による収入 67
保険積立金の積立による支出 △35
その他 △313
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,002
財務活動によるキャッシュ・フロー 　
短期借入金の純増減額（△は減少） △1,400
配当金の支払額 △2,011
財務活動によるキャッシュ・フロー △3,411
現金及び現金同等物に係る換算差額 △6
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,445
現金及び現金同等物の期首残高 9,626

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 5,180
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

（1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

（1）子会社株式及び関連会社株式

同左

　 （2）その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

（2）その他有価証券

時価のないもの

同左

　 　なお、投資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資については、持分相

当額を純額で取り込む方法によっており

ます。

同左

 ２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

（1）製品及び仕掛品

個別法による原価法（貸借対照表価額

は収益性の低下に基づく簿価引下げの方

法により算定）を採用しております。　

（1）製品及び仕掛品　

同左　

 （2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価引

下げの方法により算定）を採用しており

ます。

（2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

（1）有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を除く）に

ついては定額法）を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

・建物３～47年

・工具器具備品３～20年

（1）有形固定資産

同左

　 （2）無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）

に基づいております。

（2）無形固定資産

同左

４．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。　

（1）貸倒引当金

同左

　 （2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上しております。

（2）賞与引当金

同左

　 （3）役員賞与引当金

当社は、役員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

（3）役員賞与引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

――――――― 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。　

消費税の会計処理

同左

　

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用）

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。　

　 （企業結合に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成

20年12月26日）「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第７号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用しており

ます。　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産の「その他」に含めて表示して

おりました「立替金」は、当事業年度において、資産の総額

の100分の１を超えたため区分掲記しております。

　なお、前事業年度における「立替金」の金額は、0百万円で

あります。

（貸借対照表）

前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」は、

資産の総額の100分の１以下となったため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示することにしました。

なお、当事業年度における「立替金」の金額は、91百万円

であります。

――――――― （損益計算書）

前事業年度まで区分掲記しておりました「投資事業組合

運用損」は、営業外費用の総額の100分の10以下となったた

め、営業外費用の「その他」に含めて表示することにしま

した。

なお、当事業年度における「投資事業組合運用損」の金

額は、22百万円であります。　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年10月31日）

当事業年度
（平成23年10月31日）

※１　担保資産及び担保対応債務

担保提供資産

　現金及び預金　　　　　　　　　　 22百万円

担保対応債務

上記の現金及び預金は、関係会社の仕入債務18

百万円の担保に供しております。

※２　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。　

　流動資産

　　短期貸付金　

　

200百万円　

　

※１　担保資産及び担保対応債務

担保提供資産

現金及び預金　　　　　　　　　　 48百万円

担保対応債務

上記の現金及び預金は、関係会社の仕入債務23

百万円の担保に供しております。

※２　関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

　流動資産

　　売掛金　

　　その他（未収入金）

　　その他（立替金）

　投資その他の資産

貸倒引当金　

　

241百万円　

46

91

　

△200

※３　投資不動産の減価償却累計額　　　　　 74百万円 ※３　投資不動産の減価償却累計額　　　　　110百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　期末たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 10百万円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は51％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は49％でありま

す。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　　広告宣伝費　　　　　　　　　　　1,149百万円

　　販売促進費　　　　　　　　　　　　404

　　配送費　　　　　　　　　　　　　　270

　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　3

　　役員報酬　　　　　　　　　　　　　196

　　給与諸手当　　　　　　　　　　　　430

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 32

　　役員賞与引当金繰入額　　　　　　　　8

　　業務委託費　　　　　　　　　　　　323

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　126

　

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　ソフトウエア　　　　　　　　　　　　2百万円

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 1百万円　

工具、器具及び備品 0百万円　

　計 1百万円　

※５　関係会社に対するものは次のとおりであります。

　　受取配当金　　　　　　　　　　　　274百万円

　

６　　　　　　　―――――――

※１　期末たな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12百万円

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は49％、一般管

理費に属する費用のおおよその割合は51％でありま

す。

　　　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　　広告宣伝費　　　　　　　　　　　　670百万円

　　販売促進費　　　　　　　　　　　　375

　　販売手数料　　　　　　　　　　　　282　

　　配送費　　　　　　　　　　　　　　268

　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　　　1

　　給与諸手当　　　　　　　　　　　　303

　　賞与引当金繰入額　　　　　　　　　 17

　　役員賞与引当金繰入額　　　　　　　　5

　　顧問料　　　　　　　　　　　　　　306　

　　業務委託費　　　　　　　　　　　　269

　　減価償却費　　　　　　　　　　　　129

３　　　　　　　―――――――

　

※４　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

工具、器具及び備品 1百万円　

ソフトウエア 0百万円　

　計 2百万円　

※５　関係会社に対するものは次のとおりであります。

　　受取配当金　　　　　　　　　　　　239百万円

　　貸倒引当金繰入額（営業外費用）　　200　　

※６　災害による損失は、平成23年３月11日に発生した東日

本大震災に伴う損失額を計上しております。

なお、主な内訳は以下のとおりであります。　

復興支援による売上債権の免除　　 　20百万円

その他　　　　　　　　　　　　　　　1　
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（株主資本等変動計算書関係）

　前事業年度（自　平成21年11月１日　至　平成22年10月31日）

　

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

前事業年度末

株式数

(株)　

当事業年度

増加株式数

(株)　

当事業年度

減少株式数

(株)　

当事業年度末

株式数

(株)　

　普通株式 33,200　 －　 －　 33,200　

合計 33,200　 －　 －　 33,200　

　

　当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

前事業年度末

株式数

(株)　

当事業年度

増加株式数

(株)　

当事業年度

減少株式数

(株)　

当事業年度末

株式数

(株)　

　発行済株式 　 　 　 　

　　普通株式（注） 550,348　 －　 33,200　 517,148　

合計 550,348　 －　 33,200　 517,148　

　自己株式 　 　 　 　

　　普通株式（注） 33,200　 －　 33,200　 －　

合計 33,200　 －　 33,200　 －　

（注）普通株式の発行済株式の総数の減少33,200株及び自己株式の株式数の減少33,200株は、取締役会決議による自己株

式の消却によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 当事業年度

末残高

（百万円）

　

前事業年度

末

当事業年度

増加

当事業年度

減少

当事業年度

末

提出会社 第８回　新株予約権 普通株式 － －　 － －　 －　

合計 － － －　 － －　 －　

　

３．配当に関する事項　

（1）配当金支払額

　

（決議）　
株式の種類　

配当金の総額

（百万円）　

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成23年１月28日

定時株主総会　
普通株式　 465　 900.00　

平成22年10月31日

　

平成23年１月31日

　

平成23年３月25日

臨時株主総会　
普通株式 1,540　 2,977.88　

平成23年１月31日

　
平成23年４月15日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　

該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載

されている科目の金額との関係

（平成23年10月31日現在）

現金及び預金勘定 5,228百万円

預金期間が３ヶ月を超える定期
預金等

48百万円

現金及び現金同等物 5,180百万円
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年10月31日以前のリース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっており、その内容は次のとおりであります。

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

同左

　

　

　

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具、器具及
び備品

345 201 144

合計 345 201 144

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

工具、器具及
び備品

345 270 74

合計 345 270 74

（2）未経過リース料期末残高相当額 （2）未経過リース料期末残高相当額

１年内　 　71百万円

１年超　 79百万円　

合計 150百万円　

１年内　 　73百万円

１年超　 6百万円　

合計 79百万円　

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 74百万円　

減価償却費相当額 69百万円　

支払利息相当額 5百万円　

（3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 74百万円　

減価償却費相当額 69百万円　

支払利息相当額 3百万円　

（4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

（4）減価償却費相当額の算定方法

同左

（5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については利息法

によっております。

（5）利息相当額の算定方法

同左

２.オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年内 1百万円　

１年超 －百万円　

合計 1百万円　

２.　　　　　　　　―――――――　

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

140/222



（金融商品関係）

　当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、設備投資に必要な資金、その他所要資金は手元資金に

て行う方針にしております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

貸付金は、関係先企業に対する債権であり、関係先企業の信用リスクに晒されております。

投資有価証券及び関係会社出資金は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び出資金であり、市場価格の変動リ

スクや、当該企業の財務状況が悪化するリスクに晒されております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

（3）金融商品のリスク管理体制

営業債権である売掛金は、債権管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

貸付金は、関係先企業に対する債権であり、当該信用リスクの管理にあたっては、定期的に貸付先の財務状況を把握

し、回収可能性の評価を決算期ごとに確認しております。

投資有価証券及び関係会社出資金は、主に業務上の関係を有する企業の株式及び出資金であり、定期的に時価や発

行体の財務状況を把握し、評価について決算期ごとに確認しております。

営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

平成23年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの、並びに総資産の金額の100分の５以下であり重要性の乏

しいものについては次表に含めておりません（（注）2．参照）。

　
貸借対照表計上額

（百万円）　

時価

（百万円）　

差額

（百万円）　

（1）現金及び預金 5,228　　　 5,228　　 －　　

（2）売掛金 　399　 　399　　 －　　

（3）短期貸付金　　 　2,700　　 　　　　 　

貸倒引当金（※）　　 　△200　　 　　　　 　

　 　2,500　　 2,500　　　 －　

（4）投資有価証券　　 　11　　 11　　　 －　

（5）破産更生債権等　　 　16　　 　　　 　

貸倒引当金（※）　　 　△16　　 　　　　 　

　 　0　　 0　　　 －　

（6）差入保証金　 　152　　 149　　　 △3　

資産計　 8,292　 8,289　 △3　

（1）買掛金 116　 116　 －　　

（2）未払金 　343　　 　343　　 －　　

（3）未払法人税等　 　　327　 　327　 －　　

（4）預り金 　　9　 　9　 －　　

負債計 796　 796　 －　

（※）短期貸付金、破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項　

資　産

（1）現金及び預金、（2）売掛金、（3）短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。　

（4）投資有価証券

取引所の価格によっております。

（5）破産更生債権等

担保及び保証による回収見込額等により算定しております。

（6）差入保証金

将来キャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いた現在価値により算定しております。

負　債　

（1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、（4）預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区分 貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式、匿名組合等出資金

関係会社株式

関係会社出資金　

473　

486

0　

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表には含めてお

りません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内
（百万円）　

１年超
５年以内
（百万円）　

５年超
10年以内
（百万円）　

10年超
（百万円）　

現金及び預金　 5,228　 －　 －　 －　

売掛金　 399　 －　 －　 －　

短期貸付金　 2,700　 －　 －　 －　

投資有価証券 　 　 　 　

その他有価証券のうち満期が

あるもの　
　 　 　 　

(1) 債権（社債）　 －　 －　 －　 －　

(2) その他　 13　 288　 －　 －　

破産更生債権等 　 －　 －　 －　 16　

差入保証金　 －　 152　 －　 －

合計　 8,341　 441　 －　 16　

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成22年10月31日）

関係会社株式（貸借対照表計上額　422百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、記載しておりません。

当事業年度（平成23年10月31日）

関係会社株式及び投資有価証券（貸借対照表計上額　関係会社株式486百万円、投資有価証券485百万円）は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。　
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（ストック・オプション等関係）

 当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

 １．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（1）ストック・オプションの内容

 第８回ストック・オプション

 付与対象者の区分及び人数  当社及び当社子会社の取締役、監査役及び従業員55名

ストック・オプションの付与数　

（注）１
普通株式　9,140株

 付与日 平成22年４月30日

 権利確定条件
 付与日（平成22年４月30日）以降、権利確定日（平成24年４
月30日）まで継続して勤務していること。

 対象勤務期間  自　平成22年４月30日　至　平成24年４月30日

 権利行使期間  自　平成24年５月１日　至　平成26年４月30日

（注）１．株式数に換算して計算しております。

２．第８回新株予約権は、平成22年11月１日付の共同株式移転により、当社が株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩ

ホールディングスの完全子会社となったことに伴い、同日付で当社の第８回新株予約権は消滅し、当該新株予

約権者に対して株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの第１回新株予約権が交付されたため、当

事業年度末現在、新株予約権の残高はありません。　

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　　　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

　　①ストック・オプションの数

 第８回ストック・オプション

 権利確定前　　 　（株）  

 　前連結会計年度末 9,140

 　付与 －

 　失効 9,140

 　権利確定 －

 　未確定残 －

 権利確定後　　　 （株）  

 　前連結会計年度末 －

 　権利確定 －

 　権利行使 －

 　失効 －

 　末行使残 －

　　②単価情報

 第８回ストック・オプション

 権利行使価格　　 （円） 35,650

 行使時平均株価　 （円） －

 公正な評価単価
7,149

 　　　（付与日） （円）
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年10月31日）

当事業年度
（平成23年10月31日）

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産 　　

賞与引当金損金算入限度超過額 16百万円

未払事業税否認 45 　

売掛金調整 22 　

関係会社株式評価損 1,042　

投資有価証券評価損 57 　

減価償却超過額 22 　

その他有価証券評価差額金 10 　

その他 20 　

繰延税金資産合計 1,237　

　評価性引当額 △1,129　

繰延税金資産の純額 108 　

繰延税金資産 　　

賞与引当金損金算入限度超過額 10百万円

未払事業税否認 26 　

売掛金調整 11 　

貸倒引当金損金算入限度超過額 10 　

貸倒損失 7 　

関係会社株式評価損 1,103　

投資有価証券評価損 63 　

減価償却超過額 25 　

その他有価証券評価差額金 6 　

ソフトウエア費用計上否認 93 　

その他 16 　

繰延税金資産小計 1,374　

　評価性引当額 △1,299　

繰延税金資産合計 74 　

繰延税金負債 　 　

その他 0 　

繰延税金負債合計 0 　

繰延税金資産の純額 74 　

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5　

受取配当金等永久に損金に算入されない

項目
△4.0

　

住民税均等割等 0.3　

評価性引当額 1.8　

その他 0.6　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.2　

　

法定実効税率 40.7%

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7　

受取配当金等永久に損金に算入されない

項目
△5.0

　

住民税均等割等 0.4　

評価性引当額 8.2　

その他 △1.2　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.8　

（3）決算日後に法人税等の税率の変更があった場合のその

内容及び影響

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応し

た税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災か

らの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公

布されております。

これに伴い、平成24年11月１日から平成27年10月31日

の期間に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率を40.7％から38.0％

に、平成27年11月１日以降解消が見込まれる繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を

35.6％に変更されます。

  この変更による影響は軽微であります。　

（企業結合等関係）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

該当事項はありません。　

　

（資産除去債務関係）

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

144/222



当事業年度末（平成23年10月31日）

該当事項はありません。

　

（賃貸等不動産関係）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

当社では、北海道札幌市及び愛知県名古屋市において、賃貸用の居住用集合住宅（土地を含む。）を有しておりま

す。平成23年10月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は90百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費

用は営業外費用に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は次のとおりであります。　

貸借対照表計上額（百万円） 当事業年度末の時価

（百万円）　前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

1,760　 △36　 1,724　 1,583　

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を子所した金額であります。　

２．当事業年度増減額の減少額は、減価償却額36百万円であります。

３．当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いてち

調整を行ったものを含む。）であります。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

当社は、メディア事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

関連情報

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記

載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）　

顧客の氏名又は名称　 売上高　 関連するセグメント名　

株式会社エイブル　 5,701　 メディア事業

　

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　該当事項はありません。

　

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　　　　　　　　該当事項はありません。　

　

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　　　　　　　　該当事項はありません。　
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（関連当事者情報）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）　

（1）関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類　
会社等の名
称又は氏名
　

所在地　
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の内容　
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社　

㈱エイブル
ＣＨＩＮＴ
ＡＩホール
ディングス　

東京都港
区　

3,000　　
経営の管理
・監督・指
導　

（被所有）
　直接 100.0　

当社が経営指
導を委託　

資金の貸付　 3,300　
短期貸付
金　

2,500　

資金支援　
貸付金の回収
　

800　 －　 －　

役員の兼務　
出向負担金等
の受取　

530　 － －　

（イ）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類　
会社等の名
称又は氏名
　

所在地　
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の内容　
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社　
㈱エーシー
サービス　

東京都港
区　

220　　
保険代理事
業　

（所有）
　直接 100.0　

資金支援　 貸付金の回収
　

200　　 －　 　－　
役員の兼務　

同上　

㈱ＣＨＩＮ
ＴＡＩトラ
ベルサービ
ス　

東京都港
区　

330　　 旅行事業　
（所有）
　直接 100.0　

資金支援　 資金の貸付　 715　 －　 －　

役員の兼務　
貸付金の回収
　

715　 －　 －　

同上　 ㈱光藍社　
東京都文
京区　

10　　 興行事業　
（所有）
　直接 100.0　

資金支援　 資金の貸付　 200　
短期貸付
金

200　

役員の兼務　
貸倒引当金繰
入額　

200　
貸倒引当
金　

200　

同上　
秦泰广告
（上海）有
限公司　

中国上海
市

105　　
メディア事
業　

（所有）
　直接 100　

資金支援　 増資の引受　 29　 －　 －　

役員の兼務 貸倒損失　 19　 －　 －　

（ウ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等　

種類　
会社等の名
称又は氏名
　

所在地　
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の内容　
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社　

エイブル保
証㈱　

東京都港
区　

100　　

賃貸アパー
ト、マンショ
ンのサブ
リース業　

－
当社の情報誌
等に広告を掲
載

事務所賃貸料
等の支払　

52　　
前払費用 2　　
差入保証
金　

55　

投資不動産管
理手数料等の
支払　

16　 － －　

投資不動産家
賃等の受取　

155　 －　 －　

広告掲載料等
の受取　

11　 売掛金　 0　

同上　 ㈱ＦＡＴＺ　
大阪府大
阪市　

90　
経営コンサ
ルティング
業　

－　
当社が販促品
を発注　

販促品等の購
入　

59　 未払金　 31　

役員の近
親者　

佐藤　進治　
大阪府大
阪市中央
区

－　
経営コンサ
ルティング
業　

－　
当社が経営指
導を委託　

経営指導料の
支払　

22　 － －　

（エ）財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類　
会社等の名
称又は氏名
　

所在地　
資本金又は
出資金
（百万円）　

事業の内容
又は職業　

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係　

取引の内容　
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社　

㈱エイブル　
東京都港
区　

2,622　　
不動産賃貸
仲介業　

－　

当社の情報誌
等に広告を掲
載　

広告掲載料等
の受取　

5,694　　 売掛金　 240　　

役員の兼務　

（注）１．上記（ア）～（エ）の金額のうち、取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

おります。
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２．取引条件及び取引条件の決定方法等

（1）株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス（親会社）との取引

　 ①　貸付金に係る受取利息の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

　 ②  出向負担金は、原則として出向者の月額賃金を基準に決定しております。

（2）株式会社エーシーサービス（100％子会社）との取引

　 ①  貸付金に係る受取利息の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

（3）株式会社ＣＨＩＮＴＡＩトラベルサービス（100％子会社）との取引

　 ①  貸付金に係る受取利息の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

（4）株式会社光藍社（100％子会社）との取引

　 ①  貸付金に係る受取利息の金利は、市場金利を勘案して決定しております。

　 ②  貸倒引当金繰入は、当該子会社に対する短期貸付金について計上したものであります。

（5）秦泰广告（上海）有限公司（100％子会社）との取引

　 ①  増資の引受けは、当該子会社が行った増資を引受けたものであります。

　 ②  貸倒損失は、当該子会社に対する長期未収入金について貸倒れたものです。

（6）株式会社エイブル（同一の親をもつ会社）との取引

　 ①  広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

（7）エイブル保証株式会社（役員である佐藤茂が70％、その近親者が30％（間接所有を含む）を所有）との取引

　 ①  事務所賃借料は、不動産鑑定士の鑑定評価を参考に決定しております。

　 ②  投資不動産の管理手数料等は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

　 ③  広告掲載料は、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

（8）株式会社ＦＡＴＺ（役員である佐藤茂の近親者が100％を所有）との取引

　 ①  販促品の購入は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（9）佐藤進治（役員の近親者）との取引

　 ①  経営指導料の支払は、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

　

（2）親会社に関する情報

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス（大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に上場

（平成23年10月31日現在）
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり純資産額 23,437.11円

１株当たり当期純利益金額 3,174.93円

１株当たり純資産額 21,833.68円

１株当たり当期純利益金額 2,261.08円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。　

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。　

　（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

当期純利益（百万円） 1,641 1,169

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,641 1,169

期中平均株式数（株） 517,148 517,148

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たりの当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要　

第８回新株予約権。この詳細は、

「第４提出会社の状況、１株式等

の状況、(2)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであります。

　

―――――――
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（1）株式移転による共同持株会社の設立

当社と株式会社エイブルは平成22年４月12日締結された

「共同株式移転契約」に従い、平成22年11月１日付にて共

同で株式移転の方法により両社の完全親会社となる共同持

株会社「株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディング

ス」（以下「同社」といいます。）を設立し、同社は大阪証

券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に新規上場いたし

ました。

なお、同社の新規上場に伴い、当社と株式会社エイブルは

同社の完全子会社となり、平成22年10月27日付で株式会社

大阪証券取引所において上場廃止となりました。

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの概

要は以下のとおりであります。

商号　

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホール

ディングス

（英文名：ABLE CHINTAI HOLDINGS INC.）　

本店所在地　 東京都港区元赤坂一丁目５番５号　

代表者の氏

名　

代表取締役会長　佐藤　茂

代表取締役社長　平田　竜史　

資本金　 30億円　

事業の内容　

賃貸物件の空室情報提供サービス、不動産

賃貸仲介、不動産管理、賃貸関連サービス等

の提供、書籍の出版、販売等を行う子会社の

経営管理及びそれに付帯又は関連する事業

等

株式移転比

率　

当社株式１株につきエイブルＣＨＩＮＴＡ

Ｉホールディングス株式100株を、株式会社

エイブル１株につきエイブルＣＨＩＮＴＡ

Ｉホールディングス株式2.3株を交付

株式移転を

行った主な

理由　

両社は、主たる事業領域である賃貸不動産

仲介事業における圧倒的優位性と、各ス

テークホルダー様に対して最大の価値をご

提供することを目的に、以下の基本方針の

もと新たな企業グループを設立いたしまし

た。

① 両社にとっての「コア・コンピタン

ス」（企業の中核的な力）の再構築

賃貸不動産仲介事業における両社の強

みである「仕入」、「集客」、「仲介」

の三位一体での再構築を通じた、発展的

なバリューチェーンの実現を目指してま

いります。

　

―――――――
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前事業年度
（自　平成21年11月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

　

株式移転を

行った主な

理由

② 新しいグループ成長戦略による「外部

成長」の加速

今回のグループ化による強固な連携のも

と、これまでの両社それぞれの独自戦略を

融合させ両社の共同成長の基盤にすること

により、積極的な外部成長を加速させてま

いります。

③ 安心・快適で豊かな「くらし」のご提

案と実現

ＣＨＩＮＴＡＩの提供するメディアとエ

イブルの提供する店舗網の双方を通じたグ

ループの総合力により、安心・快適で豊か

な「くらし」をご提案し実現してまいりま

す。

株式移転日 平成22年11月１日　

―――――――　　

（2）自己株式の消却について　

当社は上記１．に記載の「共同株式移転契約」に従い、

平成22年10月８日開催の取締役会において会社法第178条

の規定に基づき、次のとおり自己株式の消却を決議し、消却

いたしました。

①　消却する株式の種類　　

　　　当社普通株式　

②　消却する株式の数

　　　33,200株

③　消却実施日

　　　平成22年11月１日

―――――――
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⑤　附属明細表

有価証券明細表

　　　　　　株式　

銘柄　 株式数（株）　
貸借対照表計上額

（百万円）　

投資有価証券　
その他有

価証券　

㈱オープンドア　 275　 167　

㈱アドパーク　 280　 15　

㈱ディスティナ・ジャパン　 50　 0　

計　 605　 182　

　

　　　　　　その他

種類及び銘柄　 投資口数等（口）　
貸借対照表計上額

（百万円）　

投資有価証券　
その他有

価証券　

（匿名組合契約） 　 　

匿名組合契約（２銘柄） －　 92　

（投資事業有限責任組合契約）　 　 　

投資事業有限責任組合契約（３銘柄） 32　 209　

計　 32　 302　
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有形固定資産等明細表

資産の種類　
前期末残高

（百万円）　

当期増加額

（百万円）　
当期減少額
（百万円）　

当期末残高
（百万円）　

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

（百万円）　

当期償却額
（百万円）　

差引当期末
残高
（百万円）　

有形固定資産　 　 　 　 　 　 　 　

建物　 69　 －　 －　 69　 36　 4　 32　

工具、器具及び備品　 321　 2　 36　 287　 246　 19　 40　

土地　 1　 －　 －　 1　 －　 －　 1　

有形固定資産計　 392　 2　 36　 357　 283　 23　 74　

無形固定資産　 　 　 　 　 　 　 　

商標権　 800　 －　 －　 800　 740　 80　 60　

ソフトウエア　 974　 91　 32　 1,034　 668　 205　 365　

その他　 7　 －　 －　 7　 －　 －　 7　

無形固定資産計　 1,781　 91　 32　 1,841　 1,408　 285　 432　

長期前払費用　 74　 0　 －　 75　 70　 2　 4　

投資不動産　 1,835　 －　 －　 1,835　 110　 35　 1,724　

（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。　

資産の種類　 内容 増加額（百万円）　

工具、器具及び備品　 サーバーの購入　 2　

ソフトウエア　 Ｗｅｂサイト等の開発　 88　

２．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類　 内容 増加額（百万円）　

工具、器具及び備品　 広告用屋外看板の除却 32　

ソフトウエア　 広告出稿システムの除却 24　

３．投資不動産の内訳は次のとおりであります。　

区分　
取得価額

（百万円）　

減価償却累計額

（百万円）　

うち当期償却額

（百万円）　

差引期末残高

（百万円）　

建物　 1,348　 89　 30　 1,258　

構築物　 2　 1　 0　 1　

機械装置　 35　 19　 5　 15　

土地　 449　 －　 －　 449　

計　 1,835　 110　 35　 1,724　

　

社債明細表

　　　　　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

153/222



引当金明細表

区分　
前期末残高
（百万円）　

当期増加額
（百万円）　

当期減少額
（目的使用）　
（百万円）　

当期減少額
（その他）　
（百万円）　

当期末残高　
（百万円）

貸倒引当金　 17　 201　 －　 0　 219　

賞与引当金 37　 21　 34　 3　 21　

役員賞与引当金　 8　 5　 8　 －　 5　

（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」0百万円は、入金等による取崩額であります。

２．賞与引当金の「当期減少額（その他）」3百万円は、支給に至らなかったものであります。　

　

資産除去債務明細表

　　　　　該当事項はありません。　

　

次へ
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（株式会社エイブル）

（１）連結財務諸表

①　連結貸借対照表

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成22年10月31日）
資産の部 　
流動資産 　
現金及び預金 14,941
営業未収入金 921

有価証券 ※１
　1,165

貯蔵品 60
前払費用 377
繰延税金資産 520
その他 143
貸倒引当金 △20
流動資産合計 18,108
固定資産 　
有形固定資産 　
建物 5,760
減価償却累計額 △2,192
建物（純額） 3,567
構築物 70
減価償却累計額 △45
構築物（純額） 25
機械及び装置 1
減価償却累計額 △1
機械及び装置（純額） 0
工具、器具及び備品 1,202
減価償却累計額 △968
工具、器具及び備品（純額） 233
土地 3,584
リース資産 98
減価償却累計額 △29
リース資産（純額） 68
有形固定資産合計 7,479
無形固定資産 　
借地権 143
ソフトウエア 256
のれん 53
その他 111
無形固定資産合計 565
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成22年10月31日）
投資その他の資産 　

投資有価証券 ※１
　1,604

長期貸付金 1
長期前払費用 75
差入保証金 2,536
保険積立金 217
破産更生債権等 47
繰延税金資産 649
その他 10
貸倒引当金 △51
投資その他の資産合計 5,090
固定資産合計 13,136
資産合計 31,244
負債の部 　
流動負債 　
営業未払金 621
短期借入金 2
リース債務 32
未払金 463
未払費用 256
未払法人税等 815
未払消費税等 169
前受金 320
営業預り金 8,530
預り金 175
前受収益 12
賞与引当金 931
その他 75
流動負債合計 12,408
固定負債 　
長期借入金 2
リース債務 64
退職給付引当金 1,399
長期預り保証金 177
その他 27
固定負債合計 1,671
負債合計 14,080
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（平成22年10月31日）
純資産の部 　
株主資本 　
資本金 2,622
資本剰余金 2,831
利益剰余金 11,733

自己株式 ※２
　△213

株主資本合計 16,973
評価・換算差額等 　
その他有価証券評価差額金 △35
為替換算調整勘定 86
評価・換算差額等合計 50
新株予約権 4
少数株主持分 135
純資産合計 17,164
負債純資産合計 31,244
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②　連結損益計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

売上高 19,530
売上原価 4,687
売上総利益 14,843

販売費及び一般管理費 ※１
　13,496

営業利益 1,347
営業外収益 　
受取利息 10
受取配当金 2
不動産賃貸料 72
協賛金収入 18
その他 55
営業外収益合計 158
営業外費用 　
支払利息 1
不動産賃貸原価 25
事務所移転費用 10
匿名組合等投資損失 24
為替差損 13
その他 18
営業外費用合計 93
経常利益 1,411
特別利益 　

国庫助成金 ※２
　18

特別利益合計 18
特別損失 　

固定資産除却損 ※３
　26

投資有価証券評価損 ※４
　5

会員権評価損 ※５
　4

特別損失合計 36
税金等調整前当期純利益 1,393
法人税、住民税及び事業税 773
法人税等調整額 △41
法人税等合計 731
少数株主損益調整前当期純利益 662
少数株主利益 10
当期純利益 651
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③　連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

株主資本 　
資本金 　
前期末残高 2,622
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 2,622
資本剰余金 　
前期末残高 2,831
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 2,831
利益剰余金 　
前期末残高 11,459
当期変動額 　
剰余金の配当 △377
当期純利益 651
当期変動額合計 274
当期末残高 11,733
自己株式 　
前期末残高 △213
当期変動額 　
自己株式の取得 △0
当期変動額合計 △0
当期末残高 △213
株主資本合計 　
前期末残高 16,699
当期変動額 　
剰余金の配当 △377
当期純利益 651
自己株式の取得 △0
当期変動額合計 274
当期末残高 16,973
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

評価・換算差額等 　
その他有価証券評価差額金 　
前期末残高 11
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47
当期変動額合計 △47
当期末残高 △35
為替換算調整勘定 　
前期末残高 70
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 16
当期変動額合計 16
当期末残高 86
評価・換算差額等合計 　
前期末残高 81
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △31
当期変動額合計 △31
当期末残高 50

新株予約権 　
前期末残高 4
当期変動額 　
当期変動額合計 －
当期末残高 4
少数株主持分 　
前期末残高 137
当期変動額 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1
当期変動額合計 △1
当期末残高 135
純資産合計 　
前期末残高 16,922
当期変動額 　
剰余金の配当 △377
当期純利益 651
自己株式の取得 △0
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △32
当期変動額合計 241
当期末残高 17,164
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④　連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
税金等調整前当期純利益 1,393
減価償却費 292
のれん償却額 4
貸倒引当金の増減額（△は減少） △7
賞与引当金の増減額（△は減少） 80
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △20
退職給付引当金の増減額（△は減少） 44
受取利息及び受取配当金 △13
支払利息 1
匿名組合等投資損益（△は益） 24
為替差損益（△は益） 21
国庫助成金 △18
固定資産除却損 27
投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 5
会員権評価損 4
営業債権の増減額（△は増加） 358
貯蔵品の増減額（△は増加） △16
営業債務の増減額（△は減少） △486
未払金の増減額（△は減少） 139
営業預り金の増減額（△は減少） △360
その他 73
小計 1,549
利息及び配当金の受取額 2
利息の支払額 △1
国庫助成金の受取額 18
法人税等の支払額 △983
営業活動によるキャッシュ・フロー 584
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（単位：百万円）

　
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　
有形固定資産の取得による支出 △84
無形固定資産の取得による支出 △54
投資有価証券の取得による支出 △609
投資有価証券の償還による収入 350
長期前払費用の取得による支出 △26
差入保証金の差入による支出 △34
差入保証金の回収による収入 51
その他 △3
投資活動によるキャッシュ・フロー △409
財務活動によるキャッシュ・フロー 　
長期借入金の返済による支出 △1
自己株式の取得による支出 △0
リース債務の返済による支出 △19
配当金の支払額 △376
少数株主への配当金の支払額 △12
財務活動によるキャッシュ・フロー △408
現金及び現金同等物に係る換算差額 △8
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △242
現金及び現金同等物の期首残高 15,183

現金及び現金同等物の期末残高 ※１
　14,941
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)　連結子会社の数　　８社

連結子会社名

㈱エイブルリサーチ・インターナ

ショナル

KAIGAI CONSULTING Co.,Ltd.

エイブルリフォーム㈱

エイブルリース㈱

㈱エイブルパーキング

㈱ＡＭＰ

ABLE REAL ESTATE USA,INC.

ABLE REAL ESTATE(UK).,Ltd

２．持分法の適用に関する事

項

　該当事項はありません。

３．連結決算期の変更に関す

る事項

　当社は、平成22年６月29日開催の第31回定

時株主総会において、定款の一部変更を決

議し、決算期を３月31日から10月31日に変

更いたしました。これに伴い、当連結会計年

度は、平成22年４月１日から平成22年10月

31日までの７ヵ月となっております。

　また、これに伴い全ての連結子会社も同様

の決算期変更を行っております。

４．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

５．会計処理基準に関する事

項

　

（1）重要な資産の評価基

準及び評価方法

イ　有価証券

（イ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用して

おります。　

　 （ロ）その他有価証券

時価のないもの　

移動平均法による原価法を採用し

ております。　

　 なお、匿名組合等出資金の会計処理は、

以下のとおりになっております。

当社は匿名組合等出資を行っており、匿

名組合等の財産の持分相当額を投資有価

証券に計上しております。

また、匿名組合等から分配された損益に

ついては、純額を匿名組合等投資損益とし

て計上し、出資金の払戻しについては、投

資有価証券を減額する処理としておりま

す。
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

 ロ　たな卸資産

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）を採用しております。

（2）重要な減価償却資産

の減価償却の方法

イ　有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を採

用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物（附属設備を除く）は定額法を採

用しております。

 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

　 建物 18 ～ 50年

工具、器具及び備品 4 ～  6年

 ロ　無形固定資産

　当社及び国内連結子会社は定額法を採用

しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

 ハ　リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上

基準

イ　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備える

ため、当社及び国内連結子会社は一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

 ロ　賞与引当金

　当社及び国内連結子会社は従業員に対

して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額の当連結会計年度負担額を計

上しております。

 ハ　退職給付引当金

　当社及び国内連結子会社は従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務の見込額を計上し

ております。

　なお、数理計算上の差異は、発生年度に

一括費用処理しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　在外子会社の資産及び負債は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び少数株主持分に含めて計上して

おります。

(5）のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却については、

10年間の定額法で償却しておりますが、重要

性の乏しいものについては発生時に償却を

行っております。

(6）連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。　
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

（資産除去債務に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　なお、当社および当社グループは、店舗等の不動産賃借契約

に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しております

が、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、

現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去

債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該

債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

（連結損益計算書）

１．前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含め

て表示しておりました「協賛金収入」は当連結会計年

度において、営業外収益の総額の100分の10超となった

ため、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度における「協賛金収入」の金額

は、35百万円であります。

２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「訴訟

関連費用」は営業外費用の総額の100分の10以下となっ

たため、営業外費用の「その他」に含めて表示すること

にしました。

　なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「訴訟関連費用」は１百万円であります。

３．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準

第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適

用により、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前

当期純利益」の科目で表示しております。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成22年10月31日）

※１　担保に供している資産

有価証券 1,070百万円

投資有価証券 1,290 

　計 2,361 

（注）有価証券及び投資有価証券（割引国債）は、宅地建

物取引業法に基づく営業保証金として法務局に供

託しております。

※２　自己株式の消却

　当連結会計年度末において、取締役会決議後消却手続

を完了していない自己株式は次のとおりであります。

　自己株式の帳簿価額

213百万円

　種類

普通株式

　株式数

273,419株

　なお、平成22年10月８日開催の取締役会決議に従い、平

成22年11月１日にすべての自己株式の消却を実施して

おります。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

広告宣伝費 203百万円 

役員報酬 99 

給与・賞与 6,893 

法定福利費 1,000 

退職給付費用 98 

通信費 396 

地代家賃 1,629 

租税公課 241 

消耗品費 249 

支払リース料 193 

減価償却費 251 

システム関連費 251 

業務委託費 198 

のれん償却 4  

※２　国庫助成金の内容は次のとおりであります。

環境対応車普及促進事業補助金 18百万円 

※３　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

建物 22百万円 

構築物 0  

船舶 0  

工具、器具及び備品 2  

リース資産 0 　

計 26 

※４　投資有価証券評価損の内容は次のとおりであります。

非上場株式 5百万円 

※５　会員権評価損の内容は次のとおりであります。

ゴルフ会員権 4百万円 
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 13,740,173 － － 13,740,173

合計 13,740,173 － － 13,740,173

自己株式     

普通株式（注） 273,345 74 － 273,419

合計 273,345 74 － 273,419

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加74株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）

前連結会計

年度末

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとして

の新株予約権
 普通株式 － － － － 4

 合計  － － － － － 4

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月20日

取締役会
普通株式 377 28 平成22年３月31日平成22年６月30日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月15日

取締役会
普通株式 282  利益剰余金 21平成22年10月31日平成23年１月28日

　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

記載されている科目の金額との関係

（平成22年10月31日現在）

現金及び預金勘定 14,941百万円

現金及び現金同等物 14,941 
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

　主に、パーキング事業における賃貸用の駐車場設備

（工具、器具及び備品）であります。

②　リース資産の減価償却方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「５．会計処理基準に関する事項　（2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高相
当額
（百万円）

車両運搬具 15 13 2
工具器具及び
備品

179 117 61

合計 194 130 64

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 34百万円

１年超 35百万円

合計 69百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 19百万円

支払利息相当額 1百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については利

息法によっております。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定しており、設備投資に必要な資金、その他所

要資金は手元資金にて行う方針にしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である営業未払金、未払金及び営業預り金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま

す。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　満期保有目的の債券は、主として国債（供託用）であり、信用リスクは僅少であります。満期保有目的の

債券以外のものについては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継

続的に見直しております。

　また、当社は各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成22年10月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお。時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでおりません（（注）２．参照）。

　
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 14,941 14,941 －

（2）営業未収入金 921 921 －

（3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 2,455　　  2,471  15

　資産計 18,318　 18,333　 15

（1）営業未払金  621 621 －

（2）未払金 463 463 －

（3）未払法人税等　 815　 815 －

（4）営業預り金 8,530 8,530 －

　負債計 10,431　 10,431　 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産　

（1）現金及び預金、（2）営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

（3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、国債は日本証券業協会の売買参考統計値を、株式は取引所の価格によっておりま

す。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

（1）営業未払金、（2）未払金、(3)未払法人税等、（4）営業預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 145

匿名組合等出資金 167

差入保証金 2,536

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、（3）有価証券

及び投資有価証券には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 14,941 －　 －　 －　

営業未収入金 921 －　 －　 －　

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 　 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　

国債・地方債等 1,169 1,311 －　 －　

合計 17,031　 1,311　 － －　

　　

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成22年10月31日）

１．満期保有目的の債券

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 2,107 2,123 16

(2）社債 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 2,107 2,123 16

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 348 347 △0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 348 347 △0

合計 2,455 2,471 15

　
２．その他有価証券

非上場株式（連結貸借対照表計上額145百万円）及び、匿名組合等出資金（連結貸借対照表計上額167百

万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載を省

略しております。
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３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

該当事項はありません。　

　

４．減損処理を行った有価証券　

当連結会計年度において、有価証券について５百万円（非上場株式５百万円）減損処理を行っておりま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

173/222



（デリバティブ取引関係）

当グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び一部の国内連結子会社は、退職一時金制度を採用しております。

　勤続期間が３年以上の従業員が退職する場合、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づき

算定された退職金を支払うものであります。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成22年10月31日）

退職給付債務及び退職給付引当金 1,399　百万円

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自 平成22年４月１日
至 平成22年10月31日）

①勤務費用 104　百万円

②利息費用 3　百万円

③数理計算上の差異の費用処理額 △9　百万円

④退職給付費用(①+②+③) 98　百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
前連結会計年度

（平成22年10月31日）

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 　 0.275 ％

③数理計算上の差異の処理年数

数理計算上の差異は発生年

度に一括費用処理しており

ます。
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）　

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

　該当事項はありません。

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 平成21年ストック・オプション 　

 付与対象者の区分及び人数
 当社取締役　　５名

 当社執行役員　５名

　

　

 株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注）
 普通株式　30,000株 　

 付与日  平成21年８月21日 　

 権利確定条件

 付与日（平成21年８月21日）以降、権利確定

日（平成22年２月21日）まで継続して勤務

していること。

　

 対象勤務期間  自平成21年８月21日　至平成22年２月21日　

 権利行使期間  自平成22年２月22日　至平成27年２月21日　

 （注）株式数に換算して記載しております。

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成22年10月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 平成21年ストック・オプション 　

 権利確定前　　　　　　（株） 　 　

 　前連結会計年度末 － 　

 　付与 － 　

 　失効 － 　

 　権利確定 － 　

 　未確定残 － 　

 権利確定後　　　　　　（株） 　 　

 　前連結会計年度末 30,000 　

 　権利確定 － 　

 　権利行使 － 　

 　失効 － 　

 　未行使残 30,000 　

②　単価情報

 平成21年ストック・オプション 　

 権利行使価格　　　　　　（円） 1,014 　

 行使時平均株価　　　　　（円） － 　

 付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　 （円）
137 　

　

　当社が発行した新株予約権は、平成22年11月１日付の株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス

を完全親会社とする共同株式移転の日をもって消滅し、同日当該新株予約権の新株予約権者に対してこれに

代わる株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの第２回新株予約権として交付しております。な

お、平成23年１月28日現在の株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの第２回新株予約権の数は

300個、新株予約権の目的となる株式の数は69,000株であります。

　

（税効果会計関係）

前連結会計年度
(平成22年10月31日)

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産
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前連結会計年度
(平成22年10月31日)

退職給付引当金 569百万円

賞与引当金 379  

貸倒引当金損金算入限度超過額 29  

関係会社株式評価損 59  

未払事業税 70  

減損損失 102  

未払社会保険料 49  

その他有価証券評価差額金 24 　

その他 82  

繰延税金資産　小計 1,366 

評価性引当額 △196  

繰延税金資産　合計 1,170 

繰延税金資産（負債）の純額 1,170 

　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に

含まれております。

　 （百万円）

流動資産－繰延税金資産 520

固定資産－繰延税金資産 649

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

（調整）   

交際費等の永久に損金に算入

されない項目
3.9 ％

住民税均等割 5.1 ％

評価性引当額の増減 2.9 ％

連結子会社損失及び実効税率

の差異
△0.9 ％

その他 0.8 ％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
52.5 ％
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（企業結合等関係）

前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成22年10月31日）

　該当事項はありません。

　　

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日） 

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）及び居住用集合住宅地（土地

を含む。）を有しております。平成22年10月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は106百万円（賃貸

収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。　

　連結貸借対照表計上額（百万円） 当連結会計年度末の時価

（百万円）前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

3,365　　 △133 3,231　　　 　2,534

　(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額はビル内において自社使用面積の増加に伴い、賃貸用面積が減少

（110百万円）したためであります。

３．当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　

（資産除去債務関係）

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　当社および当社グループは、店舗等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しておりま

すが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しており

ません。
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（セグメント情報等）

セグメント情報

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社グループはサービス別のセグメントから構成されており、賃貸物件の仲介、更新及び付随する関連業務

を行う「仲介事業」、仲介物件の家賃集金、保守管理を行う「管理事業」、ネットワーク店への運営指導等を

行う「ＮＷ事業」、時間貸し及び月極駐車場の運営・管理を行う「パーキング事業」の４つを報告セグメン

トとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。

　事業セグメントの利益は営業利益をベースとした数値であります。　

　

３．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
（注）

合計
仲介事業 管理事業 ＮＷ事業

パーキング
事業

計

売上高        

外部顧客への売上高 14,2484,186 421 418 19,274 255 19,530

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 0 － 0 180 180

計 14,2484,186 421 418 19,275 436 19,711

セグメント利益 513 1,278 160 46 1,998 157 2,155

セグメント資産 16,1352,759 78 302 19,2741,93421,208

その他事項 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 130 16 0 27 173 14 188

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
82 20 － 40 144 － 144

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産等の調査・コンサルティング

事業、リース事業及び人材派遣事業等を含んでおります。

　

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事

項）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,998

「その他」の区分の利益 157

セグメント間取引消去 △180

のれんの償却額 △4

全社費用（注） △626

未実現利益の調整額 4

連結損益計算書の営業利益 1,347

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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　 （単位：百万円）

資産 金額

報告セグメント計 19,274

「その他」の区分の資産 1,934

セグメント間消去 △520

のれん 53

全社資産（注） 10,506

未実現利益の調整額 △2

貸借対照表の総資産 31,244

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない資産であります。

　

関連情報

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　本邦の売上高及び有形固定資産の金額が、連結損益計算書の売上高及び連結貸借対照表の有形固定資産

合計の90％を超えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　連結損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。

　

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　該当事項ありません。

　

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　のれんの償却額４百万円は全社費用であり、のれんの未償却残高53百万円は全社資産であります。

　

報告セグメントの負ののれん発生益に関する情報

　前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　該当事項ありません。

　　

（追加情報）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）　

　当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。
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（関連当事者情報）

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．関連当事者との取引

（1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

（ア） 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

エイブル保
証㈱

東京都港区 100

賃貸アパー
ト・マン
ションのサ
ブリース業

なし
不動産の賃借
業務委託

事務所、店
舗等設備工
事の支払 

 27 未払金  3

商標の貸与
料の受取 

 70 －  －

情報提供料
の受取

 14
営業未
収入金

 2

広告用看板
掲載料の支
払

 43
前払費
用

 3

事務所等賃
借料の支払

 108

前払費
用

 16

差入保
証金

 78

事務所賃貸
料の受取

76

前受収
益

7

長期預
り保証
金

66

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱ＣＨＩＮ
ＴＡＩ

東京都港区 2,070雑誌出版業
所有
直接
0.41

広告の掲載

出向者人件
費の受取

6
その他
の流動
資産

0

広告の発注  2,752
営業預
り金

264

広告取次手
数料の受取

 9 － －

雑誌広告掲
載料の支払

 10 未払金 10

システム使
用料の支払

 39 未払金  5

報奨金の受
取

 16 － －

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

エイブル引

越サービス

㈱

大阪府東大
阪市

15 運送業 なし

指定運送業者
及び仲介関連
業務発注業者
役員の兼任 

引越他の取
次手数料の
受取

159
営業未
収入金

22

仲介関連業
務作業料の
の支払

 74
営業未
払金

9

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱サンスイ 東京都港区 70
システム開
発

なし
システム開発
及び、システ
ム保守委託

ソフトウェ
アの開発

53 未払金 13

情報機器設
備購入、電
子広告、シ
ステム保守
費等の支払

 327
　

前払費
用

2

未払金  45

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱ＦＡＴＺ
大阪府大阪
市中央区

90
経営コンサ
ルタント

なし 商品の購入
販促品及
び、贈答品
の購入

 185 －  －
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 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））との取引

　事務所、店舗等設備工事の支払については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

　商標貸与料、情報提供料の受取については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

　広告用看板の掲載料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

　事務所等賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

　事務所賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（2）㈱ＣＨＩＮＴＡＩ（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が69％を所有（間接所有含む））との取引

　出向者人件費の受取については、当社の賃金規定に基づいております。

　広告の発注については、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。

　取次手数料及び報奨金の受取については、広告掲載の取次件数に応じて決定しております。

　雑誌広告掲載料の支払については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

　システム使用料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（3）エイブル引越サービス㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））と

の取引

　引越業務の取次及び仲介関連業務の発注については、当社と関連を有しない第三者と同様、営業原価を考

慮し、交渉の上決定しております。

（4）㈱サンスイ（関連当事者である㈱ＣＨＩＮＴＡＩが100％を所有）との取引

　システム開発、情報機器等設備投資費用及び電子広告並びにシステム関連保守費等の支払については、実

勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（5）㈱ＦＡＴＺ（主要株主である佐藤茂氏の近親者が100％を直接所有）との取引

　贈答用品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。

 

（２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

（ア） 連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

エイブル保
証㈱

東京都港区 100

賃貸アパー
ト・マン
ションのサ
ブリース業

なし

コンサルティ
ング受託及び
人材派遣社員
の派遣

コンサル
ティング料
の受取

 21 － －

車両リース
売上　

7　 － －　

人材派遣料
の受取

 29
営業未
収入金

4

主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社等

㈱ＣＨＩＮ
ＴＡＩ

東京都港区 2,070雑誌出版業
所有
直接
0.41

コンサルティ
ング受託

コンサル
ティング料
の受取

 17 － －

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

181/222



 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）エイブル保証㈱（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））との取引

　コンサルティング料の受取、車両リース売上については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しており

ます。

　人材派遣料の受取については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。　

（2）㈱ＣＨＩＮＴＡＩ（主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が69％を所有（間接所有含む））との取引

　コンサルティング料の受取については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

　該当事項はありません。

（２）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。

　

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

１株当たり純資産額 1,264.18円

１株当たり当期純利益金額 48.37円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日)

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益（百万円） 651

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 651

期中平均株式数（株） 13,466,786

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

平成21年６月26日定時株主総会決

議によるストック・オプション

（株式の数30千株）
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（重要な後発事象）

　前連結会計年度（自平成22年４月１日　至平成22年10月31日）

１．株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス設立について

　当社と株式会社ＣＨＩＮＴＡＩは平成22年４月12日締結された「共同株式移転契約」に従い、平成22年11月１日付

で共同株式移転の方法により両社の完全親会社となる共同持株会社「株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディ

ングス」（以下「同社」といいます。）を設立し、同社は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に新規上場

いたしました。なお、同社の新規上場に伴い、当社と株式会社ＣＨＩＮＴＡＩは同社の完全子会社となり、平成22年10

月27日付で株式会社大阪証券取引所において上場廃止となりました。

　

　なお、株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの概要は以下のとおりであります。

（１） 商号 株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス

（英文名：ABLE CHINTAI HOLDINGS INC.）

（２） 事業内容 賃貸物件の空室情報提供サービス、不動産賃貸仲介、不動産管理、賃貸関連

サービス等の提供、書籍の出版、販売等を行う子会社の経営管理及びそれに付

帯又は関連する事業等

（３） 本店所在地 東京都港区元赤坂一丁目５番５号

（４） 代表者及び役員

（平成22年11月１日付）

代表取締役会長　佐藤　茂　（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ代表取締役会長）

代表取締役社長　平田　竜史（株式会社エイブル代表取締役社長）

取締役副社長　　手塚　清二（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ代表取締役社長）

取締役（社外）　杉山　洋一（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ取締役（社外））

取締役（社外）　梁瀬　泰孝（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ取締役（社外））

常勤監査役　　　武田　眞孝

常勤監査役　　　田村　守　（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ常勤監査役）

監査役（社外）　池田　紳　（株式会社エイブル監査役（社外））

監査役（社外）　渡邉　光誠（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ監査役（社外））

（５） 資本金 30億円

（６） 事業年度の末日 10月31日

（７） 発行済株式総数 82,688,334株（一単元の株式の数：100株）

（８） 会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

（９） 株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　

２．自己株式の消却について

　当社は上記１．に記載の「共同株式移転契約」に従い、平成22年10月８日開催の取締役会において会社法第178条の規

定に基づき、次のとおり自己株式の消却を決議し、消却いたしました。

（１）　消却する株式の種類

　当社普通株式

（２）　消却する株式の数

　273,419株

（３）　消却実施日

　平成22年11月１日
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（２）財務諸表

①　貸借対照表

（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成22年10月31日）
当事業年度

（平成23年10月31日）
資産の部 　 　
流動資産 　 　

現金及び預金 14,075 ※１
　13,755

営業未収入金 878 931

有価証券 ※１
　1,165

※１
　
39

貯蔵品 60 60
前払費用 362 381
繰延税金資産 514 460
その他 138 210
貸倒引当金 △20 △16
流動資産合計 17,174 15,822
固定資産 　 　
有形固定資産 　 　
建物 5,764 5,299
減価償却累計額 △2,193 △2,338
建物（純額） 3,571 2,960
構築物 43 42
減価償却累計額 △30 △32
構築物（純額） 12 10
機械及び装置 1 1
減価償却累計額 △1 △1
機械及び装置（純額） 0 0
工具、器具及び備品 981 1,034
減価償却累計額 △840 △908
工具、器具及び備品（純額） 141 126
土地 3,584 2,725
リース資産 5 5
減価償却累計額 △2 △4
リース資産（純額） 2 0
有形固定資産合計 7,312 5,824
無形固定資産 　 　
借地権 143 52
商標権 0 0
ソフトウエア 256 225
電話加入権 111 111
無形固定資産合計 511 389
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成22年10月31日）
当事業年度

（平成23年10月31日）
投資その他の資産 　 　

投資有価証券 ※１
　1,604

※１
　
1,535

関係会社株式 378 473
長期貸付金 1 1
関係会社長期貸付金 55 68
破産更生債権等 47 30
長期前払費用 75 66
繰延税金資産 646 867
差入保証金 2,524 3,255
保険積立金 217 223
その他 10 3
貸倒引当金 △51 △27
投資その他の資産合計 5,509 6,498
固定資産合計 13,333 12,712
資産合計 30,508 28,534
負債の部 　 　
流動負債 　 　

営業未払金 ※２
　599

※２
　682

リース債務 17 12
未払金 429 421
未払費用 242 254
未払法人税等 762 354
未払消費税等 158 140
前受金 317 316
営業預り金 8,498 8,973
預り金 172 57
前受収益 11 20
賞与引当金 930 880
役員賞与引当金 － 1
その他 75 82
流動負債合計 12,214 12,198
固定負債 　 　
リース債務 13 7
退職給付引当金 1,396 1,544
長期預り保証金 179 185
固定負債合計 1,590 1,736
負債合計 13,804 13,935
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（平成22年10月31日）
当事業年度

（平成23年10月31日）
純資産の部 　 　
株主資本 　 　
資本金 2,622 2,622
資本剰余金 　 　
資本準備金　 2,831 2,831
資本剰余金合計 2,831 2,831
利益剰余金 　 　
利益準備金　 390 390
その他利益剰余金　 　 　
別途積立金　 7,229 7,229
繰越利益剰余金 3,875 1,594
利益剰余金合計　 11,494 9,213

自己株式 ※３
　△213

　
－

株主資本合計 16,735 14,667
評価・換算差額等 　 　
その他有価証券評価差額金 △35 △68
評価・換算差額等合計 △35 △68
新株予約権 4 －
純資産合計 16,703 14,598
負債純資産合計 30,508 28,534
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②　損益計算書

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

売上高 　 　
仲介手数料収入 7,196 13,387
仲介業務関連収入 7,020 11,686
管理事業収入 4,186 7,428
その他の営業収益 578 1,012
売上高 18,982 33,515
売上原価   

仲介業務関連収入原価
※1　
3,693

※1　
6,377

管理事業収入原価 710 1,213
その他営業収入原価 57 117
売上原価 4,460 7,708
売上総利益 14,521 25,806

販売費及び一般管理費  　

広告宣伝費 　212 　
955

役員報酬 　63 　
51

給料及び賞与 　6,808 　
12,147

退職給付費用 　98 　
227

法定福利費 　989 　
1,719

通信費 　393 　
721

消耗品費 　248 　
424

租税公課 　241 　
403

システム関連費用 　250 　
633

減価償却費 　251 　
381

支払リース料 　212 　
355

地代家賃 　1,621 　
2,763

業務委託費 　185 　
387

その他 　1,781 　
3,190

販売費及び一般管理費合計 　13,360 　
24,362

営業利益 1,161 1,443
営業外収益 　 　
受取利息 0 0
有価証券利息 10 10
受取配当金 28 22
不動産賃貸料 86 197
債務勘定整理益 － 92

システム使用料収入 　26 　
－

その他 71 150

営業外収益合計
※1　
225

※1　
473
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

営業外費用 　 　
不動産賃貸原価 25 41
事務所移転費用 10 6
匿名組合等投資損失 24 4
その他 14 15
営業外費用合計 74 67
経常利益 1,313 1,849
特別利益 　 　
貸倒引当金戻入額 － 8
賞与引当金戻入額 － 73

国庫助成金
※2　
18

※2　
8

新株予約権戻入益 　－ 　
4

特別利益合計 18 94
特別損失 　 　

固定資産除却損
※3　
21

※3　

48

投資有価証券評価損
※4　
5

※4　

2

会員権評価損
※5　
4 －

減損損失 －
※5　
1,383

災害損失 －
※6　
82

店舗閉鎖損失 －
※7　
11

特別損失合計 31 1,528
税引前当期純利益 1,299 414
法人税、住民税及び事業税 717 931
法人税等調整額 △41 △191
法人税等合計 675 740
当期純利益又は当期純損失（△） 623 △325
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仲介業務関連収入原価明細書

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　リフォーム工事外注費  3,390 91.8 5,819 91.2

Ⅱ　消毒施工外注費  302 8.2 558 8.8

仲介業務関連収入原価  3,693100.0 6,377100.0

　

管理事業収入原価明細書

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　建物管理委託費  670 94.4 1,148 94.6

Ⅱ　管理経費  39 5.6 65 5.4

管理事業収入原価  710 100.0 1,213100.0

　

その他営業収入原価明細書

  
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　ＦＣ原価  28 49.6 52 44.4

Ⅱ　賃貸収入原価  28 50.4 65 55.6

その他営業収入原価  57 100.0 117 100.0
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③　株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

株主資本 　 　
資本金 　 　
前期末残高 2,622 2,622
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 2,622 2,622
資本剰余金 　 　
資本準備金 　 　
前期末残高 2,831 2,831
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 2,831 2,831
資本剰余金合計 　 　
前期末残高 2,831 2,831
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 2,831 2,831

利益剰余金 　 　
利益準備金 　 　
前期末残高 390 390
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 390 390
その他利益剰余金 　 　
別途積立金 　 　
前期末残高 7,229 7,229
当期変動額 　 　
当期変動額合計 － －
当期末残高 7,229 7,229
繰越利益剰余金 　 　
前期末残高 3,629 3,875
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △377 △1,742
当期純利益又は当期純損失（△） 623 △325
自己株式の消却 － △213
当期変動額合計 246 △2,281
当期末残高 3,875 1,594
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

利益剰余金合計 　 　
前期末残高 11,248 11,494
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △377 △1,742
当期純利益又は当期純損失（△） 623 △325
自己株式の消却 － △213
当期変動額合計 246 △2,281
当期末残高 11,494 9,213

自己株式 　 　
前期末残高 △213 △213
当期変動額 　 　
自己株式の取得 △0 －
自己株式の消却 － 213
当期変動額合計 △0 213
当期末残高 △213 －
株主資本合計 　 　
前期末残高 16,488 16,735
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △377 △1,742
当期純利益又は当期純損失（△） 623 △325
自己株式の取得 △0 －
当期変動額合計 246 △2,068
当期末残高 16,735 14,667

評価・換算差額等 　 　
その他有価証券評価差額金 　 　
前期末残高 11 △35
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47 △32
当期変動額合計 △47 △32
当期末残高 △35 △68
評価・換算差額等合計 　 　
前期末残高 11 △35
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47 △32
当期変動額合計 △47 △32
当期末残高 △35 △68

新株予約権 　 　
前期末残高 4 4
当期変動額 　 　
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △4
当期変動額合計 － △4
当期末残高 4 －
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（単位：百万円）

　
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

純資産合計 　 　
前期末残高 16,504 16,703
当期変動額 　 　
剰余金の配当 △377 △1,742
当期純利益又は当期純損失（△） 623 △325
自己株式の取得 △0 －
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △47 △36
当期変動額合計 199 △2,104
当期末残高 16,703 14,598
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④　キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

　
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
税引前当期純利益 414
減価償却費 445
貸倒引当金の増減額（△は減少） △28
賞与引当金の増減額（△は減少） △50
役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1
退職給付引当金の増減額（△は減少） 147
受取利息及び受取配当金 △33
減損損失 1,383
災害損失 82
新株予約権戻入益 △4
匿名組合等投資損益（△は益） 4
国庫助成金 △8
固定資産除却損 48
投資有価証券評価損益（△は益） 2
店舗閉鎖損失 11
営業債権の増減額（△は増加） △104
貯蔵品の増減額（△は増加） 0
営業債務の増減額（△は減少） 82
未払金の増減額（△は減少） △25
営業預り金の増減額（△は減少） 474
その他 △234
小計 2,611
利息及び配当金の受取額 34
国庫助成金の受取額 8
法人税等の支払額 △1,327
営業活動によるキャッシュ・フロー 1,327
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（単位：百万円）

　
当事業年度

（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー 　
有形固定資産の取得による支出 △150
有形固定資産の売却による収入 0
無形固定資産の取得による支出 △70
有価証券の償還による収入 1,169
関係会社株式の取得による支出 △95
長期貸付による支出 △60
長期貸付金の回収による収入 47
長期前払費用の取得による支出 △32
差入保証金の差入による支出 △756
差入保証金の回収による収入 31
保険積立金の解約による収入 △5
投資活動によるキャッシュ・フロー 76
財務活動によるキャッシュ・フロー 　
リース債務の返済による支出 △1
配当金の支払額 △1,722
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,724
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △320
現金及び現金同等物の期首残高 14,075

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  
13,755
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用してお

ります。

(1）満期保有目的の債券

同左

 (2）子会社株式

移動平均法による原価法を採用して

おります。

(2）子会社株式

同左

 (3）その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用し

ております。

(3）その他有価証券

時価のないもの

同左

 　なお、匿名組合等出資金の会計処理は、以

下のとおりになっております。

　当社は匿名組合等出資を行っており、匿

名組合等の財産の持分相当額を投資有価

証券に計上しております。

　また、匿名組合等から分配された損益に

ついては、純額を匿名組合等投資損益とし

て計上し、出資金の払戻しについては、投

資有価証券を減額する処理としておりま

す。

同左

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

同左

３．固定資産の減価償却の方

法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物(附属設備を除く)については、

定額法を採用しております。 

　なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 建物 18年～50年

工具、器具及び備品 ４年～６年

　

 (2）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づいております。

(2）無形固定資産

同左
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項目
前事業年度

（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

同左

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、賞

与支給見込額の当期負担額を計上して

おります。

同左

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務の見込額を計

上しております。

なお、数理計算上の差異は、発生年度

に一括費用処理しております。

同左

 ──────── (4）役員賞与引当金

  　役員賞与の支出に備えて、当事業年度

における支給見込額に基づき計上して

おります。

５．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

──────── 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(1）消費税等の会計処理

税抜方式を採用しております。

(1）消費税等の会計処理

 同左

(2）決算期の変更

　当社は、平成22年６月29日開催の第

31回定時株主総会において、定款の一

部変更を決議し、決算期を３月31日か

ら10月31日に変更いたしました。これ

に伴い、当事業年度は、平成22年４月

１日から平成22年10月31日までの

７ヵ月となっております。

────────

 

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

196/222



会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成22年４月 1日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月 1日
至　平成23年10月31日）

（資産除去債務に関する会計基準）

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　なお、当社は、店舗等の不動産賃借契約に基づく、退去時の

原状回復に係る債務等を有しておりますが、当該債務に関

連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において

将来退去する予定もないことから、資産除去債務を合理的

に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う

資産除去債務を計上しておりません。

────────

──────── （企業結合に関する会計基準等の適用）

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」（企業

会計基準第21号　平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成

20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準第７号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）を適用してお

ります。　

　

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

（損益計算書）

１．前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「システム使用料収入」は、営業外収益の

総額の100分の10超となったため、区分掲記しました。

    なお、前期における「システム使用料収入」の金額

は、46百万円であります。

２．前期まで区分掲記しておりました「訴訟関連費用」

は営業外費用の総額の100分の10以下となったため、営

業外費用の「その他」に含めて表示することにしまし

た。

　　なお、当期の「その他」に含まれている「訴訟関連費

用」は１百万円であります。

（損益計算書）

１．前期まで区分掲記しておりました「システム使用料

収入」は営業外収益の総額の100分の10以下となった

ため、営業外収益の「その他」に含めて表示すること

にしました。

　　なお、当期の「その他」に含まれている「システム使

用料収入」は46百万円であります。

────────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年10月31日）

当事業年度
（平成23年10月31日）

※１　担保に供している資産 ※１　担保に供している資産

担保資産

有価証券 1,070百万円

投資有価証券 1,290 

　合計 2,361 

担保資産

現金及び預金 344百万円

有価証券 1,257 

投資有価証券 735  

　合計 2,336 

（注）有価証券及び投資有価証券（割引国債）は、

宅地建物取引業法に基づく営業保証金として法務

局に供託しております。

（注）現金及び預金（期日到来の割引国債）、有価

証券及び投資有価証券（割引国債）は、宅地建物取

引業法に基づく営業保証金として法務局に供託し

ております。

※２　関係会社項目 ※２　関係会社項目

関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか次のものがあります。

関係会社に対する資産、負債には、区分掲記された

もののほか次のものがあります。

負債 　 

営業未払金 477百万円 

負債 　 

営業未払金 555百万円 

※３　自己株式の消却 ────────

　当事業年度末において、取締役会決議後消却手続を

完了していない自己株式は次のとおりであります。

　自己株式の帳簿価額

213百万円

　種類

普通株式

　株式数

273,419株

　なお、平成22年10月８日開催の取締役会決議に従い、

平成22年11月１日にすべての自己株式の消却を実施し

ております。　
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※１　関係会社項目 ※１　関係会社項目

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

仲介業務関連収入原価 3,612百万円

営業外収益 69  

仲介業務関連収入原価 6,202百万円

営業外収益 84  

※２　国庫助成金の内容は次のとおりであります。

環境対応車普及促進事業補助金 18百万円 

　

※２　国庫助成金の内容は次のとおりであります。

環境対応車普及促進事業補助金 8百万円 

※３　固定資産除却損の内訳 ※３　固定資産除却損の内訳

建物 21百万円

工具、器具及び備品 0  

計 21  

建物 48百万円

工具、器具及び備品 0  

計 48  

※４　投資有価証券評価損の内容は次のとおりでありま

す。

非上場株式 5百万円

※４　投資有価証券評価損の内容は次のとおりでありま

す。

非上場株式 2百万円

※５　会員権評価損の内容は次のとおりであります。

ゴルフ会員権 4百万円

────────

──────── ※５　減損損失の内容は次のとおりであります。

（1）営業店舗

　当事業年度において、当社は収益性が著しく低下し

た直営店66店舗の設備について、帳簿価額全額を回収

不能額とし減損損失(163百万円)を特別損失に計上し

ました。

（地域ごとの内訳）

札幌、仙台地区(３店舗) 建物設備 8百万円

首都圏地区(30店舗)  建物設備 70  

東海地区(６店舗)  建物設備 19  

近畿地区(24店舗)  建物設備 59  

広島、福岡地区(３店舗) 建物設備 5  

計  163  

（2）所有建物 

　当事業年度において、当社が所有する東京都中央区及

び大阪府池田市に所在する賃貸ビルについて地価が大

幅に下落しているため、帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、減損損失（1,220百万円）として特別損失に計上

しました。

　その種類別内訳は借地権91百万円、建物268百万円、構

築物0百万円、機械及び装置0百万円、土地858百万円であ

ります。

　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定してお

ります。 　
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前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

──────── ※６　災害損失の内容は次のとおりであります。

被災取引先に対する債権免除 67百万円

当社社員他被災者に対する支援

物資供給
2百万円

被災店舗の資産除却損 1百万円

賃貸用物件の原状回復費用 10百万円

計 82百万円

──────── ※７　店舗閉鎖損失

　　　店舗規模や立地等の観点を含め、収益性が低下した直営

店舗を閉店することで経営効率の向上を図りました。

内訳は次のとおりであります。

店舗閉鎖後賃料 6百万円

賃貸契約解約違約金 5百万円

計 11百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 273,345 74 － 273,419

合計 273,345 74 － 273,419

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加74株は、単元未満株式の買取りによる増加74株であります。

　

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

前事業年度末

株式数

(株)　

当事業年度

増加株式数

(株)　

当事業年度

減少株式数

(株)　

当事業年度末

株式数

(株)　

　発行済株式 　 　 　 　

　　普通株式（注） 13,740,173　 －　 273,419　 13,466,754　

合計 13,740,173　 －　 273,419　 13,466,754　

　自己株式 　 　 　 　

　　普通株式（注） 273,419　 －　 273,419　 －　

合計 273,419　 －　 273,419　 －　

（注）普通株式の発行済株式の総数の減少273,419株及び自己株式の株式数の減少273,419株は、取締役会決議に

よる自己株式の消却によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 当事業年度

末残高

（百万円）

　

前事業年度

末

当事業年度

増加

当事業年度

減少

当事業年度

末

提出会社
平成21年　ストックオプショ

ン
普通株式 － －　 － －　 －　

合計 － － －　 － －　 －　

　

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類

配当金の総額又は
配当財産の種類
及び帳簿価額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年12月15日

取締役会
普通株式 282 21.00平成22年10月31日平成23年１月28日

平成23年３月25日

取締役会
普通株式 1,440106.93平成23年１月31日平成23年４月15日

平成23年３月25日

取締役会
普通株式 親会社株式   　20 1.49平成23年１月31日平成23年４月15日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載さ

れている科目の金額との関係

（平成23年10月31日現在）

現金及び預金勘定 13,755百万円

現金及び現金同等物 13,755 

 

　

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

　主に、営業店舗における車両であります。

　　なお、当社のファイナンス・リース取引は１件当たり

の金額が少額なものとなっております。

②　リース資産の減価償却方法

　重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前の

リース取引についてはありません。

１．ファイナンス・リース取引（借主側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引

①　リース資産の内容

有形固定資産

同左

　　　

　

②　リース資産の減価償却方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

　

２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも

のに係る未経過リース料

　該当事項はありません。　

２．オペレーティング・リース取引

同左　
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（金融商品関係）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しており、設備投資に必要な資金、その他所要資金は

手元資金にて行う方針にしております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市

場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である営業未払金、未払金及び営業預り金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日でありま

す。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

　営業未収入金に係る顧客の信用リスクは、売掛金管理規程に沿ってリスク低減を図っております。

　満期保有目的の債券は、主として国債（供託用）であり、信用リスクは僅少であります。満期保有目的の

債券以外のものについては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継

続的に見直しております。

　また、当社は各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成23年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含んでおりません（（注）２．参照）。

　
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

（1）現金及び預金 13,755 13,755 －

（2）営業未収入金 931 931 －

（3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 1,296　　  1,304  7

　資産計 15,983　 15,991　 7

（1）営業未払金  682 682 －

（2）未払金 421 421 －

（3）未払法人税等　 354　 354 －

（4）営業預り金 8,973 8,973 －

　負債計 10,432　 10,432　 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産　

（1）現金及び預金、（2）営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

203/222



（3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価については、国債は日本証券業協会の売買参考統計値を、株式は取引所の価格によっておりま

す。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

負　債

（1）営業未払金、（2）未払金、(3)未払法人税等、（4）営業預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 115

匿名組合等出資金 162

差入保証金 3,255

　非上場株式及び匿名組合等出資金については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

ることから、（3）有価証券及び投資有価証券には含めておりません。

また、差入保証金については、市場価格がなく、実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合

理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象から除外しており

ます。

　　

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内　
  (百万円） 

１年超
５年以内　
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）　

10年超　
 (百万円）

現金及び預金 13,755 －　 －　 －　

営業未収入金 931 －　 －　 －　

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 　 　 　 　

国債・地方債等 39 1,257 －　 －　

合計 14,726　 1,257　 － －　

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

204/222



（有価証券関係）

前事業年度（平成22年10月31日現在）

　子会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式378百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、記載しておりません。

 　

当事業年度（平成23年10月31日現在）

１．子会社株式及び関連会社株式

　子会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式473百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

　

２．満期保有目的の債券

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

(1）国債・地方債等 948 956 8

(2）社債 －　 －　 －　

(3）その他 －　 －　 －　

小計 948 956 8

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

(1）国債・地方債等 348 347 △0

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 348 347 △0

合計 1,296 1,304 7

　

３．その他有価証券

非上場株式（貸借対照表計上額115百万円）及び、匿名組合等出資金（貸借対照表計上額162百万円）に

ついては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載を省略してお

ります。

　

４．当事業年度中に売却したその他有価証券（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

該当事項はありません。　

　

５．減損処理を行った有価証券　

当事業年度において、有価証券について２百万円（非上場株式２百万円）減損処理を行っております。
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（ストック・オプション等関係）

当事業年度（自平成22年11月１日　至平成23年10月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

　 平成21年ストック・オプション　

付与対象者の区分及び人数　
当社取締役　５名

当社従業員　５名　

株式の種類別のストック・オプション

の数（注１）
普通株式　30,000株　

付与日　 平成21年８月21日　

権利確定条件　

付与日（平成21年８月21日）以降、権利

確定日（平成22年２月21日）まで継続

して勤務していること。　

対象勤務期間　
自平成21年８月21日　至平成22年２月21

日　

権利行使期間
自平成22年２月22日　至平成27年２月21

日

（注）１．株式数に換算して記載しております。

２．当社が株式会社ＣＨＩＮＴＡＩと共同で株式移転により設立した完全親会社「株式会社エイブルＣＨＩＮＴ

ＡＩホールディングス」は、平成22年11月１日付で本新株予約権の新株予約権者に対し本新株予約権に代わる

同社の新株予約権を発行し、交付いたしました。

　

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度（平成23年10月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数　

　 平成21年ストック・オプション

権利確定前　　　　　　　　（株）　 　

前事業年度末　 30,000　

付与 －　

失効　 30,000　

権利確定　 －　

未確定残 －　

権利確定後　　　　　　　　（株）　 　

前事業年度末　 －　

権利確定 －　

権利行使 －　

失効　 －　

未行使残 －　

　

②　単価情報　

　 平成21ストック・オプション　

権利行使価格　　　　　　　（円）　 1,014　

行使時平均単価　　　　　　（円）　 －　

付与日における公正な評価単価

　　　　　　　　　　　　　（円）　
137　
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職一時金制度を採用しております。

　勤続期間が３年以上の従業員が退職する場合、社内規定に基づき、退職時までの勤続年数や給与等に基づき

算定された退職金を支払うものであります。

２．退職給付債務に関する事項

 
当事業年度

（平成23年10月31日）

退職給付債務及び退職給付引当金 1,544　百万円

３．退職給付費用に関する事項

 
当事業年度

（自 平成22年11月１日
至 平成23年10月31日）

①勤務費用 168　百万円

②利息費用 5　百万円

③数理計算上の差異の費用処理額 53　百万円

④退職給付費用(①+②+③) 227　百万円

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 
当事業年度

（平成23年10月31日）

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

②割引率 　 0.377 ％

③数理計算上の差異の処理年数

数理計算上の差異は発生年

度に一括費用処理しており

ます。
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（税効果会計関係）

前事業年度
(平成22年10月31日)

当事業年度
(平成23年10月31日)

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 繰延税金資産

退職給付引当金 568百万円

賞与引当金 378  

貸倒引当金損金算入限度超過額 29  

未払事業税 65  

関係会社株式評価損 59  

未払社会保険料 48  

減損損失 102  

その他有価証券評価差額金 24 　

その他 79  

繰延税金資産　小計 1,357 

評価性引当額 △196  

繰延税金資産　合計 1,160 

繰延税金資産の純額 1,160 

退職給付引当金 628百万円

賞与引当金 358  

貸倒引当金損金算入限度超過額 17  

未払事業税 33  

関係会社株式評価損 59  

未払社会保険料 48  

減損損失 661  

その他有価証券評価差額金 27 　

その他 60  

繰延税金資産　小計 1,894 

評価性引当額 △566  

繰延税金資産　合計 1,327 

繰延税金資産の純額 1,327 

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

(2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7 ％

（調整）   

交際費等の永久に損金に算入

されない項目
3.9 ％

住民税均等割 5.4 ％

評価性引当額の増減 3.1 ％

受取配当金等の永久に益金に

算入されない項目
△0.9 ％

その他 △0.2 ％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
52.0 ％

 

法定実効税率 40.7 ％

（調整）   

交際費等の永久に損金に算入

されない項目
28.9 ％

住民税均等割 28.8 ％

評価性引当額の増減 82.6 ％

受取配当金等の永久に益金に

算入されない項目
△2.5 ％

その他 △0.1 ％

税効果会計適用後の法人税等

の負担率
178.4 ％

 
――――――― (3）決算日後に法人税等の税率の変更があった場合のそ

の内容及び影響
 　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応

した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正

する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震

災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117

号）が公布されております。

これに伴い、平成24年11月１日から平成27年10月31日

の期間に解消が見込まれる繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算に使用する法定実効税率を40.7％から

38.0％に、平成27年11月１日以降解消が見込まれる繰延

税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率を35.6％に変更されます。

  この変更により、固定資産の繰延税金資産が90百万

円減少し、法人税等調整額が90百万円増加する見込み

であります。
 

（企業結合等関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）
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　該当事項はありません。

　

（資産除去債務関係）

前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

　当社は、店舗等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しておりますが、当該債務に

関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務

を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

　当社は、店舗等の不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務等を有しておりますが、当該債務に

関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定もないことから、資産除去債務

を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

　

（賃貸等不動産関係）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日） 

当社は、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む。）及び居住用集合住宅地（土地

を含む。）を有しております。平成23年10月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は210百万円（賃貸

収益は売上高及び営業外収益に、主な賃貸費用は売上原価及び営業外費用に計上）であります。

　また、当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。　

　貸借対照表計上額（百万円） 当事業年度末の時価

（百万円）前事業年度末残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

3,276　　 574 3,851　　　 　2,972

　(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度増減額のうち、主な増加額は自社利用から賃貸用への振替による増加（1,796百万円）であり、主

な減少額は減損損失（1,220百万円）であります。

３．当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　

（セグメント情報等）

セグメント情報

当事業年度（自 平成22年11月１日 至 平成23年10月31日）

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

　当社はサービス別のセグメントから構成されており、賃貸物件の仲介、更新及び付随する関連業務を行う「仲

介事業」、仲介物件の家賃集金、保守管理を行う「管理事業」、ネットワーク店への運営指導等を行う「ＮＷ事

業」の３つを報告セグメントとしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「財務諸表作成のための基本となる重要な会計方針」

における記載と概ね同一であります。

　事業セグメントの利益は営業利益をベースとした数値であります。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当事業年度（自  平成22年11月１日  至  平成23年10月31日）

（単位：百万円）

  
報告セグメント その他

（注）
合計

仲介事業 管理事業 ＮＷ事業 計

売上高             

外部顧客への売上高 25,074 7,428 734 33,237 277 33,515

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － －

計 25,074 7,428 734 33,237 277 33,515

セグメント利益 3,436 1,408 212 5,057 195 5,253

セグメント資産 7,896 8,501 181 16,578 2,546 19,125

その他の項目             

減価償却費 177 64 0 241 11 253

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額
106 29 － 135 － 135

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、所有建物の賃貸収入等を含んでお

ります。

　

４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）  

（単位：百万円）

利益 当事業年度

報告セグメント計 5,057

「その他」の区分の利益 195

全社費用（注） △3,809

財務諸表の営業利益 1,443

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

（単位：百万円）

資産 当事業年度

報告セグメント計 16,578

「その他」の区分の資産 2,546

全社資産（注） 9,409

財務諸表の資産合計 28,534

（注）全社資産は、現預金及び報告セグメントに帰属しない資産であります。

（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 その他 調整額 財務諸表計上額

当事業年度 当事業年度 当事業年度 当事業年度

減価償却費 241 11 127 381

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
135 － 92 228

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、本社の設備投資額であります。
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関連情報

当事業年度（自平成22年11月１日  至平成23年10月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　本邦の売上高及び有形固定資産の金額が、損益計算書の売上高及び貸借対照表の有形固定資産合計の90％を

超えるため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　損益計算書の売上高の10％以上を占める顧客が存在しないため記載を省略しております。

　

報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

当事業年度（自平成22年11月１日  至平成23年10月31日）

　仲介事業及び管理事業を行う当社直営営業店舗において不採算店66店舗の設備について、減損損失(163百万

円)致しました。

　また、その他事業に含まれる賃貸用当社所有ビル２物件において市場価格の下落により、減損損失（1,220百

万円）致しました。

　

報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

当事業年度（自平成22年11月１日  至平成23年10月31日）

該当事項ありません。

　

報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報

当事業年度（自平成22年11月１日  至平成23年10月31日）

該当事項ありません。

　

（関連当事者情報）

当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

１．関連当事者との取引

（１）子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

子会社
エイブルリ
フォーム㈱

東京都港区 10
リフォーム
業

所有
直接 55％
間接 20％

リフォーム工
事等の発注

リフォーム
工事等代金
の支払

 6,202
営業未
払金

 555

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

　リフォーム工事等代金の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

３．役員の兼任あり。 

 

（２）同一の親会社を持つ会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

同一の親
会社を持
つ会社

㈱ＣＨＩＮ
ＴＡＩ

東京都港区 2,070雑誌出版業 － 広告の掲載 広告の発注  5,642
営業預
り金

232

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

　広告の発注については、原則として物件の月額賃料を基準に決定しております。　　
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（３）役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社の
主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

エイブル保
証㈱

東京都港区 100

賃貸アパー
ト・マン
ションのサ
ブリース業

－
不動産の賃借
業務委託

事務所、店
舗等設備工
事の支払

16 － －

商標権の貸
与料の受取

 120 － －

情報提供料
の受取

 37
営業未
収入金

1

広告用看板
掲載料の支
払

 74
前払費
用

3

事務所等賃
借料の支払
　

 183
 

前払費
用

 15

差入保
証金

 74

事務所等賃
貸料の受取
　

 129
 

前受収
益

7

長期預
り保証
金

66

親会社の
主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

エイブル引

越サービス

㈱

大阪府東大
阪市

15 運送業 －

指定運送業者
及び仲介関連
業務発注業者
　
役員の兼任 

引越他の取
次手数料の
受取

290
営業未
収入金

23

仲介関連業
務作業料の
の支払

 130
営業未
払金

10

親会社の
主要株主
(個人)及
びその近
親者が議
決権の過
半数を所
有してい
る会社

㈱ＦＡＴＺ
大阪府大阪
市中央区

90
経営コンサ
ルタント

－ 商品の購入
販促品及
び、贈答品
の購入

 359 －  －

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

（1）エイブル保証㈱（親会社の主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含む））と

の　　　　　　　　　　　　　　　　　　取引

　事務所、店舗等設備工事の支払については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

　商標貸与料、情報提供料の受取については、一般的な条件を考慮し、交渉の上決定しております。

　広告用看板の掲載料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

　事務所等賃借料の支払については、実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。 

　事務所等賃貸料の受取については、近隣実勢価格を参考としつつ、交渉の上決定しております。

（2）エイブル引越サービス㈱（親会社の主要株主である佐藤茂氏及びその近親者が100％を所有（間接所有含

む））との取引

　引越業務の取次及び仲介関連業務の発注については、当社と関連を有しない第三者と同様、営業原価を考

慮し、交渉の上決定しております。

（3）㈱ＦＡＴＺ（親会社の主要株主である佐藤茂氏の近親者が100％を直接所有）との取引

　贈答用品及び販促用品等の購入については、見積書を検討し、交渉の上決定しております。
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２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

（１）親会社情報

　株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス（大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に

上場（平成23年10月31日現在）

（２）重要な関連会社の要約財務情報

　該当事項はありません。 　

　

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日）

当事業年度
（自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日）

１株当たり純資産額 1,240.05円

１株当たり当期純利益金額 46.32円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

１株当たり純資産額 1,084.07円

１株当たり当期純損失金額（△） △24.16円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成22年４月１日
至　平成22年10月31日)

当事業年度
(自　平成22年11月１日
至　平成23年10月31日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失

金額

  

当期純利益又は当期純損失（△）（百万

円）
623 △325

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（百万円）
623 △325

期中平均株式数（株） 13,466,786 13,466,754

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要

　平成21年６月26日定時株主決議

によるストック・オプション

（株式の数30千株）

───────　　
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（重要な後発事象）

　前事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成22年10月31日）

１．株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス設立について

　当社と株式会社ＣＨＩＮＴＡＩは平成22年４月12日締結された「共同株式移転契約」に従い、平成22年11月１日付

で共同株式移転の方法により両社の完全親会社となる共同持株会社「株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディ

ングス」（以下「同社」といいます。）を設立し、同社は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に新規上場

いたしました。なお、同社の新規上場に伴い、当社と株式会社ＣＨＩＮＴＡＩは同社の完全子会社となり、平成22年10

月27日付で株式会社大阪証券取引所において上場廃止となりました。

　

　なお、株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの概要は以下のとおりであります。

（１） 商号 株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス

（英文名：ABLE CHINTAI HOLDINGS INC.）

（２） 事業内容 賃貸物件の空室情報提供サービス、不動産賃貸仲介、不動産管理、賃貸関連

サービス等の提供、書籍の出版、販売等を行う子会社の経営管理及びそれに付

帯又は関連する事業等

（３） 本店所在地 東京都港区元赤坂一丁目５番５号

（４） 代表者及び役員

（平成22年11月１日付）　

代表取締役会長　佐藤　茂　（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ代表取締役会長）

代表取締役社長　平田　竜史（株式会社エイブル代表取締役社長）

取締役副社長　　手塚　清二（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ代表取締役社長）

取締役（社外）　杉山　洋一（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ取締役（社外））

取締役（社外）　梁瀬　泰孝（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ取締役（社外））

常勤監査役　　　武田　眞孝

常勤監査役　　　田村　守　（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ常勤監査役）

監査役（社外）　池田　紳　（株式会社エイブル監査役（社外））

監査役（社外）　渡邉　光誠（株式会社ＣＨＩＮＴＡＩ監査役（社外））

（５） 資本金 30億円

（６） 事業年度の末日 10月31日

（７） 発行済株式総数 82,688,334株（一単元の株式の数：100株）

（８） 会計監査人 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

（９） 株主名簿管理人 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　

２．自己株式の消却について

　当社は上記１．に記載の「共同株式移転契約」に従い、平成22年10月８日開催の取締役会において会社法第178条の規

定に基づき、次のとおり自己株式の消却を決議し、消却いたしました。

（１）　消却する株式の種類

　当社普通株式

（２）　消却する株式の数

　273,419株

（３）　消却実施日

　平成22年11月１日

　

　当事業年度（自　平成22年11月１日　至　平成23年10月31日）

該当事項はありません。　
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⑤　附属明細表

有価証券明細表

株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

Paget Reinsurance International 

Ltd.
1 113

みどり証券㈱ 20,000 2

計 20,001 115

　

債券

銘柄 券面総額（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円）

有価証券

 

満期保有

目的の債

券

第65回割引国債 40 39

小計 40 39

投資有価証

券

満期保有

目的の債

券

第69回割引国債 5 4

第70回割引国債 5 4

第75回割引国債 5 4

分離利息国債（2013年９月） 200 197

分離利息国債（2013年12月） 200 197

分離利息国債（2014年３月） 241 236

分離利息国債（2014年６月） 200 199

分離利息国債（2014年12月） 150 149

分離利息国債（2015年３月） 265 262

小計 1,271 1,257

計 1,311 1,296
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その他

銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額
（百万円）

投資有価証

券

その他有

価証券

（匿名組合契約）   

匿名組合（１銘柄） － 72

（投資事業有限責任組合契約） 　 　

投資事業有限責任組合（１銘柄） － 90

計 － 162

　

有形固定資産等明細表

資産の種類 前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 5,764 67
533
(432)

5,299 2,338 196 2,960

構築物 43 －
0
(0)

42 32 1 10

機械及び装置 1 －
0
(0)

1 1 0 0

工具、器具及び備品 981 75 21 1,034 908 89 126

土地 3,584 －
858
(858)

2,725 － － 2,725

リース資産 5 － － 5 4 1 0

有形固定資産計 10,381 143
1,415
(1,291)

9,109 3,285 288 5,824

無形固定資産        

借地権 143 －
91
(91)

52 － － 52

商標権 0 － － 0 0 0 0
ソフトウエア 638 85 25 699 473 116 225
電話加入権 111 － － 111 － － 111

無形固定資産計 894 85
116
(91)

863 473 116 389

長期前払費用 194 32 38 188 122 40 66

　（注）１．建物及び工具、器具及び備品における当期増加額の主なものは営業店舗の移転、リニューアルにおける内装設

備、備品等です。

２．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

 

社債明細表

該当事項はありません。　
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借入金等明細表

区分
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

１年以内に返済予定のリース債務 1 0 － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 0 － － 平成24年

合計 2 0  － －

（注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を貸

借対照表に計上しているため、記載しておりません。

　

引当金明細表

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 71 16 23 20 43

賞与引当金 930 880 857 73 880

役員賞与引当金 － 1 － － 1

　（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　　　　２．賞与引当金の「当期減少額（その他）」は、賞与支給額減少による戻入額であります。

　

資産除去債務明細表

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 11月１日から10月31日まで

定時株主総会 １月中

基準日 10月31日

剰余金の配当の基準日
４月30日

10月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・売渡し  

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ───

買取・売渡手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.achd.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）当社は、定款において単元未満株主の権利を制限しており、次に掲げる権利以外の権利を行使することができませ

ん。

①　会社法第189条第２項各号に掲げる権利　

②　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③　募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

④　単元未満株式の買増しを請求する権利　

　

EDINET提出書類

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス(E24549)

有価証券報告書

218/222



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

　

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 四半期報告書及び確認書

（第１期第１四半期）（自　平成22年11月１日　至　平成23年１月31日）平成23年３月17日関東財務局長に提出　

（第１期第２四半期）（自　平成23年２月１日　至　平成23年４月30日）平成23年６月14日関東財務局長に提出

（第１期第３四半期）（自　平成23年５月１日　至　平成23年７月31日）平成23年９月14日関東財務局長に提出

(2) 臨時報告書

平成23年６月28日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第19号（財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に

著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。　

(3) 自己株券買付状況報告書

報告期間（自　平成22年12月１日　至　平成22年12月31日）平成23年１月14日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年１月１日　至　平成23年１月31日）平成23年２月４日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年４月30日）平成23年５月９日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年７月31日）平成23年８月３日関東財務局長に提出

(4) 自己株券買付状況報告書の訂正報告書

平成23年８月５日関東財務局長に提出

報告期間（自　平成23年７月１日　至　平成23年７月31日）平成23年８月３日提出の自己株券買付状況報告書に係

る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 平成24年１月27日

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス  

 取締役会　御中    

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 高木　　勇　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 岡本　伸吾　　印

＜財務諸表監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの平成22年11月１日から平成23年10月31日までの連結会計
年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連
結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ
り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を
基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合
理的な基礎を得たと判断している。
当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス及び連結子会社の平成23年10月31日現在の財政状態並びに同日を
もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示して
いるものと認める。
　
＜内部統制監査＞
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社エイブルＣＨＩＮ
ＴＡＩホールディングスの平成23年10月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制
を整備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統
制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には
防止又は発見することができない可能性がある。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部
統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がない
かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統
制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検
討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して
いる。
当監査法人は、株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスが平成23年10月31日現在の財務報告に係る内部
統制は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る
内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に
添付する形で別途保管しております。

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 平成24年１月27日

株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングス  

 取締役会　御中    

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 高木　　勇　　印

　
指定有限責任社員

業務執行社員
　 公認会計士 岡本　伸吾　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの平成22年11月１日から平成23年10月31日までの第１期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基

礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社エイブルＣＨＩＮＴＡＩホールディングスの平成23年10月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度

の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付

する形で別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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